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第 1節 緒言 
1.1.1 国策としてのエリートスポーツ政策 
 
過去数十年にわたり，オリンピック競技大会（以下，オリンピック）をはじめとする国際競技大
会における国家間のメダル獲得レースは激化している．オリンピックは世界中のエリートアスリ
ートが各々の才能を競う最高峰の舞台である．ゆえに，国際友好親善が理念に掲げられてい
るにも関わらず，オリンピックにおける国家のパフォーマンス，つまりメダルを多く獲得すること
は，多くの先進国にとって重要命題の 1つとみなされている（Wu et al., 2009）．このように，昨
今のエリートスポーツは競技者や指導者，あるいは一競技団体の取り組み（プライベートなイ
シュー）から国家的な関心事（パブリックなイシュー）へと変容していると言い表される（van 
Bottenburg, 2013）．この数十年の間に多くの国において，中央政府やスポーツ機関による個
別政策の策定や新たな組織の設立を伴った，エリートスポーツの制度化が進んでいる
（Bergsgard et al., 2007）． 
スポーツの競争性の激化と勝利することの重要性がますます強調された背景は様々である．
第 1に「スポーツ医学」の発展により，スポーツ医の役割が単に傷害を治療するという範囲を逸
脱し，競技能力の向上が追求されるようになったこと．第 2にスポーツの「脱アマチュア化」が
進み，選手が自分自身のためでなく，国・地域のようなより大きな社会単位を代表して競技を
せざるを得ないようになったこと．第 3にメダルを獲得することが，国家の威信や，ある国の政
治体制が他の国々よりも優れているということを誇示するプロパガンダとして利用され，「スポー
ツの政治化」が進んだこと．第 4にスポーツイベントのスポンサーや放映権に代表される「スポ
ーツの商業化」の影響であると論じられる（Waddington & Smith, 2009）．中でも「脱アマチュア
化」は，選手にとってスポーツを気晴らしや楽しみの源泉と見なすことから，勝利をより一層重
視し社会や国家のためにプレイするものへと転換させたと考えられている（Bloyce & Smith, 
2010）．また，メディア，スポーツ産業，その他の民間事業者がオリンピックの開催に影響力を
持つようになったことも現代のエリートスポーツに深く関わっており，これらの「商業化」は選手
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たちが「より速く，より高く，より強く」なることを追求する原動力の一部となっているともいわれる
（Beamish & Richie, 2006）．スポーツの政治化の影響も大きく関係し，Bloyce and Smith（2010）
によると，政府は自国のアスリートやチームの国際舞台における活躍（以下，エリートスポーツ
サクセス）による栄光浴（BIRGing: basking in reflected glory）を満たすために，財政支援や直
轄事業という形でアスリートの育成・支援に直接介入している．その他にも，政府が国際競技
力向上に関心を向け，エリートスポーツの制度化を進める理由は様々であり，国際的な名声，
外交上の認知，競争イデオロギー，漠然とした満悦感（feel good factor）から国際競技会の開
催に伴う経済効果まで，エリートスポーツサクセスが政治的利益をもたらすという信念，などが
あげられる（Houlihan & Green, 2008）． 
こうした社会・政治的な背景により，各国はメダル獲得のために鎬を削り，スポーツの所管政
府機関による補助金や国営くじの助成金による多額の投資を伴ったスポーツの激しい国際競
争を巻き起こしている（De Bosscher et al., 2008）．この現象は，超大国間の軍拡競争に準え，
「グローバル・スポーツ軍拡競争」（Oakley & Green, 2001）と呼称され，この軍拡競争において
ライバル国に勝利をするために，国定の戦略的アプローチがエリートスポーツ分野に導入され
ている．国際競技力を向上させるためにアスリートを体系的で戦略的に発掘，育成，強化する
インフラや施策はエリートスポーツシステムと呼ばれ（Böhlke & Robinson, 2009; Houlihan & 
Green, 2008），先進国が整備しているエリートスポーツシステムは極めて画一化されたモデル
に各国の僅少なオリジナリティが付加される「同質的なもの」（De Bosscher et al., 2008）であると
解釈されている．成功しているエリートスポーツシステムが共通して持つ特徴としては，（1）フ
ルタイムで競技活動をするアスリートのための財政支援，スポーツ科学，質の高いフルタイムコ
ーチと専門のトレーニング施設，専門の行政ユニット，引退後のキャリアサポート，競技大会の
支援的な構造などの有形資源，（2）政府にとってのスポーツの重要性，エリートスポーツサク
セスに対する熱心な国民のサポート・期待，スポーツキャリアが尊重される文化などの有形度
のやや低い資源，および（3）競技団体やアスリートへの予算分配をする際の，またはアスリート
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の選定，パフォーマンスのモニタリング，評価をする際の然るべきプロセスであるとされる
（Houlihan & Zheng, 2013）． 
今日のエリートスポーツにおける国際的なトレンドは明確であり，僅かな例外を除き，各国の
エリートスポーツ予算が拡充傾向にあることといえる（De Bosscher et al., 2008; Houlihan & 
Zheng, 2013）．Houlihan & Green（2008）は，諸外国に広がるこの右肩上がりの予算拡大傾向
を受けて，十分な成果に繋がるエリートスポーツシステムを整備・持続するために，各国は「有
り金をはたいてオリンピックに出場（Pay up! Pay up! And play the Game!）」（p.291）する必要が
あると，国費投資額の積増しの必要性について皮肉を込めて結論付けている． 
 
1.1.2 日本のエリートスポーツ政策 
 
これまでの日本の国際競技大会におけるパフォーマンスは，競技者や指導者としての個人，
あるいは競技団体の努力と創意工夫により支えられてきた（スポーツ振興に関する懇談会, 
2007）．しかし，2000年以降わが国の国際競技力向上の国策化に向けた取り組みが活発化し
ている．表 1-1-1は，日本における近年の主要なエリートスポーツ政策の変遷を表している． 
 
表 1-1-1 近年の主要なエリートスポーツ政策の変遷 
 
年 法律・計画 組織・事業・施策
2000 スポーツ振興基本計画（文部省）
2001 JOCゴールドプラン（日本オリンピック委員会）
国立スポーツ科学センター　
日本アンチ・ドーピング機構　
2002 スポーツ振興くじ助成
2005 JOCゴールドプラン ステージ2（日本オリンピック委員会）
2006 スポーツ振興基本計画（改定）（文部科学省）
2007 「スポーツ立国」ニッポン：国家戦略としてのトップスポーツ
（スポーツ振興に関する懇談会）
2008 「スポーツ立国」ニッポンを目指して～国家戦略としてのスポーツ～
（自由民主党スポーツ立国調査会）
ナショナルトレーニングセンター　
チーム「ニッポン」マルチサポート事業　
2010 スポーツ立国戦略―スポーツコミュニティ・日本―
2011 スポーツ基本法
2012 スポーツ基本計画
第 1章 第 1節 
5 
 
文部科学省は 2000年に，スポーツ振興の根幹をなすマスタープランとして「スポーツ振興
基本計画」を策定し，「我が国の国際競技力の総合的な向上方策」を日本のスポーツ政策の
主たる課題の 1つとして掲げた．そして，オリンピックにおけるメダル獲得率を早期に 3.5%まで
引き上げると政策目標を設定している．これを受けて，2001年に日本オリンピック委員会が中・
長期的な強化プラン「JOCゴールドプラン」を作成し，また，アスリートを医学・科学・情報から
支援する専門機関として，国立スポーツ科学センターが設立された．その後，2008年には日
本のスポーツ界の半世紀に及ぶ悲願ともいわれるナショナルトレーニングセンターが開所し，
エリートアスリートの総合的な拠点が誕生した．さらに，同年，国直轄の強化事業であるマルチ
サポート事業が立ち上げられ，ターゲット競技種目を明確にし，スポーツ医・科学・情報分野等
からの分野横断的アプローチによるアスリート支援や研究開発プロジェクトが進められている． 
国際競技力向上が本格的に国の重要な政策課題であると位置づけられる発端となったの
は，2007年に遠藤利明元文部科学副大臣の私的諮問機関であるスポーツ振興に関する懇談
会が作成した提言書「「スポーツ立国」ニッポン～国家戦略としてのトップスポーツ」の発表以
降である（Yamamoto, 2012）．この提言書は通称「遠藤レポート」と呼ばれ，「国家として取り組
む以外に，世界のトップスポーツの中で日本が成功する道はない」（スポーツ振興に関する懇
談会, 2007, p.31）という明確な提言を発信している．このレポートを契機として，自由民主党内
に政務調査会の 1つとして「スポーツ立国調査会」が設置されるに至った．同調査会は 2008
年に「「スポーツ立国」ニッポンを目指して～国家戦略としてのスポーツ～」を発表し，遠藤レポ
ートと同様の基調のもと，「まず競技力の向上に重点的に取り組み，スポーツの頂点を高める
ことによりスポーツの裾野を広げ，基盤を整備するとの視点」（スポーツ立国調査会, 2008, p.2）
に立ち，国家戦略としてのスポーツの在り方を明確にしている． 
これら一連の取り組みにより，1961年に制定された「スポーツ振興法」の抜本的な見直しに
よる「新スポーツ（振興）法」の制定が意図され，超党派のスポーツ議員連盟が設置した「新ス
ポーツ振興法制定プロジェクトチーム」によって「スポーツ基本法」制定に向けた動きが加速化
する．「スポーツ基本法」は 2011年に公布・施行され，スポーツ界にとっては時代に即したスポ
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ーツ政策を推進する法的根拠を得る基盤が整備されたこと意味している（久木留, 2011）．翌
年，「スポーツ基本法」の規定に基づく今後 10年間のスポーツ振興のマスタープランとして「ス
ポーツ基本計画」が策定された．「スポーツ基本計画」における国際競技力向上に向けて，（1）
夏季・冬季オリンピックそれぞれにおける過去最多を超えるメダル数，（2）オリンピックおよび世
界選手権における過去最多を超える入賞者数，および（3）オリンピックの金メダル獲得ランキ
ング夏季大会 5位以内，冬季大会 10位以内という新たな政策目標が掲げられている． 
以上の取り組みから，現在日本は国家が主体的にエリートスポーツの制度化に取り組み出
していることは明確である（Funahashi et al., 2014; 出雲, 2008; Yamamoto, 2008; 2012）．文部
科学省のスポーツ関係予算に占める競技力向上関係予算は，過去 10年間 60から 80%を推
移しており，2002年の 86億円から 2012年には 162億円とおよそ 2倍の水準へと上昇してき
ている（図 1-1-1）．2012年における日本スポーツ振興センターのスポーツ振興基金助成にお
ける競技力向上のための助成金 12億円1とスポーツ振興くじ助成における競技力向上のため
の助成金 53億円2（日本スポーツ振興センター, 2013）を加算すると，日本のエリートスポーツ
予算は総計約 227億円の規模であるとみなすことができる． 
日本の国際競技力向上の取り組みを「フレーム」としてみた場合，世界の強豪国と比較をし
ても基本的な相違はない（和久ら, 2008）．エリート専用のトレーニング施設の設立，フルタイム
アスリートの養成・支援，コーチングおよびスポーツ医・科学の発展，アスリートの競技出場機
会の確保など先進国におけるエリートスポーツシステムの主たる特徴として一般に論じられる
構成要素（Andersen & Ronglan, 2012; De Bosscher et al., 2008; Green & Houlihan, 2005; 
Houlihan & Green, 2008）は現行の日本のエリートスポーツシステムにも組み込まれており
（Yamamoto, 2008），近年見られる国際競技大会におけるパフォーマンスの向上は国によるサ
ポートに依るところが大きい．2012年ロンドンオリンピックではアスリート 293名を派遣し，2004 
                           
1 スポーツ団体選手強化活動助成，スポーツ団体大会開催助成（競技力向上活動），選手・指導者スポーツ活動助成の合計値．
なお，当分類方法は日本スポーツ振興センターが助成金配分額を報告する際に用いていた「競技力の向上に対する助成」の分
類に則している． 
2 将来性を有する競技者の発掘育成活動助成，スポーツ団体スポーツ活動助成，国際競技大会開催助成，大規模スポーツ施
設整備助成，2020オリンピック競技大会・パラリンピック競技大会招致活動助成の合計値． 
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年アテネオリンピックの 37個を上回る史上最多の 38個のメダルを獲得するに至り，上述の「ス
ポーツ基本計画」における政策目標が一部達成されている．さらに，2020年東京オリンピック・
パラリンピックの招致成功を受けて，以前にもましてエリートスポーツ分野への予算拡充がなさ
れる公算は極めて高い（強化費 大幅増額を要望へ, 2014年 5月 9日）． 
 
 
図 1-1-1 スポーツ関係予算に占める競技スポーツ関係予算の推移（ロンドンオリンピックにお
ける選手育成・強化・支援等に関する検証チーム, 2012） 
 
1.1.3 国民（納税者）の理解という視点の重要性 
 
自国のアスリートやチームが国際競技大会でメダルを獲得する等活躍をすることは，しばし
ばスポーツとは関係のない多くの政策目標を達成する助力となる性質を有しており，政府にと
って価値のある資源であると見なされている（Green & Houlihan, 2005）．国際競技大会におい
て多くの成功を収めるためには，エリートアスリートの育成を国家戦略として位置づける必要が
あるとされ，スポーツの所管政府機関による補助金や国営くじの助成金による多額の投資を伴
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った激しいメダル獲得レースが展開されている．このメダル争奪戦を市場（マーケット）として紐
解くと，オリンピックにおけるメダルの供給量は原則的に固定されている中で（IOCは競技種目
の上限数を約 300 と定めており，メダルは約 900個である），メダルに対する需要量は上昇傾
向にあることがわかる（より多くの国・地域，アスリートがメダル獲得レースに参加している）．エ
ントリーの関係上，実際に１ヵ国が最大で獲得できるメダル数はその約半数となる3．そのため，
このメダル・マーケットは「メダルの価格」を高めることでのみ調整される（図 1-1-2）．つまり，オリ
ンピック参加国・地域は供給数が固定されたメダルを巡って，より多くの予算を費やす「囚人の
ジレンマ」型のゲームをプレイしているとも解釈できる（Humphreys et al., 2011）．したがって各
国は，前回大会のパフォーマンスレベルを維持するためにも，前回大会以上のコストを費やす
必要性に迫られているのである（De Bosscher et al., 2008）． 
  
 
図 1-1-2 メダル・マーケット 
                           
3 2012年ロンドンオリンピックでは，エントリー数の関係上 1つの国・地域が獲得できた最大のメダル数は 497であった（Houlihan 
& Zheng, 2013）． 
メダルの価格
メダル数
D1
D0
x
p0
p1
供給曲線
需要曲線
Note:
メダルの供給量は固定されている（＝供給曲線Sが固定されている）中で、より多くの国・地域がメダル獲得
レースに参加している（＝需要曲線がD0からD1に移動している）ため、このマーケットはメダルの価格をp0から
p1に高めることでのみ調整される．
S
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上述の性質を鑑みると，持続可能なエリートスポーツシステムを構築していくためには，国
民（納税者）の受容性という視点は以下 3つの理由により不可欠であると考えられる．まず，リタ
ーンの不確実性という点があげられる．エリートスポーツ分野への財政支援の拡大がメダルの
獲得増加に繋がることはデータによって実証されている（Hogan & Norton, 2000; Li, Meng, & 
Wang, 2009）一方で，この投資に対するリターンは，インフラの整備などとは違い，アスリートの
活躍に依存する一面がある．つまり，成功の不確実性が高い「ギャンブル性」を伴った公共投
資であるという特徴を有している（Mitchell et al., 2012）．例えば，ある国がエリートスポーツ予
算を 2倍の水準に高めても，他の国が同様に予算拡充をしたら，パフォーマンス向上は見込
めない．次に，近年先進国を中心に見られるエリートスポーツ偏重の政策トレンドは過剰な支
出に対する国民の失望という政治的なリスクを孕んでいるということに触れる必要がある
（Houlihan & Zheng, 2013）．メダル数のみを成果とした場合，昨今の「グローバル・スポーツ軍
拡競争」下においては，投資対効果が非効率的に低下していくため，中期的な将来にエリート
スポーツへ国費投資をする正当性を国民に対して示すことが困難となり，政策路線を転換す
る国が現れることが予測されている（Houlihan, 2013; Houlihan & Zheng, 2013）．最後に，社会
全体の理解なしには採用された政策を効果的・効率的に実施することができないためである
（King et al., 1998）．エリートスポーツサクセスに対する国民の熱心なサポートは，一国のエリ
ートスポーツシステムを構成する重要な（有形度の低い）要素であり（Houlihan & Zheng, 2013），
日本においても，有識者によって「国際競技力の向上とメダル獲得に向けた効率的な事業に
ついては，（中略）社会全体の理解を得ながら進めていくことが必要である」（ロンドンオリンピッ
クにおける選手育成・強化・支援等に関する検証チーム, 2012, p.26）と認識されている． 
ここからも，社会全体の理解を得たエリートスポーツ政策の実現に向けた持続的なシステム
構築の重要性が一層高まっていることがわかる．特に，2020年東京オリンピック・パラリンピック
の開催を控え，エリートスポーツ予算の大幅な増額が見込まれるわが国において，エリートス
ポーツ政策に対する国民の受容性の向上は極めて重要な課題であるといえる． 
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第 2節 研究の目的と社会的意義 
1.2.1 本研究の目的 
 
以上のような背景に動機づけられ，本研究ではエリートスポーツ分野への公共投資に対す
るリターン，つまり納税者やアウトカムの享受者の観点から，エリートスポーツ政策について検
討をしていくこととした．エリートスポーツ政策に対する国民の受容性を明らかにするために，
以下 2つの目的を設定した． 
 
目的 1． エリートスポーツ政策に対する日本国民の価値評価を明らかにすること 
目的 2． エリートスポーツ政策に対する日本国民の受容態度の形成メカニズムを明らかにす
ること 
 
1.2.2 本研究の社会的意義 
 
本研究は，多くの先進国で推進されている国策としてのエリートスポーツ政策の持続可能性
を考える上での先駆的な研究である．エリートスポーツ政策の主たる目的は，無論，国際競技
力の向上であるが，その先にあるアウトカム，さらには社会全体の受容性をどのように考えてい
くのかという議論が求められている．本研究は，日本国民にとってのエリートスポーツ政策の価
値を検証することで，その国費投資の是非を判断する一材料を学術的な知見として提供でき
る点で社会的意義のある研究であると思われる．また，エリートスポーツ政策に対する国民の
受容意識を如何にして高めることができるのかという課題に対する実践的示唆を提供できる点
も，2020年東京オリンピック・パラリンピックに向けて，国民がエリートスポーツに対してより多く
の予算を傾注していいと適切に判断できるような仕組みづくりが今後求められるという政策的
なニーズを適格に捉えた意義深い研究であると判断できる． 
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1.2.3 本論文の構成 
 
本論文の構成を図 1-2-1に示した．第 2章では，本研究目的と関連する過去の研究の整理
を行い，リサーチクエスチョンを導出した．まず，主に国際競技力向上の文脈におけるエリート
スポーツ政策，およびエリートスポーツシステムに関する研究の大まかな流れを概観した．次
に，エリートスポーツ政策がもたらすアウトカムについての整理，および定量的な知見のシステ
マティックレビューを行った．そして，エリートスポーツ政策に対する国民の受容態度における
研究の現状を述べた．さらに，仮想市場法というメソッドに焦点をあてて既存研究の概念的枠
組みやエリートスポーツサクセスを対象とした研究の問題点・限界点などに言及した．加えて，
科学技術政策における社会の受容性に関する諸知見を概観し，エリートスポーツの文脈にお
ける援用の可能性を探った．最後に，整理した先行研究をまとめることで，本研究が取り組む 4
つリサーチクエスチョンを導き出した． 
第 3章では，目的 1を検討する研究を経済学的なアプローチを用いて 3つ実施した．まず，
エリートスポーツ政策が日本人国民にもたらす効用を貨幣尺度に表し推計することで，どの程
度の価値として評価されているのかを明らかにした（研究 1）．さらに，その価値評価が時間の
経過とともに変化をするのかという課題に対して，3 時点の縦断的なデータを用いて時間的信
頼性を検証した（研究 2）．最後に，その価値評価と関連する要因を検討した（研究 3）． 
次に，社会心理学的なアプローチを用いて目的 2に関する研究を 1つ実施し，第 4章に論
じた．エリートスポーツ政策に対して国民が持つ態度がどのような社会心理構造で形成される
のかという問いに対し，仮説モデルをつくり検証した（研究 4）． 
これらの研究結果を踏まえ，第 5 章では総合論議として，社会全体の理解を得たエリートス
ポーツ政策の推進のための政策的なインプリケーションについて論じた． 
なお，本論を補完するかたちで，研究 3 と研究 4における従属変数である「価値評価」と「受
容態度」の関係性，およびエリートスポーツサクセスの私的ベネフィットの認知尺度の開発につ
いて補論にまとめた． 
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図 1-2-1 本研究の構成 
第1章：本研究の背景
■ 第1節 緒言
■ 第2節 研究の目的と社会的意義
第2章：先行研究の検討
■ 第1節 エリートスポーツ政策・システムに関する研究
■ 第2節 人々の選好・態度に関する研究
■ 第3節 先行研究のまとめとリサーチクエスチョンの設定
第3章 国民にとってのエリートスポーツ
政策の価値：仮想市場法
を用いた貨幣的評価
■ 第1節 方法論の提示と横断研究
（研究1）
■ 第2節 縦断的検討による時間的
信頼性の検証（研究2）
■ 第3節 価値評価と関連する要因
の検討（研究3）
第4章 エリートスポーツ政策に対する
国民の受容態度の形成
メカニズム（研究4）
第5章 総合論議
■ 第1章 本論文で得られた知見と意義
■ 第2章 政策的インプリケーション
補論
■ 補論1 価値評価と受容態度の関係性
■ 補論2 エリートスポーツサクセスの私的ベネフィットの認知尺度の開発
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第 1節 エリートスポーツ政策・システムに関する研究 
2.1.1 エリートスポーツ政策に関するマクロ・メゾ・ミクロレベル研究 
 
2000 年以降，エリートスポーツ政策やエリートスポーツシステムに関する研究は，主に国際
競技大会における国のパフォーマンスに影響を与える要因の解明という文脈で行われており，
De Bosscher et al.（2006）が分類した国際競技力に関するマクロ・メゾ・ミクロの 3研究領域いず
れにおいても確認することができる． 
国際競技力におけるマクロレベル研究とは，オリンピックをはじめとする国際競技大会にお
いて国がメダルを獲得するケイパビリティを説明するマクロ経済的要因を明らかにする研究で
ある．マクロレベル研究の包括的な研究整理を行った舟橋・間野（2012）によると，国際競技力
を規定する計量経済学モデルの中に，近年エリートスポーツシステムの代理変数が独立変数
として組み込まれる研究が散見され始めている（Forrest et al., 2010; Luiz & Fadal, 2011; 
Martin et al., 2005）．これは，従来国家のパフォーマンスを大きく規定していた「人口」や「GDP」
といった統制不能なマクロ要因だけでは，国際競技力を説明することが困難になり，多くの先
進国が国をあげて戦略的に整備しているエリートスポーツシステムの影響が無視できなくなっ
てきたことが経済学的にも立証されていることを意味している． 
メゾレベル研究とは，国家のパフォーマンスを規定する政策的な要因に迫る研究であり，マ
クロレベル研究とは異なり，短中期的にコントロールをすることができる政策やシステムに焦点
を当てていることが特徴である．メゾレベル研究には，定性的研究とミックス・メソッドを用いた
研究がある．定性的なメゾレベル研究においては，スポーツマネジメント領域において，エリー
トスポーツシステムの国際比較研究が進められており，各国のエリートスポーツを支えている
様々な要因が明らかにされている（Andersen & Ronglan, 2012; Bergsgard et al., 2007; Green 
& Houlihan, 2005; Houlihan & Green, 2008）．また，より実践的なアプローチとして，システムを
どのようにマネジメントしていくのかという解を得るためのベンチマーキング研究も進められてい
る（Böhlke, 2007; Böhlke & Robinson, 2009）． 
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ミックス・メソッドを用いたメゾレベルのエリートスポーツ政策研究としては，国際競技力を規
定する 9つの政策的要因を概念化したモデル（SPLISSモデル：Sports Policy factors Leading 
to International Sporting Success）に用いて，各国のエリートスポーツシステムを同じフレームワ
ークで国際比較分析をする大規模な研究プロジェクトが広く知られている（De Bosscher et al., 
2006; 2008; 2009; 2010; 2011）．SPLISSモデルを用いた研究は，わが国においても実施され
ており，主要な国際競技大会においてベスト 8以上成績を残した経験のあるものの方が，それ
以下の成績のものよりも「スポーツ政策の組織体制・構成（競技団体とのコミュニケーション
等）」，「タレント発掘・育成システム」，および「国内・国際競技大会」において優れたエリートス
ポーツ環境下にいる（いた）ことが明らかとなっている（Funahashi et al., 2014）． 
ミクロレベル研究とは，アスリート個人のパフォーマンスに影響を与える要因を検討する研究
である．近年，多くを占めるのがアスリートの心理状態やコーチとの関係性などがどのようにパ
フォーマンスに影響を与えるのかということを検証するスポーツ心理学研究である
（Cunningham, 2011）．その一方で，アスリート個人に関わるミクロレベルの要因だけでなく，政
策的な要因の影響も少なからず確認されている（Duffy et al., 2001; Gibbons et al., 2003）． 
上述のとおり，エリートスポーツ政策を扱う研究は多く蓄積されてきており，研究領域も多岐
に渡る．ただし，国際競技力向上というアウトプットの文脈に限定されている点には留意をする
必要がある．エリートスポーツ政策の主たる目的は言うまでもなく国際競技力の向上ではある
が，プロセスとしてのエリートスポーツシステム（Shibli et al., 2014）を考えた場合，エリートスポ
ーツ分野への国費投資に対するリターンについても社会心理効果等のアウトカムを用いて評
価する必要性がある（原田, 2005）（図 2-1-1）．とりわけ，昨今エリートスポーツに対する国家の
介入が顕著になりだしたわが国（Yamamoto, 2008）において，エリートスポーツの公益性をど
のように考え政策として反映していくのかという点に関しての議論を深化する必要性は高い
（成瀬, 2011）． 
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図 2-1-1 プロセスとしてのエリートスポーツシステム（Shibli et al., 2014） 
 
2.1.2 エリートスポーツ政策のアウトカムに関する研究 
エリートスポーツがもたらすもの 
 
エリートスポーツサクセスが社会に様々なアウトカムをもたらすことは，その科学的な根拠に
対する疑義が唱えられているものの，いくつか報告されている．これらは，社会に対するベネフ
ィットおよび個人に対するベネフィットに大別することができ，政府がエリートスポーツ分野へ関
与する主たる理由として説明されている． 
 社会に対するベネフィットとしては，経済の活性化（Ashton et al., 2003; Houlihan & Green, 
2008; Stewart et al., 2004），国の威信や名声を国外に示せること（Grix & Carmichael, 2012; 
Stewart et al., 2004），国際的な認識の高まりや外交上の認知（Houlihan & Green, 2008; 
Stewart et al., 2004），国の対外的なイメージの向上（Grix & Carmichael, 2012），およびスポー
ツ実施率の向上（Grix and Carmichael, 2012）などがあげられる． 
他方，個人に対するベネフィットには，ナショナル・アイデンティティー・帰属意識の向上
（Hong, 2011; Stewart et al., 2004）；社会的一体感の醸成（Stewart et al., 2004），市民・国民と
しての誇りの気持ち（Allison & Monington, 2002; Denham, 2010; Dóczi, 2012; Hallmann et al., 
2013; van Hilvoorde et al., 2010），および幸せ，満悦感（feel good factor），効用（Forrest & 
Simmons, 2003; Grix & Carmichael, 2012; Hallmann et al., 2013; Humphreys et al., 2011; 
Kavetos & Szymanski, 2010; Wicker, Hallmann et al., 2012; Wicker, Prinz et al., 2012）が含ま
れる． 
インプット プロセス アウトプット アウトカム
 税金、くじの売上げ  エリートスポーツシステム
の整備
 エリートアスリートの数
 メダル数
 メダルテーブルランキング
 将来的な成功をもたらす
持続可能なシステム
 社会にもたらすアウトカム
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より広範な視点で，エリートスポーツの社会的意義についての包括的な研究レビューを行っ
た van Bottenburg et al.（2012）によると，エリートスポーツには 4つの価値が存在する．第 1に，
高みを目指して個人の成長を促す価値．第 2に，世界中の人々を熱狂させ，奮い立たせる価
値．第 3に，個人・集団に対する帰属意識や社会的一体感を高める価値．第 4に，経済的価
値である．これら 4つの価値により個人，集団，および社会全体としてエリートスポーツによる
様々な影響を受けているという． 
国際競技力を高め，国際競技大会においてメダルを多く獲得することは，上述の多種多様
なベネフィットや価値のようにスポーツの範疇を超えた多くの政策目標の達成の助力となる特
性を有しており，政府によってコストの比較的かからない価値ある資源であると見なされている
（Green & Houlihan, 2005; Houlihan & Green, 2008）．当然ながら，これらのベネフィットについ
ては公的な文書にも反映され，国家が主体的にエリートスポーツに取り組む論理的根拠として
示されている．例えば，近年のスポーツ政策の議論の発端，あるいは礎となっている遠藤利明
元文部科学副大臣の私的諮問機関によって刊行された報告書「「スポーツ立国」ニッポン―国
家戦略としてのトップスポーツ―」（スポーツ振興に関する懇談会, 2007）においても，エリート
スポーツがもたらすものは議論の対象となっている．本レポートによると，エリートスポーツは，
（1）国際競技大会における国力・プレゼンスの発信，（2）国際競技大会を通じた国家の安全
保障・国際平和への貢献，（3）国民の健全育成（日本人の模範としてのトップアスリート，国民
のスポーツ振興による健康と体力の保持・増進，国際競技大会での日本人選手の戦いがもた
らす強力な同胞意識），および（4）国内経済の活性化をもたらすと認識されており，研究者に
よる記述やエビデンスとの共通点は多い． 
しかしながら，これらのベネフィットの多くは定量化をすることが難解であり，科学的根拠は
薄いと言わざるを得ない（Stewart et al., 2004）．Grix & Carmichael（2012）は，政府がエリート
スポーツ分野へと国費投資をする根拠は「不明瞭で，研究不足，かつ無批判に受け入れられ
ている」（Grix & Carmichael, 2012, p.3）と指摘している．また，国際競技力向上が社会や国民
に広くベネフィットをもたらすというシナリオは，国際競技力関連の概算予算が配分される際の
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「札付き」の議論（Green, 2006），あるいは政策立案者のストーリーライン（Fischer, 2003, cited 
in Houlihan et al., 2009）と評されることもある．この意味で，エリートスポーツ政策のアウトカム
に関する実証的な研究は，スポーツマネジメント領域において蓄積が求められる研究の1つで
あるといえる． 
 
エリートスポーツ政策のアウトカムに関する定量的研究 
  
本論文における研究の着眼点を明確にすることを目的に，既存の知見をシステマティックに
整理することとした．エリートスポーツ政策のアウトカムに関する定量的研究を検索するための
データベースとして，「SPORTDiscus」，「PsycINFO」，「Web of Science」，および「Scopus」を用
いた．それぞれのデータベースにおいて「elite sport success」，「elite sporting success」，「elite 
success」，「national sporting success」，「national athletic success」，および「Olympic success」が
論文表題や要約に含まれているものを条件として検索した．その結果，述べ 169件の論文が
抽出された．ヒットした研究論文一覧より，自国のアスリートが国際競技大会でメダルを獲得す
る等の活躍をすることが社会，または個人にもたらすものに関する定量データに基づいた報告
がなされている研究を抄録内容に目を通し，それに該当しないものを除いた結果，6編が抽出
された．さらに，これらの研究論文の引用参考文献から，検索エンジンでは抽出されなかった
論文を網羅的に調べた結果，最終的に本節でレビューをする論文として9編が抽出された（表
2-1-1）．以下，順に概要を記す． 
Ashton et al.（2003）は，イングランド・サッカー代表チームのパフォーマンスと，試合後の最
初の取引日におけるロンドン証券取引所の株式指標である FTSE100種総合株価指数との間
には有意な相関関係があることを明らかにしている．親善試合よりも，トーナメントやトーナメン
トの決勝戦の方がその影響力が強く，エリートスポーツサクセスが経済効果をもたらすことが実
証されている． 
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表 2-1-1 エリートスポーツ政策のアウトカムに関する定量データに基づいた実証研究 
 
 
De Bosscher et al.（2013）は，国際競技力が向上することによる，大衆のスポーツ参加への
影響という視点におけるアウトカムを検証している．この波及効果は「トリクルダウン効果」と呼
ばれ，政府が多額の予算をエリートスポーツに充当する際の論理的根拠として用いられること
が多い．20競技における中央競技団体の会員数のデータと，各競技におけるオリンピック，世
界選手権，および欧州選手権の競技成績から作成される elite sport indexの相関関係を調べ
たところ，トリクルダウン効果に対する明確なエビデンスを得ることはできなかった．ただし，比
較的競技力の高い陸上競技，体操競技，柔道，テニスにおいては正の相関関係が確認され，
発表年 著者 主な結果 データ アウトカム
2003 Ashton et al.
イングランド代表サッカーチームのパフォーマンス（勝利／敗北）と試合
後の最初の取引日におけるFTSE100種総合株価指数には有意な関
連性がある．重要な試合であるほど，影響力が大きい．
1984～2002年における
FTSE100種総合株価指数，およ
びサッカーイングランド代表の競技結
果に関する二次データ
経済効果
2010
Kavetos &
Szymanski
オリンピック，FIFAワールドカップ，UEFA欧州選手権における期待以上
のパフォーマンスが，生活満足に影響を与える可能性は低い．
1974～2004年における各大会の
競技成績，および
Eurobarometerにおける生活満
足に関する二次データ
幸せ
2010 Denham
75%のアメリカ国民が，自国アスリートが活躍することで，誇りを感じて
いる．
1996・2004年におけるUS
General Social Surveyのアス
リートの活躍に対する誇りに関する
二次データ
誇り
2011 Humphreys et al.
国際競技力向上プログラム（Own the Podium）がもたらす無形ベネ
フィットは，一世帯あたり45～91CADである．
カナダの世帯（n=1,540;
1,660）に対する電話調査により
得られた一次データ
効用
2012 Dóczi
85%のハンガリー国民が，自国アスリートが活躍することで，誇りを感じ
ている．
18歳以上のハンガリー国民
（n=1,027）に対する質問紙調
査から得られた一次データ
誇り
2012
Wicker, Hallmann,
et al.
2012年ロンドンオリンピックにおいてドイツがメダルテーブルで1位になること
に対して国民が評価する貨幣価値は一人あたり平均€6.13である．ま
た，同大会において陸上競技でドイツが金メダルを獲得することの貨幣
価値は一人あたり平均€5.21である．
18歳以上のドイツ国民
（n=2,006）に対する電話調査
により得られた一次データ
効用
2012 Wicker, Prinz et al.
2010FIFAワールドカップでドイツ代表チームが優勝することに対して国民
が評価する貨幣価値は一人あたり平均€26である．
16歳以上のドイツ国民
（n=3,049）に対する街頭面接
による質問紙調査によって得られた
一次データ
効用
2013 De Bosscher et al.
20競技において国際競技力を指標化したelite sport indexと会員数
の間に明確な関係性は見られない．競技力の比較的高い陸上競技、
体操競技、柔道、およびテニスにおいては正の相関関係がある．
20競技における過去約15年間の
会員数，およびオリンピック、世界
選手権、欧州選手権の競技成績
に関する二次データ
スポーツ参加
2013 Hallmann et al.
ドイツ人アスリートが主要な国際競技大会で活躍することに対して，国
民の66.2%が誇りを感じ，65.8%が幸せを感じている．
18歳以上のドイツ国民
（n=2,006）に対する電話調査
により得られた一次データ
誇り
幸せ
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トリクルダウン効果は自動的に起こる現象ではなく，特定の条件のもとでのみ達成されるアウト
カムであることが示唆されている． 
Kavetsos and Szymanski（2010）の報告によると，オリンピックなどのメガスポーツイベントにお
いて自国が期待値以上のパフォーマンスを残すことが，日常生活の幸せに影響を与える可能
性は低いと結論付けられている．実際の獲得メダル数から Bernard and Busse（2004）が用いた
人口，1人あたりの GDP，前回大会の成績，計画経済ダミー，および旧ソ連圏ダミーを独立変
数に用いた計量経済モデルにより予測されるメダルの数を引くことで算出される変数
（Actual-Predicted）や，実際の獲得メダル数から前回大会のメダル数を引いたもの
（Actual-Actual Lagged）を独立変数として，生活満足に与える影響を Difference in Differences
分析を行った結果，有意な影響が検証されなかった．この結果から，エリートスポーツサクセス
により生じるポジティブな気持ちの変化は，日常生活における生活満足の向上にまでは波及
しないと解釈することもできる． 
Dóczi（2012），および Hallmann et al.（2013）は，エリートスポーツサクセス対する意識調査を
行い，大多数の国民が誇りの気持ちや幸せを感じているということをデータで示している．
Denham（2010）も US General Social Surveyから誇りに関する二次データを再分析している．
ハンガリーにおける調査では，高齢で高学歴のものの方が，アスリートの活躍に対する誇りを
感じやすいことが明らかとなった（Dóczi, 2012）．他方，ドイツにおいては，選手の活躍から生じ
る誇りや幸せの気持ちは，高齢，高学歴になるほど有意に低い（Hallmann et al., 2013）．アメリ
カでは，高齢で低学歴であるものの方が競技力向上に対して誇りに感じている人が多い
（Denham, 2010）．以上の多様な結果が示すように，国・地域の人口特性によってエリートスポ
ーツに対する意識結果が異なる可能性が示唆される． 
Humphreys et al.（2011），Wicker, Hallmann et al.（2012），およびWicker, Prinz et al.（2012）
は，消費者余剰4の概念を適用し，エリートスポーツサクセスがもたらす社会心理ベネフィットを，
消費の非排除性や非競合性を有する公共財であるとみなし，仮想市場法（CVM: Contingent 
                           
4 ある財に対して，消費者が感じる価値から実際の価格を差し引いたもの． 
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Valuation Method）を用いて貨幣的に評価している．CVMは人々の意見に基づいて価値を実
証的に測定できる方法であり，例えば，2012年ロンドンオリンピックにおいてドイツがメダルテ
ーブルで 1位になることに対してドイツ国民の効用は平均€6.31／人であると推計されている．
これらの研究の枠組みを用いることで，費用便益分析に基づく政策のアウトカム評価への発展
可能性が示されており（Wicker, Hallmann et al., 2012），一般的に測定が困難である社会心理
ベネフィットを「見える化」するための方法として有用であると考えられる．Humphreys et al.
（2011）は，CVMを援用しカナダの国際競技力向上プログラムである Own the Podiumが国民
にもたらす無形ベネフィットの価値がそのコストを大きく上回る可能性を実証している．上述の
通り，2020 年に向けてエリートスポーツの予算拡充が加速する公算が大きいわが国において，
この方法論を用いた研究の援用は社会的意義のある研究であるといえ，本論文の 1つ目の目
的であるエリートスポーツ政策に対する国民の価値評価を実証するためにも実用的なメソッド
である．ただしこの一連の CVM研究には，後述の様々な限界点が含まれていることには慎重
な配慮が必要である． 
 
2.1.3 エリートスポーツ政策に対する国民の受容態度 
  
第 1章で議論をしたとおり，持続可能なエリートスポーツシステムを構築していくためには，
社会の受容性という視点は不可欠である．図 2-1-2は，1997から 2013年までに 6度実施され
た「体力・スポーツに関する世論調査」（文部科学省, 2013; 内閣府, 2004; 2006; 2009; 総理
府, 1997; 2000）における「国際大会において日本選手が活躍するための公的援助の必要性」
に関する統計の推移を表している．本統計によると，日本人成人の大部分はエリートスポーツ
に対する何らかの国費投資の必要性を感じており，その傾向は年々増しているということがわ
かる．しかしながら，これまでのところ著者が知る限り，エリートスポーツ政策に対する国民の受
容態度に関する検証がなされた学術研究は存在しない．この点については南（2009）も，わが
国ではエリートスポーツに対する公的援助の是非に関する研究がないとの見解を示している． 
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図 2-1-2 国際大会で日本選手が活躍するための公的援助の必要性（文部科学省, 2013; 内
閣府, 2004; 2006; 2009; 総理府, 1997; 2000） 
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第 2節 人々の選好・態度に関する研究 
 
この節では，本研究の目的である「エリートスポーツ政策に対する国民の価値評価を明らか
にすること」，および「エリートスポーツ政策に対する国民の受容態度のメカニズムを明らかに
すること」を達成するために参考となる指針として，ある対象物に対する人々の選好や態度に
ついての概念的枠組みを概説する．まず，ある財に対する人々の選好を明らかにする代表的
な経済学的手法である CVMについて要説をする．その際，エリートスポーツサクセスを対象と
した CVM研究の課題を明確にする．次に，態度形成に関する社会心理学の知見を概観し，
次節において，解決すべき先行研究における課題としてリサーチクエスチョンの設定する． 
 
2.2.1 仮想市場法 
仮想市場法を用いた研究の概念的枠組み 
 
 仮想市場法（CVM: contingent valuation method）とは費用便益分析や環境影響分析などに
幅広く用いられる非市場財の評価方法である（Venkatachalm, 2004）．主として，公共財に対す
る人々の選好をアンケートによって直接聞き出すだめに用いられる（ミッチェル・カーソン, 
2001）．公共財とは，非競合性と非排除性を有する財であるため市場が存在しない．ゆえに，
仮想的な市場を提示し，環境や状況の変化に対する支払意志額（WTP: willingness to pay）
を聞き出すという方法をとる．主な利点としては，ヘドニック法やトラベルコスト法などの顕示選
好法では評価できない財まで評価できる点があげられる．そのような利点から，環境や社会資
本などの分野で幅広く利用されてきている．例えば，水質，州立公園の拡大，天然資源の保
護などが扱われている（Walker & Mondello, 2007）．そして 2000年以降，スポーツマネジメント
の分野における応用研究が散見されるようになってきた．その応用分野は，プロスポーツチー
ム（Castellanos et al., 2011; 石坂・間野, 2010; Johnson et al., 2001），スポーツ・レクリエーショ
ンプログラム（Johnson et al., 2007），スポーツイベント（Atkinson et al., 2008; Vekeman et al., 
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2013; Walton et al., 2008），非営利スポーツクラブ（Wicker et al., 2011），スポーツ施設
（Johnson & Whitehead, 2000; Johnson et al., 2012），自国のアスリートの活躍（Humphreys et 
al., 2011; Wicker, Hallmann et al., 2012 ; Wicker, Prinz et al., 2012）と多岐に渡り，その利用範
囲の柔軟性を伺うことができる．上記の研究対象が有する公共財的な要素の向上や改善に対
するWTPを推計することで，経済的価値が算出されている． 
 エリートスポーツサクセスを対象としたCVM研究は，政府にとって国際競技力向上が重要で
あることは公知の事実であるにも拘わらず，エリートスポーツサクセスの価値に関して研究者の
目が向けられていないことが議論の出発点となっている（Wicker, Hallmann et al., 2012）．愛国
の誇り（Allison & Monnington, 2002; van Hilvoorde et al., 2010）や国民のアイデンティティー
の向上（Hong, 2011）など，自国のアスリートが国際舞台でメダルを獲得すること等が国民にも
たらすアウトカムが公共財的な特徴を有しているとみなし，CVM が適用されている．これらの
研究における価値評価とは，自国の国際競技力水準の向上のために支払ってよい額（WTP）
であり，貨幣尺度で表すと補償余剰5を想定できる（図 2-2-1）． 
図2-2-1の横軸はエリートスポーツサクセスの度合いを示し，縦軸は所得を示している．曲線
U は効用の無差別曲線であり，この曲線上では個人はどの点においても同じ効用を得る．現
在のエリートスポーツサクセスレベルは Q0，ある個人の所得が M であるとすると，現在は点 A
で示される．次に，エリートスポーツサクセスが Q1 へと向上したと仮定する．このとき所得は変
化しないので，点 B で示される．エリートスポーツサクセスの度合いが向上されることで，個人
の効用が U0から U1に上昇する．つまり，現状 A よりもエリートスポーツサクセスが向上した B
を選好する．このために，ある個人が所得を減らしてでも最大支払ってよい金額，つまり WTP
は，CSで示される部分である．CSだけ支払いをすることで点 Fへと移動するが，点 Fではエリ
ートスポーツサクセスが向上する前と同じ効用U0となる．このCSが補償余剰で評価したエリー
トスポーツサクセスの貨幣的価値である．Q1 の水準の政策目標のためにエリートスポーツ政策
                           
5 ある財の消費量が増大（減少）したときに変化後の消費量を保持したままで，消費量が変化する前の効用水準に消費者を保持
するために，消費者から取り去ることのできる最大額（与えなければならない最少額）（栗山, 1997）． 
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に対する公共投資をすると解釈すると，費用便益分析に基づくエリートスポーツ政策のアウト
カム評価への発展可能性がある（Wicker, Hallmann et al., 2012）． 
 
 
図 2-2-1 エリートスポーツサクセスに関する CVM研究の概念的枠組み 
 
エリートスポーツサクセスを対象とした CVM研究の課題 
 
表2-2-1は，エリートスポーツサクセスを対象としたCVM研究の一覧である．いずれも，仮想
的なシナリオのもと大規模な社会調査が実施され，非市場財に対する回答者の選好をもとに
価値が貨幣的に算出されている．結果の概要については，第 2章第 1節で示した通りである．
CVM はエリートスポーツサクセスの価値を推計するのに適した方法であると考えられ（Wicker, 
Hallmann et al., 2012），議論が求められているエリートスポーツのアウトカムに関する研究の蓄
積に，特に価値評価や社会心理ベネフィットとしての効用の定量化という面で一定の学術的
0
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貢献を果たしてきたものと考えられる．一方で，選好表明データに基づいて評価が行われてい
るため，様々なバイアスの存在が報告されており（栗山, 1997），妥当性や信頼性に関しての留
意が必要である． 
  
表 2-2-1 自国のアスリートの活躍がもたらすアウトカムを対象とした CVM研究一覧 
 
 
 
先行研究における WTP の推計に関して再検討が必要な点として，まず標本と母集団の整
合性（肥田野, 1999）があげられる．ランダムサンプリングが用いられている研究も存在するが，
母集団との個人属性の分布の比較が十分になされていないため，母集団からみて歪んだ標
本集団のまま推計が行われている可能性を指摘せざるを得ない．次に，抵抗回答の問題があ
る．抵抗回答とは，本来は評価対象財の価値を認めているものの，支払方法やシナリオに対し
て反対等の理由で支払意志を示さない回答のことをいう．この回答を含んだまま WTP を推計
すると対象財の評価は過少評価となる．第 3 に，調査結果の妥当性についての検証が実施さ
著書 年 評価対象財 シナリオ 対象地域 調査期間 対象者 サンプル数
Humphreys et al. 2011
オリンピックにおける自国アスリート・選手
の活躍がもたらす公共財
2014年ソチオリンピックに向けてOwn
the podiumプログラムの予算拡充
を増税で賄う
カナダ
①事前調査：2009年10～11月
②事後調査：2010年4～5月
世帯
①1,540
②1,660
Wicker, Hallmann
et al.
2012
2012年ロンドンオリンピックにおける自国
アスリート・選手の活躍がもたらす公共財
ドイツがメダルテーブルで1位になる ドイツ 2011年5月24日～6月23日 18歳以上 2,006
Wicker, Prinz, et
al.
2012
2010FIFAワールドカップにおける自国ア
スリート・選手の活躍がもたらす公共財
ドイツ代表チームが優勝する ドイツ 2009年12月～2010年4月 16歳以上 3,049
調査方法 サンプリング 標本と母集団の比較 支払手段 回答形式 分析モデル 評価額 抵抗回答 妥当性の検証
電話 層化無作為 なし 税金 一段階二肢選択 プロビットモデル
①44.96CAD/世帯
②91.42CAD/世帯
含む なし
電話 層化無作為 あり（非統計的） 負担金 自由回答 記述統計（平均値） 平均値：€6.31/人 含む なし
街頭面接 便宜的 なし 負担金 自由回答 記述統計（平均値） 平均値：€25.79/人 含む なし
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れていない．第 4 に，これらの研究では調査実施期間が比較的長く，標本内において時間選
択バイアスが存在する可能性がある．最後に，得られたWTPの時間的な信頼性に関しての議
論が残されたままであるという点である．例えば，2012 年ロンドンオリンピックの開催 1 年前に
社会調査を行ったWicker, Hallmann et al.（2012）の研究においては，得られたWTPが比較
的低い値を示したのは調査時期が尚早であったためであると考察されている．この研究の限
界はクロスセクショナル・データの特性に起因しており，縦断的データを用いた分析が求めら
れる（Wicker, Prinz et al., 2012）．2010年バンクーバーオリンピック開催の事前事後に 2度の
CVM調査を行った Humphreys et al.（2011）の研究においても，オリンピックの開催後にWTP
が約 2 倍に上昇し，数値の時間的信頼性が希薄であることが指摘されている．したがってこれ
らの課題に対応した調査設計が求められる． 
WTP に影響を与える要因分析においては，エリートスポーツの潜在的なアウトカムとしての
ベネフィット（例えば，国の名誉や評判，個人の幸せや誇り）を認知しているもの方が，エリート
スポーツサクセスに対する WTP が高いことが明らかになっている（Wicker, Hallmann et al., 
2012）．つまり，多くのベネフィットを認識しているものが，エリートスポーツサクセスの価値を高
く評価している． 
近年，エリートスポーツサクセスが社会的・個人的なベネフィットをもたらすということを支持，
または疑念する論議が増加してきた一方で，スポーツ政策において年々議論が求められてい
る主題の1つにエリートスポーツの「負の側面」に関するものがある（Bergsgard et al., 2007）．過
去数十年において，エリートスポーツは暴力やドーピングなど非倫理的な実践と呼ばれる行為
に直面してきている（Volkwein, 1995）．上記のようなリスク要因を最小化する重要性が述べら
れているにも拘わらず，過去の CVM を用いた研究においては，この要因に対する国民の認
識の影響が加味されておらず，この点も先行研究の課題の 1つであると判断できる．先行研究
における WTP の予測モデルの適合度の低さ（Humphreys et al., 2011: Psuedo R2 = 0.21; 
Wicker, Hallmann et al., 2012: R
2
 = 0.11; Wicker, Prinz et al., 2012: Pseudo R
2
 = 0.14）からも，
この点を含めた新たなモデルについて検討する学術的意義は大きい． 
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2.2.2 人々の態度形成に関する研究 
 
 態度は多くの研究者によって様々な定義がなされているが，代表的な定義としてあげられる
のは，「人，対象，社会問題に対して持つ，一般的で持続的な，肯定的または否定的な感情」
（Petty & Cacioppo, 1981, p.7），あるいは「特定の対象に対して，好意あるいは非好意の程度
を評価したものとして表現される心理的傾向」（Eagly & Chaiken, 1993, p.1）である．換言すれ
ば，特定の対象に対する「好き・嫌い」や「納得できる・できない」といった主観的な傾向と捉え
ることができる．社会心理学において態度は行動意図や行動の予測要因の 1 つとして位置づ
けられている． 
Scholderer and Frewer（2003）によると，社会心理的な態度形成はトップダウン，およびボトム
アップの 2つのアプローチに大別することができる（図 2-2-2）．トップダウンアプローチでは，あ
る対象物に対する態度（受容／拒否）はより上位概念にあるものに対する態度や価値意識が
保持されるという考え方が用いられる（Katz, 1960）．例えば，一般的な社会・政治的態度や環
境、科学，食品といった抽象度の比較的高いものに対する態度を表す．他方，ボトムアップに
よる態度の形成については，態度は個人の信念や知覚に基づくという見解である．ある政策
に対して結果として生じる態度 Aは，次式のように表すことができる（Fishbein, 1963）． 
 
𝐴 =  ∑ 𝐵𝑖𝑎𝑖
𝑁
𝑖=1           （1） 
 
𝐵𝑖は対象がある属性 i を有しているという信念，𝑎𝑖は𝐵𝑖の評価側面である．具体的にこのモ
デルを政策的な文脈で解釈するならば，例えばある政策を推進することで生じるアウトカムは
種々の「属性」と関連しており，国民は各属性との関連の強さについて主観的な「信念」を有し
ている．同時に，人々はその属性の重要度について，主観的な「評価側面」を有している．ゆ
えに，ある政策の推進に対する受容・拒否態度は，「その政策のアウトカムに関する様々な信
念」と「その良し悪しに対する評価」の積和によって決定されると読み取ることができる．ある側
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面は良いものとされ，また別の側面は悪いものと判断されると考えると，リスク認知が小さく，ベ
ネフィット認知が高いと受容傾向が高まると考えられている．なお，これら 2つのアプローチは，
一方だけが正しく他方が間違っているという性質のものではない． 
 
 
図 2-2-2 トップダウン・ボトムアップアプローチによる態度形成（Scholderer & Frewer, 2003） 
 
特定の対象に対する人々の受容態度に関する実証研究は様々なセッティングで行われて
おり，遺伝子組み換え食品や原子力など一定のリスクを伴う科学技術に対する消費者や地域
住民・国民の受容態度をテーマとしている研究が中心的である（Costa-Font & Gil, 2009; 
Siegrist, 2000；Visschers et al., 2011他）．その背景には，現在様々な科学技術が開発され，広
く社会に利用されているが，その全てが国民に理解・受容されているわけではなく，バイオテク
ノロジーや原子力などの開発や利用の在り方を巡る問題が世界中で重要な課題となっている
ことがあげられる．新しい科学技術や政策を導入する際には，それらに付随するリスクを社会
がどのように受容できるのかということを考える必要があるという社会的・研究的関心の高まりと
ともに，消費者や地域住民・国民の受容態度がどのような先行要因によって説明されるのかと
いう点に関してこれまで多くの研究が積み重ねられてきている． 
態度
ト
ッ
プ
ダ
ウ
ン
ア
プ
ロ
ー
チ
ある対象に対する態度
（受容／拒否）
より上位概念にあるものに対する態度・価値意識
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特定のベネフィット／リスク評価（信念・知覚）
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対象とする研究テーマにより知見は多様であるが，一般的に受容と関連する社会心理的要
因としては，ベネフィット認知，リスク認知，および関連企業・組織や研究者に対する信頼が重
要であるという見解で一致している（Costa-Font & Gil, 2009; Siegrist, 2000；Visschers et al., 
2011 他）．ベネフィットやリスクの認知が重要な先行要因である理由は上述のとおりであり，あ
る科学技術（政策）に対する消費者や国民の態度は，そのテクノロジーがある属性を有してい
るという信念と，その属性の評価側面の積を，各属性について合計したものであると解釈され
ているためである（Fishbein, 1963）． 
信頼が重要な要因として考えられている理由は，信頼が，ある科学技術や政策がもたらすリ
スクやベネフィットについての認知に強く影響し，ひいてはそれら科学技術や政策の受容・拒
否を決めると考えられているからである（図 2-2-3）（Siegrist, 2000 ; Tanaka, 2004）．リスク・マネ
ジメントや科学技術政策の問題において，信頼には 2つの機能があると言われている（中谷内, 
2012）．1 つ目は，自分の意見を代弁する代理人選定の機能である．いくら個人がある政策に
ついて精通しておりその政策について明確な見解を持っていたとしても，政治家や官僚，関
係団体の重役でない限り，その政策を実質的に実現するのは困難であるため，その政策をコ
ントロールすることができる関係者・組織を代理人として信頼する必要がある．2 つ目は，事態
を把握するうえでの複雑性や不確実性を低減し，自分の判断を形成する機能である．一般市
民が専門的な政策に対するリスクやベネフィットを熟知することは容易ではないため，専門家
や専門機関の信頼をもとにそれらの評価を定め，政策に対する受容・拒否態度を形成せざる
を得ない．このような機能から，ある政策に対する社会の受容性を高めるためには，関係団体
の信頼を向上させることが重要であると考えられている． 
 その他の影響を与える社会心理要因としては，知識，一般的な態度，感情などが用いられる
ことがある（Gupta et al., 2011）． 
 
第 2章 第 2節 
31 
 
 
図 2-2-3 科学技術の受容形成モデル（Siegrist, 2000） 
 
上に述べたとおり，エリートスポーツ政策に対する国民の受容態度を扱った論文は存在しな
いため，社会心理学における一般理論や科学技術政策における人々の受容態度に関する諸
知見を参酌しつつ，本研究の概念的枠組みを検討していく必要がある．科学技術政策と比較
し，エリートスポーツ政策は国民に対する直接的なリスクは少なく，応用に際しては留意が必
要であることは言うまでもない．しかしながら，前記のようにエリートスポーツ偏重の政策が孕む
社会的なリスクが多かれ少なかれ報告されていることもあり，援用する許容性を有していると考
えることもできる． 
 
受容態度信頼
ベネフィット認知
リスク認知
＋ ＋
－ー
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第 3節 先行研究のまとめとリサーチクエスチョンの設定 
 
これまで概観してきた先行研究について以下にまとめる．まず，エリートスポーツ政策，ある
いはエリートスポーツシステムに関する研究は，主として国際競技力の向上という「アウトプット」
の文脈において多く蓄積されてきており，特に強豪国のエリートスポーツシステムにおける共
通要素が明らかにされている．次に，エリートスポーツ政策に対して公共投資をする正当性と
して主張されてきているアウトカムに関する定量的な実証研究は限定的であるものの，この数
年散見されるようになってきた．その中でも，CVMを用いた研究は，エリートスポーツ政策に対
する国民の価値評価を貨幣尺度で表現できる数少ないメソッドであり，先行研究において多く
の限界点や課題が指摘できるものの，政策の妥当性をアウトカムの受益者の観点から検討で
きる試みとして有用性がある．最後に，ある政策に対する人々の態度に関しては，エリートスポ
ーツを対象には実施されていないものの，科学技術政策の分野においてその社会的な受容
性を検証する社会的・学術的ニーズの高まりとともに多くの研究が行われている．これらの研
究領域においては，ベネフィット認知，リスク認知，および関連団体の信頼という 3 つの要因が
公共受容に影響を与えているということが明らかとなっている． 
他方，既存の研究を整理したことで浮上するリサーチ・ギャップに関しては，以下に集約す
ることができる．はじめに，国をあげてのエリートスポーツへの取り組みが加速する日本におい
て，エリートスポーツのアウトカムの評価に関する研究は存在しない．続いて，エリートスポーツ
サクセスを対象とした過去の CVM 研究では，前節に記した様々なバイアスが見受けられるた
め，それらの課題を踏まえて，エリートスポーツサクセスの価値を推計することが望まれる．また，
価値評価に影響を与える要因の分析に関してもリスク要因を包含する必要性をはじめとする
大きなリサーチ・ギャップが存在する．さらに，推計された値に関する時間的信頼性の問題も
疑問として残されたままである．最後に，エリートスポーツに関する研究はアウトカムのフェーズ
に関心が移りつつあることは上に示したとおりだが，国民・社会がいかにエリートスポーツ政策
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を受容しているのかという観点に関してまでは議論が深化しておらず，社会的・学術的にも研
究ニーズが高いと考えられる． 
 以上を踏まえ，以下のとおり本研究におけるリサーチクエスチョンを設定した．研究の全体像
は図 2-3-1に示すとおりである．  
 
RQ1. エリートスポーツ政策に対する日本人国民の価値評価はどの程度あるのか？ 
RQ2. その価値評価は時間的信頼性のある値なのか？  
RQ3. その価値評価とはどのような要因が関連するのか？ 
RQ4. エリートスポーツ政策に対する日本人国民の受容態度はどのような社会心理構造で形
成されるのか？ 
 
RQ1 から 3 では CVM を用いた経済学的なアプローチにより分析を進め，RQ4 においては
態度モデルを用いた社会心理学的アプローチを採用する．なお，各リサーチクエスチョンは第
3章から始まる本論における研究課題と合致する． 
 
 
図 2-3-1 本研究の全体像
エリートスポーツ予算
エリートスポーツ政策・システムの整備
メダル獲得等のアウトプット
アウトカムとしての政策の価値評価
エリートスポーツ政策に対する受容態度
＜経済学的アプローチ＞
要因1
要因2
要因3
要因N
・・・
要因1
要因2
要因3
要因N
・・・
＜社会心理学的アプローチ＞
t0 t1 t2
RQ2
RQ3
RQ1
RQ4
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第 1節 方法論の提示と横断研究（研究 1） 
3.1.1 目的 
 
エリートスポーツへの国費投資は，自国のアスリートやチームの活躍（以下，エリートスポー
ツサクセス）が広く社会にアウトカムをもたらすことで正当化されている（Forrest & Simmons, 
2003; Goodwin and Grix, 2011; Grix and Carmichael, 2012; Pringle, 2001）．このことは，当然
ながら公文書に反映されており，例えば英国のスポーツ振興における戦略を綴った Game 
Planにおいて，「政府は 2つの包括的目標を設定すべきであると結論する．（その 1つは）国
民にとって特に重要である競技における持続的な国際競技力向上である．この理由は第 1 に，
勝利に伴う“feel good factor”である．（DCMS/Strategy Unit, 2002, p.12）」と特記されている．日
本のスポーツ基本法においても「国際競技大会における日本人選手の活躍は，国民に誇りと
喜び，夢と感動を与え，国民のスポーツへの関心を高めるものである」と明記されている． 
しかしながら，そのようなシナリオは，国際競技力向上関連の概算予算が配分される際の
「札付き」の議論（Green, 2006），あるいは政策立案者のストーリーライン（Fischer, 2003, cited 
in Houlihan, Bloyce, & Smith, 2009）であると指摘されている．これは，エリートスポーツサクセ
スがもたらす幅広い社会心理効果について，サポートエビデンスが不十分であることに起因す
る．実際に，実証的知見が希薄なことは多くの研究者が指摘しており（De Bosscher et al, 2013; 
Grix & Carmichael, 2012; Houlihan & Lindsey, 2012; Pringle, 2001），政策立案者がエビデン
スに基づき，エリートスポーツ政策に対する公共支出の正当性を示すことを困難にしているも
のと考えられる．エリートスポーツ政策の主たる目的は，国際競技力の向上ではあるが，国費
投資に対するリターン，つまり納税者やアウトカムの享受者の観点から，エリートスポーツ政策
について検討する必要性がある． 
これまで，エリートスポーツ政策がアウトカムの文脈で実証的に検討されてこなかった理由
の一つとして，効用や満悦感のような効果は無形であるという性質上，測定，つまり「見える化」
するのが容易ではないことがあげられる．このような背景を受け，近年，消費者余剰の概念を
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援用し，エリートスポーツサクセスが社会にもたらすアウトカムが公共財的な性質を有している
とみなし，仮想市場法（CVM: Contingent Valuation Method）を用いて，その便益を推計する
実証的研究がスポーツマネジメントの分野で着手され始めた（Humphreys et al., 2011; Wicker, 
Hallmann et al., 2012; Wicker, Prinz et al., 2012）．CVMは人々の意見に基づいて非市場財の
価値を実証的に測定できる方法であり，エリートスポーツサクセスが国民にもたらす便益を貨
幣的に評価できる．この研究の枠組みを用いることで，費用と便益の比較への発展可能性が
論じられており（Wicker, Hallmann et al., 2012），政策の妥当性を検討する試みとして意義深
いと考えられる．昨今，エリートスポーツ分野に対する国家の介入が顕著なわが国において，
エリートスポーツが国民にもたらす価値に関する研究は極めて重要であるといえる． 
ただし，第 2章で検討したように，エリートスポーツサクセスを対象とした仮想市場法研究に
はいくつかの課題を指摘することができた．本研究では以下の課題に取り組むことで，当該
CVM研究の発展に寄与する． 
 
1. 標本が母集団を反映するよう，性別と年齢階層を政府統計と同等の分布に層化する 
2. 標本内における時間選択バイアスを最小限にするために，調査実施期間を短縮する 
3. 抵抗回答を適切な手続きのもと削除する 
4. ウエイト付け法（肥田野, 1999）により，母集団との歪みを修正しWTPを算出する 
5. 結果の妥当性を検証する 
 
以上を踏まえ，日本のエリートスポーツ政策に対する国民の価値評価を経済的に算出する
ことを研究 1の目的とした．研究全体において，本研究は方法論の提示，および横断的研究と
いう役割を担う．なお，本研究はあくまでエリートスポーツに対する公的援助の正当性を判断
する一材料となるべきであり，著者は国際競技力向上関係予算の増額を陳情する立場にない
ことを留意していただきたい． 
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3.1.2 方法 
調査対象および手続き 
 
調査は社会調査モニターに対し，2012年 7月 24日～25日に実施した．本研究の対象者
は，20歳以上の社会モニター850人であり，性別（男性／女性），年齢階層（20歳代／30歳代
／40歳代／50歳代／60歳代以上）が国勢調査における人口分布と均等比率になるように 10
層に層化した上で，対象者を無作為に抽出し，インターネット調査を実施した．ただし，インタ
ーネット調査では，高年齢層の回答を十分に得ることは困難であると判断し，「60歳代以上」の
グループは 60歳代の構成比で割付けされている．なお，インターネットによる調査によるバイ
アスは，WTPを推定することが目的である場合は，比較的重要ではない（Olsen, 2009）． 
 また，調査名によるサンプル選択バイアス（Carson, 2000）を避けるため，「生活に関するアン
ケート」という一般的な調査タイトルで回答者を広く募った．なお，本研究は，早稲田大学にお
ける人を対象とする研究に関する倫理委員会の承認（番号：2012-051）を得て実施された． 
 
CVMの設計 
 
まず，（1）日本のエリートスポーツ政策，（2）文部科学省は約 160億円をエリートスポーツ政
策に費やしていること，（3）1成人あたり約160円を国際競技力の向上に費やしていると計算で
きること，（4）過去のオリンピックの成績，（5）スポーツ基本計画において夏季オリンピックで金
メダルランキングが 5位以内，冬季では 10以内になること，が目標に設定されていること等が
図表を用いて 2ページに渡り説明された．次に，スポーツ基本法の前文6を用いて国際競技力
向上がもたらすものと言われている事柄が説明された（図 3-1-1）．そして，政府が上記の数値
目標を達成するために，日本中の成人から，今後 10年間にわたって毎年「目的税」を集め，ト
                           
6 「スポーツ選手の不断の努力は，人間の可能性の極限を追求する有意義な営みであり，こうした努力に基づく国際競技大会に
おける日本人選手の活躍は，国民に誇りと喜び，夢と感動を与え，国民のスポーツへの関心を高めるものである．」（スポーツ基本
法前文） 
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ップアスリートを育成・強化するためのエリートスポーツ政策を賄うという仮想的な状況を示し，
対象者にエリートスポーツ政策に対するWTPが尋ねられた．具体的な文言は，以下の通りで
ある．「今後日本中の成人から「目的税」を 10年間にわたって毎年集め，上記の目標（オリンピ
ックにおける金メダル獲得ランキング夏季大会5位・冬季大会10位）を達成するためのトップア
スリートの育成・強化プログラムのためにあてることとします．税はこの目的だけに使用します．
あなたは，新たに「毎年○○円（毎月約●●円）」の目的税を 10年間支払っていただけますか．
お支払いいただく分だけ，自由に使えるお金が減ることをよく考えて，1つお選びください．」こ
のような設定をしたことで，エリートスポーツサクセスが国民にもたらす価値を，政策評価の観
点を担保しながら推計ができる．なお，本研究デザインが有している可能性のあるバイアスとそ
の対応策を表 3-1-1にまとめた． 
 
 
図 3-1-1 シナリオの説明画面 
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図 3-1-1 シナリオの説明画面（つづき） 
第 3章 第 1節 
40 
 
表 3-1-1 可能性のあるバイアスとその対応 
 
可能性a 対応
環境財が供給されることは決まっているが、表明した金
額に応じて料金が決まるならば過小表明しようとの誘
△
あくまで学術研究を目的とした仮想シナリオであることを記載
し、バイアスを軽減した．
相手に喜ばれるような回答をしようとする． ×
リサーチ会社による中立的調査において、回答者が追従バ
イアスを起こすことは考えにくい．
質問者が最初に提示した金額が回答に影響する． △
可能性はあるが、提示額は自由回答式のプレテストによって
決定されているため、影響は比較的少ないと思われる．
支払意志額の範囲を示すと、それが回答に影響す × 二段階二肢選択方式なので無関係である．
評価対象と他の財との関係を示すと、それが回答に影 × 他の公共財との関係は明示されていない．
質問内容が評価対象の重要性を暗示すると、それが
回答に影響する．
△ 評価対象は，事実に基づき客観的に表現されている．
質問順序が評価対象の価値の順序を暗示していると
受け取る．
× 評価対象財は単数である．
理論伝達ミス
提示したシナリオが経済理論的あるいは政策的に妥
当ではない．
△
国際競技力向上は社会的関心も高まっており、政策の拡
充は妥当であると考えられる．目的税という支払手段に納
得できず支払拒否した回答は抵抗回答として扱った．
評価対象の伝達ミス
回答者の受け取った内容が質問者の意図したものとは
異なる．
△
調査画面3ページに渡り、日本の国際競技力向上政策に
ついて事実に基づいて説明をした．
状況伝達ミス
支払手段バイアス
支払手段が調査者の意図とは異なって認識されたり、
支払手段そのものが価値を持つ．
△
支払拒否理由を尋ね、抵抗回答を排除することで対応し
た．
所有権設定バイアス 評価対象の所有権が調査者の意図と異なる． × 該当しない．
供給方法バイアス
評価対象の供給方法が調査者の意図とは異なって認
識されたり、供給方法そのものが価値を持つ．
該当しない．
予算制約バイアス
回答者が支払うと答えると、他の財を購入できる金額
が低下することを、調査者の意図した通りに回答者に
伝えられない．
×
「お支払いただく分だけ、自由に使えるお金が減ることをよく
考えて、1つお選びください」という文言を付記している．
評価質問方法バイアス
評価対象が提供される代わりに現実に最大支払って
も構わない金額を答えるという状況設定が適切に伝え
られない．
○
例え税を負担しても、政策目標の順位が達成されるわけで
はないとして、回答拒否したものがいる可能性がある．仮定
が理解できず、支払拒否したものは抵抗回答と扱うことで対
処した．
説明内容バイアス
評価対象を説明するために、事前に回答者に示す内
容が回答に影響を与える．
○
「競技力向上のための経費として約160億円の国家予算が
計上されています．年間、一成人あたり約160円を国際競
技力の向上に費やしている計算となります」という事前情報
がアンカーリングとなっている可能性はある．
質問順序バイアス
複数の財をたずねると、前の質問に答えた金額にさらに
支払うと回答者が想定する．
× 評価対象財は単数である．
母集団選択バイアス
選択された母集団が、評価対象財の便益や費用が
及ぶ範囲から見たときに不適切．
× 適切である．
サンプル抽出枠バイアス
サンプル抽出に用いるデータが、母集団のすべてを反
映していない．
○
インターネット調査特有の歪みがある．層化抽出を実施し、
母集団WTPは歪みを考慮して補正した．
サンプル非回答バイアス
支払意思額を答えた回答者と答えていない回答者で
統計的に有意な差がある．質問全てを回答しない場
合と、支払意思額の質問のみ回答しない場合があ
る．
× 全ての項目に回答したものしか集計していない．
サンプル選択バイアス
評価対象についての関心が高いほど有効回答が高く
なる傾向がある．
△ 調査タイトルを「生活に関するアンケート」と設定した．
時間選択バイアス 質問を行う時期によって評価額が影響を受ける． ○
調査期間を短縮したため、標本内におけるバイアスはない
が、オリンピック直前のアナウンス効果は避けられない．
地理的集計順序バイアス
地理的に離れている評価対象の支払意思額を不適
切な順序で尋ねて集計してしまう．
×
評価対象財は公共財的性質を有しており地理的に離れて
いない．
複数財集計順序バイアス
複数の評価対象の支払意思額を不適切な順序で尋
ねて集計してしまう．
× 評価対象財は単数である．
Note:
       a ○：懸念されるバイアス，△：可能性のあるバイアス，×：ほとんど可能性のないバイアス
       栗山（1997）をもとに作成
推量バイアス
範囲バイアス
関係バイアス
重要性バイアス
位置バイアス
シナリオ伝達ミスによるもの
サンプル設計とサンプル実施バイアス
バイアスの種類
歪んだ回答を行う誘因によるもの
戦略バイアス
追従バイアス
評価の手がかりとなる情報によるもの
開始点バイアス
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回答形式には，専門集団の推奨に従い（Arrow et al., 1983），二段階二肢選択方式の回答
フォーマットを用いた．二段階二肢選択方式は，自由回答式や一段階二肢選択方式の回答
形式よりも優れた点がいくつかある．自由回答式は，回答者のWTPを直接尋ね，連続値とし
て扱うことができるため，以後の分析が簡便であるという利点がある．他方，公共財のように市
場価格の存在しない財に対するWTPを回答することは容易ではなく，無回答や金額のばらつ
きが生じやすい．それに対して，予め定められた金額に対して「払う」「払わない」で回答を求
める選択式の回答方式は，日常的な財・サービスの購入を判断する局面と類似しており（消費
者は一般的にある提示額を受け入れて財・サービスを購入する／しないという行動を日常的
にしている），回答がしやすく「戦略バイアス」7も存在しない（Castellanos et al., 2011; Hoehn & 
Randall, 1987）．代表的な選択式の回答方式には，一段階二肢選択方式と二段階二肢選択
方式が存在する．一段階二肢選択方式は，「払う」「払わない」を一度だけ尋ねるものである．
二段階二肢選択方式とは，最初の提示額に対する支払意志がある場合，2回目の提示額を
高め，他方，初回提示額に対する支払意志がない場合は，2回目により低い金額を提示する
という方法である．したがって回答は，（1）初回，2回目ともに「払う」，（2）初回は「払う」が，2回
目のより高い提示額は「払わない」，（3）初回は「払わない」が，2回目のより低い提示額は「払
う」，（4）初回，2回目ともに「払わない」の 4つに分類される．なお，二段階二肢選択方式は，
一段階二肢選択方式よりも効率的にパラメータを推定できる（Hanemann et al., 1991）． 
効用最大化を考慮すると，回答者は自身の留保価格8よりも提示額が低い，あるいは同額で
ある場合に「払う」と回答することが予想される．仮説シナリオの○○部分に該当する提示額
（初回提示額：2回目提示額（高額）：2回目提示額（低額））は，A［200円：500円：100円］，B
［500円：1,000円：200円］，C［1,000円：2,000円：500円］，D［2,000円：5,000円：1,000円］，
E［5,000円：10,000円：2,000円］の 5種類で設定され，それぞれ性別と年齢階層が同分布に
なるように 170サンプルずつ割付けされた（図 3-1-2）．これらの提示額はスポーツ科学を学ぶ
                           
7 回答者が意図的に評価額を過大・過少表明することによって生じるバイアス 
8 消費者が財・サービスを購入する際に支払うことのできる金額の上限 
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20歳以上の大学生 149名（平均年齢 20.9歳）に対する自由回答式の予備調査の結果，WTP
中央値が 1,000円であったことに基づいている．回答の選択式は，「1. 確実に払う」「2. 確実
に払うとはいえない」「3. 払わない」であった．加えて，二回の提示額に対して共に「2. 確実に
払うとはいえない」または「3. 払わない」と回答したものの中から抵抗回答を排除するために，
支払拒否理由を問うた．  
 
 
図 3-1-2 二段階二肢選択方式の回答方式のフローチャート 
 
CVMデータの推定 
 
CVMにおける母集団のWTP推定方法は，パラメトリック法およびノンパラメトリック法の 2つ
が存在する．前者は，平均値と中央値の点推定が可能となるが，分布形を仮定しなければな
らない．他方，後者は分布型を仮定せずに，データに基づいて分布を充実に再現することが
可能であるが，滑らかなWTP分布を仮定できないため平均値と中央値の点推定は困難であ
る．本研究では，母集団平均値および中央値を 1つの数値として求めることができるパラメトリ
ック法を採用する． 
パラメトリック法では，特定の累積分布関数を仮定して母集団のWTP分布を推計するという
方法をとる．CVMでは，WTPの関数形を先験的に知ることができないが，提示額に対して何
A. 200円
B. 500円
C. 1,000円
D. 2,000円
E. 5,000円
A. 500円
B. 1,000円
C. 2,000円
D. 5,000円
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人が支払意志を持つか（持たないか）ということを知ることができる．そのため，得られたデータ
から当てはまりのより提示額に対する受諾率曲線を探す必要がある．本研究では，二肢選択
の回答方式の分析に適したランダム効用モデルによるアプローチ（Hanemann, 1984）を採用
する．ランダム効用モデルの考え方は，以下の通りである．回答者は，エリートスポーツ政策の
拡充のために一定額の特別目的税を支払ってでも，エリートスポーツサクセスの程度が高まっ
た際に得られる効用と，税を払わずサクセスの程度が現状値である場合に得られる効用とを比
較する．拡充政策を実施したときの効用の方が高ければ，回答者は「1. 確実に払う」と答え，
逆であれば「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 払わない」と答える．より高い金額を提示
すれば，効用は低くなり「1. 確実に払う」と答える確率は低下する．他方，より低い金額を提示
すれば効用が高くなるので「1. 確実に払う」と答える確率は上昇する．この回答者の効用をあ
る関数型で特定し，提示額と支払意志を表明する確率との関係を推定することで，回答者の
最大支払っても構わない金額を得ることができる． 
Hanemann（1984）にしたがい，回答者の間接効用関数 Uが観察可能な部分 V と観察不可
能な部分 ε（誤差項）に分類可能であるとすると，以下の数式ように表現することができる． 
 
𝑈 = 𝑉(𝑄, 𝑀) + 𝜀     (1) 
 
ただし，Mは所得であり，Qはエリートスポーツサクセスの状態を表している．二肢選択方式で
は，回答者は，現状のエリートスポーツサクセスの程度（Q0）と特別目的税 B とのトレードオフで
拡充されるエリートスポーツ政策によるエリートスポーツサクセスの向上（Q1）という 2つの選択
肢から，その選好を選択することになる．したがって，提示額 Bに対して回答者が「1. 確実に
払う」と答える確率は， 
 
𝜋𝑦(𝐵) = 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑈1 > 𝑈0} = 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑉1(𝑄1, 𝑀 − 𝐵) + 𝜀1 > 𝑉
0(𝑄0, 𝑀) + 𝜀0}         
      = 𝑃𝑟𝑜𝑏{∆𝑉 > (𝜀0 − 𝜀1)}     (2) 
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となる．なお，回答者が「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 払わない」と回答する確率は， 
𝜋𝑛(𝐵) =  1 − 𝜋𝑦(𝐵)である．∆𝑉はエリートスポーツサクセスの向上による観測可能な効用の差
(𝑉1 − 𝑉0)を表している．ε0および ε1の確率分布型として第一種極値分布を仮定すると，誤差
項の差 ηはロジスティック分布に従い，ロジットモデルを適用することができる．この場合，回答
者が「1. 確実に払う」と答える確率は，以下の通りである． 
 
𝜋𝑦(𝐵) = 𝐹𝜂(∆𝑉) = 1/{1 + exp(−∆𝑉)}     (3) 
 
二段階二肢選択方式によって得られる回答は，上述のとおり 4パターンに分類することがで
きる．初回提示額𝐵𝑖に，「1. 確実に払う」と答え，2回目のより高い提示額𝐵𝑖
𝑢に，「1. 確実に払
う」と回答する確率は，回答者の𝑊𝑇𝑃𝑖が 2 回目の提示額より高いときの確率と同じであるため， 
 
𝜋𝑦𝑦(𝐵𝑖, 𝐵𝑖
𝑢) = 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝐵𝑖
𝑢 ≤ 𝑊𝑇𝑃𝑖} = 1 − 𝐺(𝐵𝑖
𝑢, 𝜃)     (4) 
 
と表すことができる．ただし，𝐺(𝐵, 𝜃)は任意の分布関数であり，𝜃は未知のパラメータである．
同様に，初回提示額𝐵𝑖に「1. 確実に払う」と答え，2回目の提示額𝐵𝑖
𝑢に「2. 確実に払うとはい
えない」または「3. 払わない」と答える確率は，回答者の𝑊𝑇𝑃𝑖が，𝐵𝑖と𝐵𝑖
𝑢の間にある確率と同
じであるため， 
 
𝜋𝑦𝑛(𝐵𝑖, 𝐵𝑖
𝑢) = 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝐵𝑖 ≤ 𝑊𝑇𝑃𝑖 < 𝐵𝑖
𝑢} = 𝐺(𝐵𝑖
𝑢, 𝜃) − 𝐺(𝐵𝑖, 𝜃)     (5) 
 
と表すことができる．また，初回提示額𝐵𝑖に「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 払わない」
と答え，2回目のより低額な提示額𝐵𝑖
𝑙に「1. 確実に払う」と答える確率は，回答者の𝑊𝑇𝑃𝑖が𝐵𝑖
𝑙
と𝐵𝑖の間にある確率と同じであるため， 
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𝜋𝑛𝑦(𝐵𝑖, 𝐵𝑖
𝑙) = 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝐵𝑖
𝑙 ≤ 𝑊𝑇𝑃𝑖 < 𝐵𝑖} = 𝐺(𝐵𝑖 , 𝜃) − 𝐺(𝐵𝑖
𝑙 , 𝜃)     (6) 
 
と表すことができる．最後に，初回提示額𝐵𝑖に「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 払わな
い」と答え，2回目のより低額な提示額𝐵𝑖
𝑙に「「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 払わない」
と答える確率は，回答者の𝑊𝑇𝑃𝑖が𝐵𝑖
𝑙よりも低いときの確率と同じであるため， 
 
𝜋𝑛𝑛(𝐵𝑖, 𝐵𝑖
𝑙) = 𝑃𝑟𝑜𝑏{𝑊𝑇𝑃𝑖 < 𝐵𝑖
𝑙} = 𝐺(𝐵𝑖
𝑙 , 𝜃)     (7) 
 
と表すことができる．次に，観測可能な効用関数の差ΔVは，提示額の関数であると考えられる
ため，対数線形関数を仮定すると， 
 
∆𝑉 = 𝛼 + 𝛽𝑙𝑛𝐵     (8) 
 
となる．ただし αは定数項，βは提示額 Bのパラメータであり，提示額が高まれば高まるほど支
払意志を表明する確率は下がるため負の値をとることが予測される．これを最尤法により，パラ
メータを推定する．（4）式から（7）式より，サンプル数 Nの対数尤度関数は（9）式のように定式
化できる（Hanemann et al., 1991）．  
 
ln𝐿(𝜃) =
∑ {𝑑𝑖
𝑦𝑦𝑙𝑛𝜋𝑦𝑦(𝐵𝑖, 𝐵𝑖
𝑢) + 𝑑𝑖
𝑦𝑛 𝑙𝑛𝜋𝑦𝑛(𝐵𝑖 , 𝐵𝑖
𝑢) + 𝑑𝑖
𝑛𝑦𝑙𝑛𝜋𝑛𝑦(𝐵𝑖, 𝐵𝑖
𝑙) + 𝑑𝑖
𝑛𝑛𝑙𝑛𝜋𝑛𝑛(𝐵𝑖, 𝐵𝑖
𝑙)}𝑁𝑖=1   (9)  
 
ただし𝑑𝑖
𝑦𝑦，𝑑𝑖
𝑦𝑛，𝑑𝑖
𝑛𝑦，𝑑𝑖
𝑛𝑛は値を取った際に 1を、それ以外は 0である指示変数である．本分
析では，分布関数にロジスティック分布を仮定した上で，（9）式を最大化することで推定値を算
出した．WTPの中央値は𝜋𝑦(𝐵) = 0.5となる提示額 Bを表す．つまり，回答者の半数が Bを支
払うことによるエリートスポーツ政策の拡充を受容し，もう半数は Bの支払いを拒否し現状のエ
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リートスポーツサクセスの程度で構わないと考える金額を指す．これは効用の差がゼロであるこ
とを意味するため，WTPは以下のように計算される． 
 
∆𝑉 = 𝛼 + 𝛽𝑙𝑛𝐵 = 0  
𝑙𝑛𝐵 = −(𝛼/𝛽)   
𝐵 = exp (−
𝛼
𝛽
) = median WTP     (10) 
 
一方で，WTPの平均値は確立分布曲線の下側の面積を，提示額ゼロから最大提示額（本
研究の場合，10,000円）までの面積を積分範囲として計算した値である．なお，この平均値は
「裾切り平均値」と呼ばれる9（図 3-1-3）． 
 
 
図 3-1-3 ランダム効用モデルによるWTPの中央値および平均値 
 
                           
9 推計には，Econometric Software社の計量経済計算パッケージ NLOGIT5（with LIMDEP 10）を用いた．推定プログラムは寺脇
（2000; 2002）を参考に作成した． 
最大提示額
（10,000円）
1
0.5
「1. 確実に払う」と回答する確率
πy(B)
中央値WTP
推定された関数
平均値WTP
（灰色に網掛けした部分の面積）
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3.1.3 結果 
アンケート調査回答者の概要 
 
回答者の概要を表 3-1-2に示す．抵抗回答を除いた標本と，母集団（日本人全体）を反映し
た場合の値とで χ2検定を実施した結果，20歳代が実際の構成よりも有意に多く，60歳代以上
が実際の構成より有意に少なかった（p = .000）．また，4年制大学以上の教育歴を持つものが
有意に多かった（p = .000）．さらに，世帯年収が 400万円未満のものが実際の構成よりも有意
に少なく，400万円以上 800万円未満のものが有意に多かった（p = .000）．つまり，本調査で
用いた標本は年齢階層，教育歴，および世帯年収において歪みがあると判断されたため，母
集団のWTP代表値を算出する際には補正が必要である． 
 
集計結果 
 
提示額への回答に関する集計の結果を表3-1-3に示す．抵抗回答を除いた結果，標本サイ
ズは 660 となった10．提示金額が低ければ「1. 確実に払う」と回答する人は多く，高ければ「2. 
確実に払うとはいえない」または「3. 払わない」と回答する人が多く，合理的な結果である． 
 
WTPの推計 
 
 推計モデルは，Hanemann（1984）のランダム効用モデルを採用し，分布関数をロジスティック
分布とした．WTP には中央値と平均値があり，一般的に便益算定の場合，後者を用いるのが
理論的に妥当とされている．しかし，前者に対し高い値となる傾向があるため，便益を慎 
                           
10 許容誤差 2.5%，信頼区間を 95%としたときの，20歳以上の日本人という母集団に必要なサンプルサイズは 1,537であるため，
本サンプルサイズは比較的小さい．なお，計算式は以下のとおりである．ただし，SSは必要なサンプルサイズ，Nは母集団の数，
Eは許容誤差，zは信頼度係数，Pは予想される母集団比率である． 
 
𝑆𝑆 =
𝑁
(
𝐸
𝑧 )
2
×
𝑁 − 1
𝑃(1 − 𝑃) + 1
     (11) 
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表 3-1-2 回答者の概要 
 
 
表 3-1-3 提示額に対する回答の傾向 
 
n % n % n %
性別 男性 425 50.0 324 49.1 316.8 48.0 0.315n.s.
女性 425 50.0 336 50.9 343.2 52.0
年齢階層 20歳代 139 16.3 116 17.6 86.9 13.2 67.581***
30歳代 186 21.9 141 21.4 114.8 17.4
40歳代 170 20.0 129 19.6 106.2 16.1
50歳代 170 20.0 128 19.4 103.3 15.6
60歳代以上 185 21.8 146 22.1 248.8 37.7
職業 公務員 29 3.4 19 2.9
経営者・役員 27 3.2 21 3.2
会社員 299 35.2 235 35.7
自営業・自由業 68 8.0 51 7.8
専業主婦（主夫） 187 22.0 142 21.5
パート・アルバイト 107 12.6 88 13.3
学生 25 2.9 20 3.0
無職 66 7.8 51 7.7
その他 42 4.9 33 5.0
婚姻状況 独身 289 34.0 234 35.5 248.2 37.6 1.295n.s.
既婚 561 66.0 426 64.5 411.8 62.4
教育歴d 4年制大学以上 379 44.7 292 44.3 128.5 19.5 258.424***
その他 469 55.3 367 55.7 530.5 80.5
世帯年収 400万円未満 292 34.4 221 33.5 297.7 45.1 40.329***
400万円以上800万円未満 373 43.9 292 44.2 225.1 34.1
800万円以上 185 21.7 147 22.3 137.3 20.8
Note:
       a PN: 抵抗回答を除外した集計
       b 世帯年収は「平成22年国民生活基礎調査」、その他は「平成22年国勢調査」を参照データとしている
       c 本調査と同一の職業区分の政府統計が存在しないため
       d 単純集計では2つ、単純集計(PN)では1つの欠損値があった
       n.s. 有意差なし、*** p  < 0.001.
NAc
χ 2 検定回答者属性
単純集計 単純集計 (PN)a 日本人全体b
YYb YN NY NN
n (%) n (%) n (%) n (%)
A ［200：500：100］ 40 (27.8) 14 (9.7) 28 (19.4) 62 (43.1) 144 26
B ［500：1,000：200］ 31 (23.0) 21 (15.6) 33 (24.4) 50 (37.0) 135 35
C ［1,000：2,000：500］ 15 (12.1) 15 (12.1) 27 (21.8) 67 (54.0) 124 46
D ［2,000：5,000：1,000］ 12 (9.3) 12 (9.3) 34 (26.4) 71 (55.0) 129 41
E ［5,000：10,000：2,000］ 5 (3.9) 10 (7.8) 39 (30.5) 74 (57.8) 128 42
Note:
       a B : 初回提示額、B u : Bに支払意志のある人への2回目の提示額、B l : T1に支払意志のない人への2回目の提示額
       a 2段階の提示額に対する回答、Y: 「確実に払う」と回答、N：「確実に払うとはいえない」または「払わない」と回答
合計 抵抗回答バージョン 提示額 [B : B u : B l]a
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重に評価する観点から，本研究では，比較的頑健性が高いと報告される中央値（Bateman et 
al., 2002; 寺脇, 2002）を採用することとした． 
表 3-1-4 に便益推計の結果を示す．中央値は 363 円／年，95%信頼区間は 305 円～432
円であった．なお，裾切り平均値は 1,492円であった．図 3-1-4に提示額に対する受諾確率曲
線を示す． 
前述したように，本調査によって得られた標本と母集団としての参照データとの間には，歪
みが確認されたため，それらの歪みによる影響を補正する必要がある．ウエイト付け法11（肥田
野, 1999）により，母集団のWTP中央値が補正された．本研究のように補正する必要がある変
数が複数ある場合は，各変数について補正を行い，補正前と最も大きな差が生じた結果が最
終的な母集団WTP代表値となる（肥田野, 1999）．その結果，年齢階層による値の乖離が最も
大きく，補正された中央値は 421円となった． 
 
表 3-1-4 WTPの推計結果 
 
 
                           
11 ウエイト付け法によるWTPの補正値は以下の計算によって得られる．なお，下式はダミー変数を想定している．n，mは各グル
ープにおけるWTP値，pA，pBは各グループの母集団における割合，pa，pbは各グループの標本における割合を表している． 
 
𝑛 × 𝐴 ×
𝑝𝐴
𝑝𝑎
+ 𝑚 × 𝐵 ×
𝑝𝐵
𝑝𝑏
𝑛 + 𝑚
     (12) 
変数 係数 ｔ値
定数項 4.985 15.630***
提示額の対数値 -0.846 -16.758***
標本サイズ 660
対数尤度 -846.197
AIC 1696.394
WTP中央値（円） 362.7
95%信頼区間 (304.6, 432.0)
WTP平均値（円）a 1,492.1
Note:
       a 最高提示額10,000円で裾切りを行った平均値
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図 3-1-4 WTPに対する受諾確率曲線 
 
結果の妥当性の検証 
 
得られた結果の妥当性を検証するために，WTPに影響を与える要因分析をした．WTPと一
定レベルの関係性が予想される「オリンピックや世界選手権における日本人アスリートの活躍
に対する関心」（5 件法）の平均値（3.72）を上回るものを「1」とするダミー変数とし，「世帯年収」
による調整をし，対数線形ロジットモデルを用いて解析をした．その結果，有意な正の影響が
確認された（p < .001）（表 3-1-5）． 
さらに，2 組の標本による母集団の WTP 分布の比較を行った．先述の「オリンピックや世界
選手権における日本人アスリートの活躍に対する関心」のダミー変数における，それぞれのグ
ループ間の WTP が同一の分布に従うか否かを調べるために尤度比検定を行われた．結果，
両グループにおけるWTP分布には有意差が確認された（χ2 = 85.382, p < .001）（表 3-1-6）．こ
の結果自体が直接的にWTPの大小関係を統計的に示しているものではない（肥田野，1999）
0
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ものの，中央値の差が異なる分布によって生じたと考え，全体に高群の WTP の方が大きいと
解釈できる．よって，前項の調査結果は一定の妥当性を有していると判断できる． 
 
表 3-1-5 対数線形ロジットモデルの出力結果 
 
 
表 3-1-6 グループ間のWTP分布の比較 
 
 
母集団WTP集計値の算出 
 
 これまでの手続きにより，母集団 WTP の推定結果が得られた．この値に母集団の大きさ，す
なわち成人人口を乗じ，母集団のWTPの集計値を算出する．結果，母集団WTPの集計値は
約 439億円と算出された． 
 
 
 
変数a,b 係数 ｔ値
定数項 1.832 2.301***
関心c 1.666 9.022***
提示額の対数値 -0.931 -16.867***
標本サイズ 660
対数尤度 -794.436
AIC 1596.872
Note:
       a 従属変数：WTP設問に「確実に払う」と回答する確率
       b 調整変数：世帯年収
       c オリンピックや世界選手権における日本人アスリートの活躍に対する関心
グループ n WTP中央値 対数尤度 χ 2検定 p値
関心a低群 218 89.0 -177.741
関心高群 442 631.6 -616.450
Note:
        a オリンピックや世界選手権における日本人アスリートの活躍に対する関心
85.382 0.00
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3.1.4 考察 
 
 本研究では，トップアスリートが国際競技大会で活躍することで国民にもたらされるアウトカム
としての価値の推計方法の提示および結果が示された．政策評価の側面を担保するために，
「スポーツ基本計画の目標（オリンピックにおける金メダル獲得ランキング夏季大会 5 位・冬季
大会 10 位）を達成するための国際競技力向上施策の拡充により創出可能な便益の価値」の
値が経済的な尺度で算出された． 
その結果，WTPの中央値が一定の妥当性を有し 421円と算出され，母集団のWTPの集計
値は約 439 億円と算定された．仮に，日本のエリートスポーツ予算を（1）文部科学省のスポー
ツ関係予算における競技スポーツ予算 162 億円（文部科学省, 2012），（2）日本スポーツ振興
センターのスポーツ振興基金助成における競技力向上のための助成金 12 億円（日本スポー
ツ振興センター, 2013），（3）同センターのスポーツくじ助成における競技力向上のための助成
金 53億円（日本スポーツ振興センター, 2013）の合計値であるとすると，総計約 227億円の費
用であるとみなすことができる．したがって本研究の結果は，費用よりも約2倍程度の便益が生
み出されていることを示すものである．ただし，今般の分析は便宜的な費用便益であることに
注意されたい．当然，エリートスポーツサクセスに資するのは公共部門だけでなく，中央競技
団体を含めた民間部門の貢献も大きい．拡大解釈すれば，地方の競技スポーツ予算も費用
に含有すべきであるとの見方も可能である．そのため，過大評価を軽減するような国際競技力
向上予算の安全側な定義をすることも必要であろう． 
諸外国との比較では，2010バンクーバーオリンピックにおけるチームカナダの活躍に対する
カナダ人世帯のWTP（オリンピック前：C$ 44.96；オリンピック後：C$ 91.42）（Humphreys et al., 
2011）や，2012 ロンドンオリンピックにおけるドイツの活躍に対するドイツ人の WTP（€ 6.31）
（Wicker, Hallmann et al., 2012），および 2010FIFA ワールドカップにおけるドイツ代表チーム
の活躍に対するドイツ人の WTP（€ 25.79）よりも低値を示す結果である（Wicker, Prinz et al., 
2012）．CVM 研究はアンケート設計の影響を受けやすい（栗山, 2008）ため，本研究はそれら
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の研究と必ずしも比較可能ではないものの，先行研究からの改善点として，（1）標本が母集団
を反映するよう，性別と年齢階層を政府統計と同等の分布に層化し，（2）標本内における時間
選択バイアスを最小限にするために，調査実施期間が大幅に短縮し，（3）抵抗回答が削除さ
れ，（4）ウエイト付け法による母集団との歪みの修正をもとにWTPを算出し，（5）その妥当性を
検証した．これらの点から，本研究はサンプルサイズが比較的小さいものの，厳密性を有した
評価がされていると言える． 
算出された中央値と平均値の WTP には大きな乖離があり，個人属性や心理的な個人差が
対象の評価に大きな差を及ぼしていると推察できる．同時に，エリートスポーツサクセスによる
アウトカムの公共財としての機能を享受していないグループの存在を示唆している．そのため，
WTP の提示，あるいは提示額に影響を与える要因分析など，エリートスポーツサクセスがもた
らすベネフィットの認識に影響を与える要因の検証（Hallmann et al., 2013）をより多角的な変
数で行う必要があると考えられる． 
 
3.1.5 研究の限界と今後の課題 
 
本研究の限界点として，インターネット調査おけるデータの信頼性について考慮する必要
がある．インターネット調査は，大量の情報収集を迅速に行えるという利点がある一方で，年齢
階層の偏りや，モニター登録による有意抽出法であるため標本誤差が生じ得る．本研究では，
政府統計と性別および年齢階層の比率が均一になるように対象者を抽出しているが，上述の
とおり有効回答者からは歪みが確認されている．それらの影響をウエイト付けにより補正したも
のの，社会調査モニターからの抽出という課題を含んでいる．今後はこの結果を一般化するた
めに，本研究の対象とは異なる集団による検討が必要である． 
また，オリンピックにおける金メダル獲得数の順位を金銭的な額だけで達成できることに対
する不確実性から，目的税として個人が負担する変動額が成果に対してどの程度影響を与え
るか否かの判断が個人としては困難であり，評価質問方法バイアスがないとは言い切れない．
第 3章 第 1節 
54 
 
仮定が理解できない等の理由で支払拒否したものは抵抗回答として削除されているが，支払
意志を示したものに対しても純粋に対象財に対する価値を本当に認めているのかを確認する
手続きを設けることでより厳密な回答を得られるものと考えられる． 
次に，CVM は人々の WTP を評価することによって非市場財の価値を推計する手法である
ため，子どもの効用は加味されないという限界点を含んでいる．当然，エリートスポーツサクセ
スがもたらす便益は成人に限定される性格を帯びたものでないため，この点にも留意が必要
である．CVM研究が多く用いられるリスク研究の分野においては，子どもの健康改善に対する
WTP を推計することは理論的にも実務的にも有用なデータを得ることが困難であるとし，親に
対する調査で代替がされている（Johnson et al., 2009）．より厳密性を期すためには，このような
手法を併用する必要があると思われる． 
さらに，本研究に用いた調査設計は，個人属性と WTP の関係や 2 組の標本による母集団
WTP 分布の比較によって妥当性が検証されているものの，スコープテストによる妥当性の検
査を受けていない．そのため，評価対象が変化したときに評価額が変化するか不明である．仮
にスコープ効果の存在が確認できれば，金メダルランキングにおいて夏季オリンピック 5 位以
内，冬季オリンピック 10位以内という具体的な政策目標（評価対象）から得られる効用として明
白な妥当性を示すことに繋がるため，今後さらなる検討が必要であると考えられる． 
最後に，本研究から算出されたWTPは横断的なものであり，時間的な信頼性は希薄である．
また，本研究は，2012 年ロンドンオリンピックの開幕直前に実施されたためアナウンス効果の
可能性は避けられない．2010年バンクーバーオリンピックの前・後において 2度の調査を行っ
た先行研究（Humphreys et al., 2011）によると，オリンピック後のWTPの平均値はオリンピック
前の 2倍近くまで上昇しており，縦断的な調査による検討の必要性を示している． 
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第 2節 縦断的検討による時間的信頼性の検証 
3.2.1 目的 
 
研究 1では，エリートスポーツ政策に対する国民の価値評価の程度を表明選好アプローチ
によりWTPという経済的な尺度で分析する方法論の提示，および横断研究の結果が示された．
横断的なデザインに起因する時間的な信頼性に対する疑問や，調査時期が 2012年ロンドン
オリンピックの直前であったがゆえのバイアスの可能性が残された． 
これらの課題に適切に対処するために，本研究は日本のエリートスポーツ政策によって創
出される価値の貨幣評価を縦断的な枠組みによって行うことを主たる目的とした．より安全側
な評価をすることにより政策立案者に対する貢献を目指すとともに，先行研究が有した課題に
対処することで，スポーツマネジメント領域の CVM研究の進展に学術的貢献をするものであ
ると考えられる． 
 
3.2.2 方法 
調査対象者および手続き 
 
 調査は社会調査モニター850名に対し，2012年ロンドンオリンピック直前の 2012年 7月（T1），
直後の 8月（T2），半年後の 2013年 2月（T3）に計 3回，インターネットにより実施された．各
モニターが有する ID番号をもとに縦断データが収集された．なお，対象者は，性別（男性／
女性）および年齢階層（20歳代／30歳代／40歳代／50歳代／60歳代以上）が国勢調査に
おける人口分布と均一になるように 10層に層化し，無作為に抽出されている．ただし，インタ
ーネット調査では，高齢者層の回答を十分に得ることは困難であるため，「60歳代以上」のカ
テゴリーは 60歳代の構成比で割付けされている．本研究の分析対象者は，3回の調査全てに
回答をした 691名である．調査名によるサンプル選択バイアス（Carson, 2000）を避けるため，
「生活に関するアンケート」という一般的な調査タイトルで回答者がスポーツに関心のあるもの
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に偏らないように努めた．なお，本研究は，早稲田大学における人を対象とする研究に関する
倫理委員会の承認（番号：2012-051）を得て実施された． 
 
CVMの設計 
 
 研究 1（第 3章第 1節）と同様である．なお，本研究は 3時点における縦断データを扱うこと
により時間選択バイアスへの対応がなされている（表 3-1-1）． 
 
CVMデータ推計 
 
 研究 1（第 3章第 1節）と同様のランダム効用モデルに基づいたパラメトリック法による推計に
加え，後述の調査時点間の代表値の比較分析を考慮してターンブル法（Turnbull，1976）によ
るノンパラメトリックな推計も行った．ターンブル法とは，生存分析の一種であり，特定の関数型
を仮定しない手法である．設定された 7種類の提示額に対して，それぞれの受諾率を計算し，
対数尤度関数を用いて，母集団のWTPを推定する． 
二段階二肢選択方式では，前述の通り４パターンの回答の可能性がある．𝐵𝑖
𝑢は個人 iに対
する 2回の提示額のうち高い方，𝐵𝑖
𝑙は低い方である．また，2回の提示額に対してともに「1. 確
実に払う」と答えたものの集合を yy，初期提示額に「1. 確実に払う」，2回目のより低額な提示
額に「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 払わない」と回答したものの集合を yn，初期提示
額に「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 払わない」と答え，2回目のより低額な提示額に
「1. 確実に払う」と回答したものの集合を ny，2回とも「2. 確実に払うとはいえない」または「3. 
払わない」と回答したものの集合を nnとする．提示額 𝐵 に対して，回答者が「1. 確実に払う」と
回答する確率を 𝑃(𝐵) とすると，対数尤度は次式の様に表すことができる． 
 
ln𝐿 = ∑ 𝑙𝑛𝑃(𝐵𝑖
𝑢) + ∑ 𝑙𝑛[𝑃(𝐵𝑖
𝑙) − 𝑃(𝐵𝑖
𝑢)] + ∑ ln [1 − 𝑃(𝐵𝑖
𝑙)]𝑖∈𝑛𝑛𝑖∈𝑦𝑛 𝑜𝑟 𝑛𝑦𝑖∈𝑦𝑦      (13)  
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ただし，𝐵𝑖 > 𝐵𝑗ならば𝑃(𝐵𝑖) < 𝑃(𝐵𝑗)である．ターンブル法では，「1. 確実に払う」と受諾する
確率（生存確率曲線）の分布を完全には定めることができないため，WTP平均値については3
つの値について推計し，生存確率推定値の大きい順に，上位平均値，中位平均値，下限平
均値と呼ぶ．WTPの各平均値は，各生存確率曲線の下側の面積で表される．本稿では，推
計結果が「控えめ」であることを重視し下限平均値のみ分析する．一方，ターンブル法では離
散値しか得ることができないため，WTP中央値は点推定ができないため P = 0.5を含む区間と
して推定される12（図 3-2-1）． 
 
 
図 3-2-1 ターンブル法による受諾率曲線 
 
 
                           
12 ターンブル法による推計には，日本データサービス株式会社の CVM2002 Ver2.0 を用いた． 
0.5
0.4
0.3
0.8
0.7
0.6
1.0
0.9
0.2
0.1
0.0
100円 200円 500円 1,000円 2,000円 5,000円 10,000円
「1. 確実に払う」と回答する確率
P(B)
提示額
Note:
各線と横軸および縦軸で挟まれる部分の面積うぃ計算することでWTP平均値を算出できる．
太線：下限平均値、太点線：上位平均値、斜線：中位平均値
P(B)=0.5となる金額を挟む提示額によって区間を示す．上図の場合、500～1,000円である．
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3.2.3 結果 
回答者の特性 
 
T1時点における回答者の特性を表 3-2-1に示す．標本と母集団に関する統計とで χ2検定
を行った結果，居住地域を除くいずれの変数においても統計的に有意な歪みが確認された． 
 
表 3-2-1 回答者の特性 
 
 
日本人全体a
n  (%) (%)
性別 男性 358 51.8 48.0
女性 333 48.2 52.0
年齢階層 20歳代 91 13.2 13.2
30歳代 140 20.3 17.4
40歳代 141 20.4 16.1
50歳代 146 21.1 15.6
60歳代以上 173 25.0 37.7
婚姻歴 独身 223 32.3 37.6
既婚 468 67.7 62.4
地域 北海道 27 3.9 4.4
東北 42 6.1 7.3
関東 258 37.3 33.5
中部 109 15.8 16.8
近畿 138 20.0 17.7
中国 42 6.1 5.9
四国 16 2.3 3.1
九州・沖縄 59 8.5 11.3
世帯年収 200万円未満 62 9.0 19.9
200万円以上400万円未満 167 24.2 25.8
400万円以上600万円未満 181 26.2 20.7
600万円以上800万円未満 129 18.7 13.2
800万円以上1,000万円未満 81 11.7 8.8
1,000万円以上1,200万円未満 35 5.1 4.9
1,200万円以上1,500万円未満 20 2.9 3.4
1,500万円以上2,000万円未満 12 1.7 2.0
2,000万円以上 4 0.6 1.3
Note:
        a 世帯年収は「平成24年国民生活基礎調査」、その他は「平成22年国勢調査」を参照データとしている．
        n.s. not significant, ** p < 0.05, *** p < 0.01
χ 2検定
3.97**
53.86***
8.36**
13.35n.s.
49.9***
標本
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性別に関しては政府統計の分布と均一になるよう層化されたものの，3時点において回答した
もののみを有効回答者としたため，歪みが発生したと考えられる．年齢階層においては，上記
のとおり「60歳代以上」が「60歳代」の構成比で抽出されていることが理由である．よって，より
正確なWTP推計値を得るためには，標本から推計される母集団WTPの代表値の補正が必
要であるため，研究 1 と同様に追加の分析として実施する． 
 
提示額に対する集計結果 
 
提示額に対する二段階二肢選択方式の回答結果を表 3-2-2に示す．提示額が低ければ「1. 
確実に払う」と回答する人は多く，高ければ「2. 確実に払うとはいえない」，「3. 払わない」と回
答する人が多くなり，本調査の結果は，経済的に合理的な値を示している．なお支払拒否理
由を問うことで，「きちんと払われるかどうかあてにならないので払わない」，「一律で税金という
考えに賛同ができない」，「仮定が理解できない」などの抵抗回答は適切に排除されている． 
 
表 3-2-2 提示額に対する回答の傾向 
 
バージョン
提示額
 [B : B u : B l]a
調査
時点
YYb
n (%)
YN
n (%)
NY
n (%)
NN
n (%)
合計
抵抗
回答
T1 34 (31.5) 12 (11.1) 19 (17.6) 43 (39.8) 108 20
T2 38 (36.5) 8 (  7.7) 23 (22.1) 35 (33.7) 104 24
T3 39 (36.8) 11 (10.4) 17 (16.0) 39 (36.8) 106 22
T1 27 (25.0) 16 (14.8) 28 (25.9) 37 (34.3) 108 33
T2 31 (27.0) 20 (17.4) 27 (23.5) 37 (32.2) 115 26
T3 31 (28.4) 16 (14.7) 21 (19.3) 41 (37.6) 109 32
T1 15 (15.2) 13 (13.1) 22 (22.2) 49 (49.5) 99 42
T2 15 (13.9) 15 (13.9) 24 (22.2) 54 (50.0) 108 33
T3 14 (12.0) 18 (15.4) 24 (20.5) 61 (52.1) 117 24
T1 11 (10.5) 9 (  8.6) 27 (25.7) 58 (55.2) 105 34
T2 10 (  9.8) 17 (16.7) 17 (16.7) 58 (56.9) 102 37
T3 10 (  9.0) 13 (11.7) 27 (24.3) 61 (55.0) 111 28
T1 4 (  3.7) 8 (  7.3) 33 (30.3) 64 (58.7) 109 33
T2 5 (  4.6) 14 (13.0) 29 (26.9) 60 (55.6) 108 34
T3 4 (  3.5) 10 (  8.8) 39 (34.5) 60 (53.1) 113 29
Note:
      a B : 初期提示額、B u : Bに支払意志のある人への2回目の提示額、B l : Bに支払意志のない人への2回目の提示額
      b 2段階の提示額に対する回答、Y: 「確実に払う」と回答、N: 「確実に払うとはいえない」または「払わない」と回答
D [2,000: 5,000: 1,000]
E [5,000: 10,000: 2,000]
A [200: 500: 100]
B [500: 1,000: 200]
C [1,000: 2,000: 500]
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WTPの推計 
 
パラメトリック法ではランダム効用理論をベースにした対数線形ロジットモデルによって，母
集団の WTP 代表値を推計した．その結果，T1 において中央値 421 円（裾切り平均値：1,588
円），T2において中央値 471円（裾切り平均値：1,692円），T3において中央値 460円（裾切り
平均値：1,677円）と推計された（表 3-2-3）．2012年ロンドンオリンピックを跨ぐ T1から T2にか
けて母集団のWTP値が高まり，T2から T3にかけてやや減少している傾向が見られる． 
他方，ノンパラメトリック法（ターンブル法）では，T1 において中央値は 200～500 円の間（下
限平均値：1011円），T2において中央値は 500～1,000円の間（下限平均値：1112円），T3に
おいて中央値は 500～1,000 円の間（下限平均値：1019 円）に位置することが明らかとなった
（表 3-2-4）．時系列の変化は，パラメトリック法と同様の傾向が見られた． 
CVM では，一般的に中央値に対して平均値の方が高い値を示す傾向がある．便益算定の
ためには，平均値を用いるのが合理的であるが，安全側な推計のためには中央値を用いるこ
とが多い． 
 
表 3-2-3 対数線形ロジットモデルによるWTPの推計 
 
 
 
 
係数 ｔ値 係数 ｔ値 係数 ｔ値
定数項 5.240 14.473*** 5.370 14.493*** 5.370 14.494***
提示額の対数値 -0.867 -15.345*** -0.873 -15.308*** -0.873 -15.085***
標本サイズ 529 537 537
対数尤度 -676.039 -696.266 -713.020
AIC 1356.079 1396.532 1430.040
WTP中央値（円）
95%信頼区間
WTP平均値（円）a
Note:
       a 最高提示額10,000円で裾切りを行った平均値
459.5
(383.2, 551.0)
1,676.9
T1 T2 T3
420.5
(348.1, 508.0)
1,588.4
470.8
(391.3, 566.5)
1,691.7
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表 3-2-4 ターンブル法による提示額に対する受諾率およびWTPの推計 
 
 
調査時点間のWTPの比較分析 
 
各時点における母集団 WTP の統計的な比較をするために，パラメトリック法においては尤
度比検定を用い，ターンブル法によるノンパラメトリック法では平均値の比較検定をした． 
 尤度比検定は，2組の標本における全ての係数パラメータの同等性の検定を行う手法である．
標本Aと標本Bの両データをプールして計測したときの対数尤度と，個別に計測したときの対
数尤度の合計から計算される尤度比検定量𝐿𝑅は，標本 A と BのWTP分布に差がないという
帰無仮説のもと，（14）式で表される． 
 
𝐿𝑅 = −2 × {𝐿𝐿𝐴+𝐵 − (𝐿𝐿𝐴 + 𝐿𝐿𝐵)}     (14)  
 
LR の統計量は自由度 n のカイ二乗分布に従う．その結果，T1 と T2 における WTP 分布，
T1と T3におけるWTP分布，T2と T3におけるWTP分布には有意な差はみられなかった（そ
れぞれ χ2 = 0.66, n.s.；χ2 = 0.43, n.s.；χ2 = 0.03, n.s.）． 
T1 T2 T3
提示額に対する受諾率
　100円 0.74 0.78 0.74
　200円 0.63 0.64 0.63
　500円 0.48 0.50 0.50
　1,000円 0.34 0.35 0.37
　2,000円 0.21 0.24 0.23
　5,000円 0.07 0.09 0.07
　10,000円 0.02 0.02 0.02
標本サイズ 529 537 556
対数尤度 -668.78 -686.090 -698.18
AIC 1351.57 1386.17 1410.35
WTP中央値（円） (200, 500) (500, 1000) (500, 1,000)
WTP下限平均値（円） 1,011.5 1111.5 1,019.2
　標準偏差 101.32 101.62 92.13
　信頼区間a (812.9, 1210.0) (912.3, 1310.7) (838.7, 1199.8)
Note:
       a 近似的な95%信頼区間．
第 3章 第 2節 
62 
 
ターンブル法による WTP 推定では，正規分布に従う 2 つの標本データでの平均値の差の
検定に近似的な検定を行うことができる．1 つ目の標本平均値を ?̅?，2 つ目の標本平均値を ?̅?，
それぞれの標本の標準偏差を Sx，Sy とすると，平均値の差の標準偏差は（15）式のように表す
ことができる．次に（16）式を求め，正規分布表により p値を得ることができる． 
 
𝑆 = √𝑆𝑥
2 + 𝑆𝑦
2     (15) 
 
𝑍 = (?̅? + ?̅?)/S      (16) 
 
 その結果，尤度比検定と同様に T1 と T2におけるWTP平均値，T1 と T3におけるWTP平
均値，T2とT3におけるWTP平均値には有意な差はみられなかった（それぞれZ = -0.70，n.s；
Z = -0.06，n.s.；Z = 0.67，n.s.）． 以上の結果より，各調査時点におけるWTPの分布および代
表値には違いがないと解釈することができる． 
 
母集団代表値の補正 
 
 前述のとおり，本調査によって得られた標本と母集団としての参照データとの間には歪みが
確認されため，ウエイト付け法（肥田野, 1999）により，母集団WTP中央値が補正された．本研
究のように補正する必要がある変数が複数ある場合は，各変数について補正を行い，補正前
と最も大きな差が生じた結果が最終的な母集団WTPの代表値となる（肥田野, 1999）．その結
果，T1において中央値 458円，T2において中央値 525円，T3において中央値 503円となっ
た．母集団 WTP 集計値は，これらの値に成人人口を乗じることによって，時間的な信頼性を
有し約 478～525億円であると算出された． 
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3.2.4 考察 
 
本研究の目的は，エリートスポーツ政策によって創出される価値の貨幣評価を縦断的な枠
組みによって行うことであった．研究 1 やエリートスポーツサクセスの経済的価値を推計したス
ポーツマネジメント領域の先行研究では，時間的信頼性についての検討がされていないという
課題が残されていた．このことから，本研究ではオリンピック開催直前，直後，および半年後の
3時点における縦断調査という枠組みを用いることで，先行研究が有した課題に対する学術的
貢献を果たすものと考える． 
本研究は，スポーツマネジメント分野において，近年援用され出したCVMを用いて，一握り
のエリートのためのみの投資であるとも解釈できるエリートスポーツ政策（Green, 2007）が有す
る公共財としての価値に迫った研究であり，以下の点において研究の独自性を認めることがで
きる．まず，国家的な投資に対するリターンについて，アウトカムとしての効果を専門的な知見
を用いて実証的に検証した点である．次に，過去の研究が持たなかった時間的な信頼性を有
した検証がされていることである．国際競技力向上政策を扱った研究において，このような着
眼点で実施された研究はないため，エリートスポーツ政策分野に新たな知見を提供した意義
のあるものであると考えられる． 
本研究によって得られた WTP を他の評価対象財と比較すると，一人あたりの WTP 平均値
においては，スタジアム・アリーナ（Johnson & Whitehead, 2001），プロサッカーチーム
（Castellanos et al., 2011），ロードレース（Vekeman et al., 2013），およびドイツのエリートスポー
ツサクセス（Wicker, Hallmann et al., 2012）よりも高く，地域のスポーツ・レクリエーション事業
（Johnson et al., 2007），オリンピックの誘致（Walton et al., 2008; Atkinson et al., 2008），プロ野
球チーム（石坂・間野, 2010），カナダのエリートスポーツプログラム（Humphreys et al., 2011）よ
りも低いという結果である．CVM はアンケート調査を用いた評価手法であり，調査設計が異な
る研究によって導き出された結果を一律に比較できるわけではないが，本研究のWTPは先行
研究のレンジ内にあるため，概ね妥当な値が得られたと解釈することも可能である（Wicker, 
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Prinz et al., 2012）．ただし，母集団WTPは，文字通り母集団の数に比例して大きな値をとる．
そのため，日本人成人を母集団としている本研究の母集団 WTP は，これまでの研究よりも大
きい． 
本調査の結果は，先行研究において課題とされていた時間的信頼性に対して以下のように
重要な役割を果たしたと考えられる．まず，研究 1において 2012年ロンドンオリンピックの開催
直前に推計された WTP は，アナウンス効果の可能性を含んでいることが考えられたが，その
効果が最小限であることが実証的に明らかになった．他方，オリンピックの開催後にWTP値が
2倍以上に向上するとの報告（Humphrey et al., 2011）に関しては，本調査においても T1から
T2にかけて上昇は確認されたものの，統計的に有意でないという結果より，先行研究を支持し
ない結果となった．この理由として考えられるのは，各時点の調査における提示金額の一貫性
である．Humphrey et al.（2011）の調査設計を改めて吟味すると，事前調査と事後調査におい
て大きく異なる提示金額を用いていることがわかる．事前調査においては，$5～$65 の 7 種類，
事後調査では$15～$150の 8種類の提示金額であり，このレンジの違いがバイアス要因となっ
た可能性が高いと判断できる．このような研究課題に対して実証的な裏付けから解を提供でき
た点において，本研究の学術的貢献は大きいと評価できる．一方で，2012 年ロンドンオリンピ
ックの開催 1年前にWicker, Hallmann et al.（2012）が算出したWTP値が，調査時期に起因し
低値に推計されたという時間選択バイアスの課題に関しては，本調査の調査デザインはオリン
ピック開催の半年後までのフォローアップ調査であるため，明白な結論には至らない． 
算出された平均値と中央値のWTPは乖離があり，個人属性や社会心理的な個人差が対象
財の評価に差を及ぼしていると考えられる．Bateman et al.（2002）はWTPに影響を与える要因
として，個人属性（年収，年齢，性別）以外に，財の利用に関する変数，財に対する態度・行動
変数，シナリオに対する態度・行動変数，距離変数（財が空間的に制限されている場合）と要
約している．エリートスポーツサクセスを扱った先行研究において結果に一貫性があるわけで
はないが，年収や年齢といった個人属性以外に，スポーツやある特定の競技に対する消費資
本（実施，関心，応援，記憶），無形要因（エリートスポーツサクセスの重要度，エリートスポー
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ツサクセスのベネフィット認知，アスリートロールモデル，ナショナルチームへのアイデンティフ
ィケーション）が WTP との関連要因であると実証されている（Humphrey et al., 2011; Wicker 
Hallmann et al., 2012; Wicker, Prinz et al., 2012）．しかしながら，それらのモデルの決定係数
は必ずしも高くなく今後研究の積み重ねが求められる．このことから，社会心理学的要因等を
含めた新たな視点による分析が求められる． 
 
3.2.5 研究の限界と今後の課題 
 
研究の限界としては，研究 1 と同様であり，（1）インターネット調査によるバイアスの問題，（2）
エリートスポーツサクセスの不確実性に関する問題，（3）子どもの効用が加味されていない点，
（4）スコープテストが実施されていない点に要約することができる．加えて，本研究の調査間の
比較分析において用いられた尤度比検定と平均値の近似的な検定は，対応のない 2 つのサ
ンプルを想定したものである点であり，二段階二肢選択方式の回答のパネル分析については
今後の課題の 1つとしたい． 
また，本研究における T1 の標本は，研究 1 の標本から 3 つの調査時点全てに回答できて
いないものを除いたサブサンプルであるが，研究 1におけるWTP中央値が 421円と推計され
た一方で，本研究では 458 円と微増した値が推計された．無論，統計的な違いはないが，本
研究デザインのように，母集団が大きい場合には母集団 WTP 集計値に一定の影響が与えら
れることには留意が必要である（研究 1：約 439億円，研究 2 の T1：約 478 億円）．CVM はあ
くまで仮想的シナリオを用いて回答者の経済的測度を求める方法であり，質問の仕方や分析
方法によって結果が僅かに変動する面があることも否定できない．従って，この結果を受けて
国際競技力関係予算の増額を決定するのは安直であり，エリートスポーツサクセスの供給サイ
ドの分析などを総合的に検討し，妥当と考えられる水準を判断することが重要である． 
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第 3節 価値評価と関連する要因の検討 
3.3.1 目的 
 
研究 1，2においてはエリートスポーツ政策のアウトカムとしての価値評価の程度を定量化し
てきた．研究 3では，価値評価がどのような要因に規定されるのかを検討する． 
エリートスポーツサクセスに関する CVM研究においては，第 1章第 2節においても言及し
たとおり，アスリートが国際的に活躍をすることが社会的にも個人的にもベネフィットが大きいと
認知しているものが，WTPを高く表明することが共通のエビデンスであると概括することができ
る（Humphreys et al., 2011; Wicker, Hallmann et al., 2012 ; Wicker, Prinz et al., 2012）．このよう
にベネフィットの認知が重要な関連要因であることに疑いの余地はないが，その表裏として存
在するリスクの認知に関してはまだ検討がなされていない． 
オリンピックのようなスポーツの世界最高の舞台における自国アスリートの活躍が多くのもの
を魅了し，社会に対する外部効果があることが脚光を浴びる一方で，現代のスポーツには負
の副産物が存在することもスポーツ政策における重要な議論となっている．例えば，エリートス
ポーツにおいては暴力やドーピングに代表される非倫理的行為がスポーツ界の暗部として問
題視されている（Volkwein, 1995）．それ以外にも過度な勝利至上主義による弊害，アスリート
の教育問題，グラスルーツスポーツの発展に対するネガティブな影響（Green, 2004a, 2004b, 
2006; Green & Houlihan, 2004; Houlihan & Zheng, 2013; Park et al., 2012; Volkwein, 1995）な
ど多岐に渡る． 
このように，エリートスポーツにおいてリスクを最小化することが重要であるにも拘わらず，こ
の要因に対する社会の認知の影響が包含されていないことは大きなリサーチ・ギャップである
と思われ，新たなモデルについて検討する学術的意義は大きい．そこで，本研究ではこれま
でのCVM研究では加味されてこなかった，エリートスポーツ政策のリスクの側面を新たに検討
することで，エリートスポーツ政策に対する価値評価について更なる理解を目指す． 
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3.3.2 理論的モデルの検討と仮説の設定 
 
本論では，エリートスポーツ政策に対する価値評価と関連する要因を説明する基本モデル
として，Fishbein and Ajzen（1975）の態度―行動モデルを採用する．まず初めに，態度―行動
モデルの基礎となっている Fishbein（1963）の多属性態度モデルについて記述する．多属性
態度モデルとは，ある対象物を「属性の束」とみなし，個人が想起する各属性に対する評価と
信念の積和として，対象物に対する態度が形成されるという理論であり，以下の式で表すこと
ができる． 
 
𝐴 = ∑ 𝐵𝑖𝐸𝑖
𝑁
𝑖=1      (15)  
 
Aは対象物に対する態度，Biは属性 iに対する信念，Eiは属性 iの評価，Nは想起する属性
の数である． 
次に，多属性態度モデルの拡張版である態度―行動モデル（Fishbein & Ajzen, 1975）につ
いて説明する．態度―行動モデルは，多属性態度モデルで規定した態度に加え，準拠する
集団および個人のその行動への期待に関する信念とそれに従おうとする動機の積和である
「主観的規範」という構成概念が行動意図を規定し，行動意図が行動を説明するという理論で
ある．式で表すと以下のようになる． 
 
𝐵~𝐵𝐼 = ∑ 𝐵𝑖𝐸𝑖
𝑁
𝑖=1 + ∑ 𝑁𝐵𝑗𝑀𝐶𝑗
𝑁
𝑗=1      (16)  
 
Bは行動，BIは行動意図，NBjは行動に対する準拠集団や個人 jの期待についての信念，
MCjは準拠集団や個人 jの期待に従うことへの動機である．CVMを用いた仮想評価において
回答者は，ある提示額に対する支払意志の有無を問われるため，態度および主観的規範によ
って説明される行動意図であると解釈できる（Barro et al., 1996; ミッチェル・カーソン, 2001）．
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ただし，エリートスポーツサクセスの改善のための政策拡充に対する追加税の支払いを判断
する際に，重要である他者から特定の行動意図を持つことを期待されるような状況は想定しに
くい．そのため，この構成概念を除外することが可能であると判断し，態度が行動意図を規定
するというシンプルなモデルを前提とした． 
以上の考えに基づくと，WTPを規定する態度は信念と評価の関数である．ある個人のエリ
ートスポーツ政策に対する態度とは，エリートスポーツ政策を進めることで得られるアウトカムの
属性の評価（良い―悪い）と，そのアウトカムがもたらされることについての信念の強さ（そう思う
―そう思わない）の積を，想起される属性の数だけ足し合わせたものである．ゆえに，態度はエ
リートスポーツのアウトカムに関するベネフィットとリスクの認知によって説明されると言い換える
ことができる．以上の理論的根拠に基づいて，（1）社会的ベネフィット認知，（2）私的ベネフィッ
ト認知，（3）リスク認知という態度を構成する 3つの概念を設定した． 
第 1に，エリートスポーツシステムのアウトカム，つまり選手の活躍がもたらす社会的・私的ベ
ネフィットの認知はWTP と有意な関連性があることが推測できる．過去の CVM研究では，自
国の選手が国際舞台で活躍することが国家のために重要（Wicker, Prinz et al., 2012），あるい
は国の威信のために重要（Humphreys et al., 2011）であると考える社会的なベネフィット認知
が，エリートスポーツサクセスの価値評価と関連していることが報告されている．同様に，自分
にとって国際競技力向上が重要である感じること（Wicker, Prinz et al., 2012），またはエリートス
ポーツサクセスによって幸せや誇りの気持ちを持つこと（Wicker, Hallmann et al., 2012）が，
WTPの説明要因であることがわかっている．よって，エリートスポーツサクセスによる様々な社
会的・私的ベネフィットを享受しているものは，より高いWTPを示すと考えられる． 
第 2に，エリートスポーツ偏重の政策の副産物として生じる負の側面の認知は，WTP との間
に負の関係性があることが予想される．著者が知る限り，スポーツに関する CVM研究では対
象財に関するネガティブな側面の影響を実証したものは存在しない．健康経済や農業経済の
分野では，リスクに関する認知レベルがWTPの重要な決定要因であることが明らかにされて
いる（Kimenju & Groote, 2008; Pinto-Prades et al., 2008）．また記述レベルでは，ドーピングに
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代表されるエリートスポーツの陰の側面が，スポーツの高潔なイメージや価値を損ない（Kayser 
et al., 2007; Petróczi 2007），関係したアスリートに対する国民の否定的な態度に繋がる
（Uvacsek et al., 2011）ことが議論されている．以上を踏まえると，リスクの認知が少ないものほ
ど，高いWTPを示すと仮定できる． 
上述の態度―行動モデルを基礎とする 3つの概念に加え，先行研究を参考に以下の社会
心理学的な変数がWTPの関連要因として検討された．すなわち，エリートスポーツ政策に関
する知識，エリートスポーツ政策アクターに対する信頼，およびアスリートのロールモデルとし
ての認識である． 
まず，国際競技力に関係する施策に対する知識レベルはWTPと関連性があることが考えら
れる．消費資本の概念13（Stingler & Becker, 1977）を援用した先行研究では，スポーツやエリ
ートスポーツに関連する消費資本の多さがWTP と関連していることがわかっている（Wicker, 
Hallmann et al., 2012; Wicker, Prinz et al., 2012）．ここからも，エリートスポーツ政策に関する
消費資本が高いこと，すなわち国際競技力向上に関する施策に対して一定の知識を有してい
ることが，エリートスポーツサクセスから得られる効用と正の関係にあることが推測される．以上
より，エリートスポーツ政策に関する知識が高いものほど，高いWTPを表明するという仮説を
設けた． 
次に，エリートスポーツに関連する組織に対する社会的な信頼がWTPに影響を与えること
が考えられる．公共政策の場合は，特定の機関が主体となるため，政策をマネジメントする関
連組織（例えば，政府）に対する信頼は非常に重要であると考えられている．例えば，科学技
術政策や環境におけるリスク・マネジメントの領域では，社会的信頼という概念の重要性が議
論されてきており（Cvetkovich & Löfstedt, 1999; Johnson, 1999），政策アクターに対する信頼
が価値評価や受容性の決定要因であることが実証されている（Donahue & Miller, 2006; 
Kimenju & Groote, 2008; Krystallis & Chryssohoidis, 2005）．したがって，日本のエリートスポ
                           
13 消費資本は類似の財・サービスを繰り返し消費することによって蓄積される知識などを表す言葉である．Stigler and Becker
（1977）によると，消費資本が蓄積された財やサービスを購入・利用したときの方が，そうではないものよりも得られる効用が高い． 
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ーツ政策アクターに対する社会的信頼が高いものの方が，高いWTPを示すことが予測され
る． 
最後に，アクターに対する信頼と関連して，アスリートのロールモデルとしての認識がWTP
と関連することが想定できる．なぜなら，エリートスポーツ政策は一握りのアスリートのための事
業であるという考え方が可能であり，支援事業などを通じてアスリートに幾分かの公的支援が
成されているため，回答者の効用は彼らのパフォーマンスや行動・振る舞いに対する認識に
準じて変化する可能性がある．実際に，エリートアスリートを公正性という点においてロールモ
デルであると認識しているものの方が，高いWTPを示すことがわかっている（Wicker, 
Hallmann et al., 2012）．よって，日本人アスリートを社会のロールモデルであると感じているも
のの方が，表明するWTPが高いことが仮定できる． 
 
3.3.3 方法 
調査対象者および手続き 
 
調査は社会人モニター1,050人に対し，2013年 2月にインターネット調査を実施した．対象
者は，性別（男性/女性），および年齢階層（20歳代/30歳代/40歳代/50歳代/60歳代以上）が
平成 22年国勢調査における人口分布と均一になるように 10層に層化し，無作為に抽出され
た．ただし，インターネット調査では，高齢者層の回答を十分に得ることが困難であると考え，
「60歳代以上」のカテゴリーは 60歳代の構成比で割付けされている．自己選択バイアス
（Heckman, 1979）を最小限にするために，「エリートスポーツ政策に対する社会受容の調査」
でなく「生活に関するアンケート」という一般的な調査タイトルを設定し，回答者がスポーツに関
心があるものに偏らないように努めた．回答のうち，欠損値や抵抗回答と認められた 437件を
除き，分析に使用されたサンプルの総数は 613であった．なお，本研究は，早稲田大学にお
ける人を対象とする研究に関する倫理委員会の承認（番号：2012-051）を得て実施された． 
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測定項目 
（1）エリートスポーツ政策に対する価値評価 
 
エリートスポーツ政策に対する価値評価を反映する変数を作成するために，スポーツ基本
計画における国際競技力に関する政策目標（オリンピックにおける金メダル獲得ランキング夏
季大会 5位・冬季大会 10位）を達成するというエリートスポーツサクセスによって創出される便
益の価値を，仮想的なシナリオによりWTP という形で問うた．CVMの設計や具体的な文言は
研究 1（第 3章第 1節）を参照されたい．WTPの回答形式は二段階二肢選択であり（図 3-1-2），
連続値ではないため調査者は回答者のWTPを直接知ることは出来ない．そのため，回答者
の支払意志関数をモデル化するという方法がとられた．ゆえに本研究における従属変数は，
上述の政策目標を達成に向けたトップアスリートの強化・育成事業のために回収される年次の
目的税の提示額に回答者が受諾する（＝支払意志を示す）確率として設定された． 
 
（2）社会心理学的要因 
 
他分野における社会的な受容性に関する研究（例えば，科学技術政策）やエリートスポーツ
のアウトカムに関する過去の研究（Allison & Monnington, 2002; Dóczi, 2012; Grix & 
Carmichael, 2012; Hallmann et al., 2013; Houlihan & Green, 2008; Kavetsos & Szymanski, 
2010; Park et al., 2012; Volkwein, 1995; Yamamoto, 2008）を検討し，以下の 6つの社会心理
的変数を作成した．（1）エリートスポーツサクセスがもたらす私的ベネフィットの認知（「私的ベ
ネフィット」；5項目），（2）エリートスポーツサクセスがもたらす社会的ベネフィットの認知（「社会
的ベネフィット」；4項目），（3）エリートスポーツが孕むリスクの認知（「リスク」；5項目），（4）エリ
ートスポーツ政策アクターに対する信頼（「信頼」；4項目），（5）エリートスポーツ政策に関する
知識（「知識；3項目」）；および（6）アスリートのロールモデルとしての認識（「アスリート・ロール
第 3章 第 3節 
72 
 
モデル」；）である．表 3-3-1に各概念の測定項目とその出典をまとめた．それぞれ 7段階のリッ
カート尺度として回答を求めた． 
 
表 3-3-1 社会心理学的要因の測定項目および出典 
 
 
 
 
測定項目
社会的ベネフィットa
日本人アスリートが国際競技大会で活躍することで、
SB1 国内の経済が活性化する
SB2 対外的に国の威信が示される
SB3 日本が諸外国から認知される
SB4 日本の対外的なイメージが向上する
SB5 国民のスポーツ実施率が向上する
私的ベネフィットa
日本人アスリートが国際競技大会で活躍することで、わたしは
PB1 自国に対する誇りを感じる
PB2 幸せな気持ちになる
PB3 日本人であることを意識する
PB4 日本人としての一体感を感じる
リスクa
トップレベルのスポーツの育成・強化の推進は、
R1 地域スポーツ（大衆スポーツ／生涯スポーツ）の推進を阻害する
R2 過度な業績主義や勝利至上主義をあおる
R3 暴力やパワーハラスメントを引き起こす
R4 アスリートの学業停滞を引き起こす
R5 非倫理的行為（ドーピング、八百長など）を引き起こす
信頼b
以下の日本の国際競技力向上に関わる組織をどの程度信用していますか．
T1 文部科学省
T2 独立行政法人日本スポーツ振興センター（JSC）
T3 公益財団法人日本オリンピック委員会（JOC）
T4 中央競技団体（○○協会、○○連盟など）
知識c
以下の国際競技力向上に関する施設や事業についてどの程度知っていますか．
K1 国立スポーツ科学センター
K2 ナショナルトレーニングセンター
K3 チーム「ニッポン」マルチサポ―ト事業
アスリート・ロールモデルa
日本人アスリートは、
RM1 私が追い求めようとする良い手本を提供している
RM2 範を示している 
RM3 他人が見習うべき良い例を示している 
RM4 私が模倣したい働く姿勢や態度を示している 
RM5 私にとって模範的な役割を果たしている 
Note: 
        a 1：全くそう思わない～7：とてもそう思う
      b 1：全く信用していない～7：とても信用している
      c 1：全く知らない～7：大変よく知っている
Rich （1997）、Dix et al.（2010）
のロールモデル尺度
ロンドンオリンピックにおける選手育成・強
化・支援等に関する検証チーム
（2012）の記述
変数 出典
Allison & Mornington（2002）、D
ózci （2012）、Hallmann et al.
（2012）、Kavetsos & Szymanski
（2010）の記述および実証
Grix & Carmichael（2012）、
Houlihan & Green（2008）の記述
Green（2004a; 2004b; 2006）、
Green & Houlihan（2004）、
Houlihan & Zheng（2013）、Park
et al.（2012）、Volkwein
（1995）の記述
Yamamoto（2008）の記述（質問
形式はVisschers et al.（2011）、
Siegrist（2000）を参考）
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まず，各尺度に対して確認的因子分析を行い，適合度指標により構成概念の妥当性を評
価した（Hu & Bentler, 1999）．その結果，適合度は comparative fit index（CFI）= 0.96，
non-normed fit index（NNFI）= 0.95，Bollen's incremental fit index（IFI）= 0.96，root mean 
square error of approximation（RMSEA）= 0.06，SRMR（standardized root mean square residual）
=0.03 となり，良好な値が得られた．各尺度の内的信頼性の信頼性係数である Cronbach α係
数を算出したところ，全ての尺度において Nunnally（1967）の推奨値（> 0.70）を上回る結果が
得られた（Cronbach α = 0.87～0.95）．収束的妥当性を確認するために，平均抽出分散（AVE: 
average variance extracted）を算出した結果，全てにおいて基準値とされる 0.50（Fornell & 
Larcker, 1981）を超える 0.58～0.78 という値が得られた（表 3-3-2）．弁別的妥当性は，概念間
の相関係数の平方とAVEを比較することで確認され（Fornell & Larcker, 1981），表 3-3-2が示
すとおり，支持される結果となった．これらの結果から本研究の尺度は，十分な信頼性および
妥当性を持つことが明らかとなり，それぞれの因子に含まれる測定項目の平均値を因子得点
として算出した．なお，本研究の従属変数は 0から 1のレンジをとる値であるため，各測定項目
に対する回答は，-1（非常にネガティブ）から 1（非常にポジティブ）に変換された． 
 
表 3-3-2 各概念の因子間相関と信頼性，および測定項目の因子負荷量 
 
1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 6
1. 社会的ベネフィット 1.00 0.69a
2. 私的ベネフィット 0.79 1.00 0.63 0.76a
3. リスク -0.18 -0.19 1.00 0.03 0.03 0.58a
4. 信頼 0.40 0.37 -0.11 1.00 0.16 0.13 0.01 0.76a
5. 知識 0.21 0.20 0.06 0.24 1.00 0.04 0.04 0.00 0.06 0.77a
6. アスリート・ロールモデル 0.53 0.58 -0.19 0.45 0.27 1.00 0.28 0.33 0.03 0.20 0.07 0.78a
変数
1. 社会的ベネフィット
2. 私的ベネフィット
3. リスク
4. 信頼
5. 知識
6. アスリート・ロールモデル
Note:
      a 平均分散抽出.
      *** p  < 0.001.
      n  = 613; χ 2 = 814.47 (p < 0.001), χ 2/df(284) = 2.87; CFI = 0.96; NNFI = 0.95; IFI = 0.96; RMSEA = 0.06; SRMR = 0.03.
3 0.90 0.71-0.86 0.78-0.93 22.42-29.46***
5 0.95 0.73-087 0.86-0.91 26.58-29.16***
5 0.87 0.39-0.71 0.60-0.86 21.65-26.97***
4 0.93 0.66-0.84 0.77-0.93 22.34-28.89***
5 0.91 0.60-0.80 0.76-0.87 31.38-35.11***
4 0.93 0.73-0.86 0.83-0.91 24.94-29.01***
変数
相関行列 相関係数の２乗の行列
項目数 Cronbach α Item-total相関 標準化係数 t値
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（3）人口統計学的要因 
 
人口統計学的要因として，性別（1 = 男性，0 = 女性），年齢，職業（1 = フルタイム，0 = そ
の他），教育歴（1 = ４年制大学以上，0 = その他），世帯年収（自然対数変換）を問うた． 
 
WTPの関連要因の分析 
 
ある個人が仮想的な提示額 Bに対して支払意志を示す確率は，対数線形ロジットモデルを
適用し，社会心理要因および人口統計学的要因とともに表現すると， 
 
𝜋𝑦(𝐵) = 1/{1 + 𝑒𝑥𝑝 − (𝛼 + 𝛽𝑏𝑖𝑑𝑙𝑛𝐵 + ∑ 𝛽𝑘𝑆𝑘 + ∑ 𝛽𝑛𝐷𝑛)}     (17)  
 
となる．ただし，αは定数項，βbidは lnBのパラメータ，βkは各回答者の社会心理的特性 Skのパ
ラメータ，βnは各回答者の人口統計学的特性 Dnのパラメータである．提示額に加え，上に説
明した社会心理学的要因（社会的ベネフィット，私的ベネフィット，リスク，信頼，知識，および
アスリート・ロールモデル）と人口統計学的要因（性別，年齢，職業，教育歴，および世帯年収）
が（3）式，（8）式に加えられている．各パラメータは最尤法によって推定され，尤度関数は（9）
式のとおりである14．もし，要因との想定される関連が棄却される状況，または常識的に考え非
合理な影響を与えている場合は，結果の理論的な妥当性に重大な疑義をもたらすことになる
（Atkinson et al., 2008）．なお，本モデルは線形の回帰モデルではないため，決定係数 R2を
用いることができない．そのため，モデルの当てはまりのよさは「割合による R2」15，つまり正しく
予測された観測値の数を標本数で除した値で評価する． 
 
                           
14 推計には，Econometric Software社の計量経済計算パッケージ NLOGIT5（with LIMDEP 10）を用いた．推定プログラムは寺
脇（2000; 2002）を参考に作成した． 
15 推定された関数をもとに各回答者がの回答する 4つのパターンの確率（πyy，πyn，πny，πnn）を計算し，その確率が最大となる回答
パターンが実際の回答パターンと一致するかどうかを評価したもの． 
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3.3.4 結果 
記述統計 
 
解析対象者の人口統計学的な特性は表 3-3-3に示すとおりである．54.0%が男性であり，平
均年齢は 47.4歳（最小：20歳，最大：83歳）であった．また，これらのうち世帯年収が 400万円
以上 800万円未満であるものが 44.5%であった．44.2%が 4年制大学以上の教育歴を有し，
約半数である 47%がフルタイムの仕事をもっていた． 
標本が日本人全体を代表しているのかを確認するために，χ2検定および 1サンプルの t検
定を用いた．回答者は，代表性を担保するために性別と年齢階層で層化され無作為に抽出さ
れている．この手続きを踏んだにも拘わらず，統計解析によると，分析の対象となったサンプル
には歪みが確認された．本サンプルは，参照データと比較して，有意に男性が多く，若年であ
り，高学歴で，フルタイムで働き，世帯収入が多いものの割合が多かった．したがって，以後の
分析結果を日本人成人に一般化する際には留意が必要である． 
 
表 3-3-3 解析対象者の人口統計学的特性 
 
 
日本人全体
n % %
性別 男性 331 54.0 48.0
女性 282 46.0 52.0
平均年齢 52.1 -8.349b ***
職業 フルタイム 288 47.0 41.9
その他 325 53.0 58.1
教育歴 4年制大学以上 271 44.2 19.5
その他 342 55.8 80.5
世帯年収 400万円未満 217 35.4 45.1
400万円以上800万円未満 273 44.5 34.1 ***
800万円以上 123 20.0 20.8
Note:
        a 世帯年収は「平成22年国民生活基礎調査」、その他は「平成22年国勢調査」を参照データとしている．
        b t値.
        ** p  < 0.05, *** p  < 0.01.
47.4
6.504 **
238.415 ***
32.523
変数 選択肢
標本
χ 2検定
8.832 **
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表 3-3-4は，社会心理要因に対する回答をまとめたものである．大多数の回答者はエリート
スポーツサクセスが国内経済の活性化をもたらすと認識していた（76.5%）．この経済効果に関
するスコアの平均値は 0.39であった（スコアは-1（全くそう思わない）から 1（とてもそう思う）に変
換されている）．同様に，回答者の多くが日本人アスリートの国際的な活躍により，対外的に日
本の威信が示される（平均値：0.36），日本が諸外国から認知される（平均値：0.47），日本の対
外的なイメージが向上する（平均値：0.46），国民のスポーツ実施率が向上する（平均値：0.47）
といったベネフィットがあると認識していた．これら 5項目の平均値を算出し，「社会的ベネフィ
ット index」が作成された（平均値：0.43）． 
同じ要領で，アスリートの活躍によって，自国に対する誇りを感じ（平均値：0.51），幸せな気
持ちになり（平均値：0.48），日本人であることを認識し（平均値：0.44），一体感を感じていた
（平均値：0.43）ものが回答者の多くを占めた．これら 4項目の平均値を算出することで，「私的
ベネフィット index」が構成された（平均値：0.46）． 
翻って，エリートスポーツの潜在的なリスクを懸念しているものも一定数確認された．回答者
の 13.5%は，トップレベルのスポーツの育成・強化の推進により，グラスルーツのスポーツの推
進が妨げられると認識していた（平均値：-0.24）．また，過度な勝利主義（平均値：0.00），暴力
やパワーハラスメント（-0.07），アスリートの学業停滞（0.01），非倫理的行為（-0.09）のリスクを認
知しているものも25～40%程度いた．これら5項目の平均値を算出し，ややネガティブなスコア
をもつ「リスク index」となった（平均値：-0.08）． 
日本の主たるエリートスポーツ政策アクターに対する回答者の社会的な信頼は，文部科学
省が-0.10，日本スポーツ振興センターが-0.07，日本オリンピック委員会が-0.06，中央競技団
体が-0.01 と平均値がスコアリングされ，社会的信頼は若干定値であることがわかった（「信頼
index」＝-0.08）． 
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表 3-3-4 解析対象者の社会心理学的特性 
 
 
国際競技力向上のための施設や事業についての知識レベルは全体的に低いことがわかっ
た．回答者の 70%以上が国立スポーツ科学センターについてほとんど知らなかった（平均値：
-0.52）．同じように，ナショナルトレーニングセンター（平均値：-0.51），チーム「ニッポン」マルチ
(-1) (-2/3) (-1/3) 0 (1/3) (2/3) (1)
社会的ベネフィットa
SB1 1.3 1.8 6.6 13.9 36.5 26.6 13.4 0.39 0.41
SB2 0.8 1.6 6.4 20.4 32.8 27.9 10.1 0.36 0.40
SB3 0.7 0.8 3.9 12.2 31.0 36.4 15.0 0.47 0.37
SB4 0.8 1.3 3.3 13.4 31.2 36.5 13.5 0.46 0.38
SB5 0.8 1.0 2.9 13.2 30.7 36.4 15.0 0.47 0.37
社会的ベネフィット index 0.43 0.33
私的ベネフィットa
PB1 0.7 0.8 3.9 10.6 29.9 32.8 21.4 0.51 0.39
PB2 0.5 0.8 3.6 13.9 29.5 34.1 17.6 0.48 0.38
PB3 0.8 1.5 4.7 15.7 28.5 31.6 17.1 0.44 0.41
PB4 1.3 1.6 4.2 16.3 29.9 29.9 16.8 0.43 0.42
私的ベネフィット index 0.46 0.36
リスクa
R1 8.5 18.9 30.7 27.4 7.3 5.9 1.3 -0.24 0.44
R2 4.4 11.3 19.7 24.8 27.1 9.1 3.6 0.00 0.47
R3 6.2 13.5 18.1 32.6 18.3 8.5 2.8 -0.07 0.47
R4 3.8 10.6 17.5 31.8 23.5 9.0 3.9 0.01 0.46
R5 6.4 14.4 19.6 32.0 18.3 7.2 2.3 -0.09 0.46
リスク index -0.08 0.38
信頼b
T1 6.7 9.0 24.5 33.9 20.6 4.2 1.1 -0.10 0.42
T2 5.5 9.0 18.6 40.5 21.9 3.9 0.7 -0.07 0.40
T3 6.2 9.1 19.1 36.5 21.9 6.0 1.1 -0.06 0.43
T4 6.4 9.1 22.0 38.8 20.1 2.6 1.0 -0.10 0.40
信頼 index -0.08 0.37
知識c
K1 39.5 17.6 16.8 15.7 7.3 2.3 0.8 -0.52 0.50
K2 40.8 14.8 17.3 16.2 7.5 2.8 0.7 -0.51 0.51
K3 56.3 17.5 16.3 7.3 1.5 0.8 0.3 -0.72 0.39
知識 index -0.58 0.43
アスリート・ロールモデルa
RM1 2.0 4.7 13.9 37.0 31.0 9.3 2.1 0.09 0.38
RM2 1.8 3.3 11.4 36.2 35.4 10.1 1.8 0.13 0.36
RM3 2.0 3.4 9.6 31.5 37.7 13.4 2.4 0.16 0.38
RM4 2.3 5.4 12.4 40.5 26.6 10.9 2.0 0.08 0.39
RM5 2.9 5.7 14.4 40.8 25.6 8.6 2.0 0.05 0.39
アスリート・ロールモデル index 0.10 0.35
Note: 
        a 1：全くそう思わない～7：とてもそう思う
      b 1：全く信用していない～7：とても信用している
      c 1：全く知らない～7：大変よく知っている
得点は-1から1に変換されている
0.95
変数
回答の割合（%）
平均値 S.D. α←非常にネガティブ 非常にポジティブ→ニュートラル
0.91
0.93
0.87
0.93
0.90
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サポート事業（平均値：-0.72）についても知識に関するスコアは著しく低かった．これら 3つの
測定項目の平均値を求め，「知識 index」を作成した（平均値：-0.58）． 
回答者の約 40%は，日本人アスリートが社会における良いお手本であると認識していた（平
均値：0.09）．他の項目も同じ傾向を示し，30～50%のものが日本人アスリートは「範を示してい
る」（平均値：0.13），「他人が見習うべき良い例を示している」（平均値：0.16），「私が模範した
い働く姿勢や態度を示している」（平均値：0.08），「私にとって模範的な役割を果たしている」
（平均値：0.05）と感じていた．これらの項目により全体的にややポジティブな値をもつ「アスリー
ト・ロールモデル index」が生成された（平均値：0.10）． 
 
WTPの関連要因 
 
WTPと関連する社会心理学的要因および人口統計学的要因を導出するために，（17）式の
パラメータが推計された（表3-3-5）．「社会的ベネフィット index」と「私的ベネフィット index」は概
念の弁別性は統計的に確認されているもの，高い相関関係を示していることから（r = 0.79），
多重共線性を回避するために 2つのモデルに分けて解析を行った．両モデルは類似の傾向
を示し，「社会的ベネフィット index」と「私的ベネフィット index」がWTP とポジティブに関連して
いることが実証された．他方，「リスク index」はネガティブに関連していた．「信頼 index」や「知
識 index」は関連性がなかった．人口統計学的変数においては，年齢および世帯年収が有意
にポジティブな影響を与えていることが明らかとなった．本モデルにより正しく観測されたサン
プルはモデル 1では 42.9%，モデル 2では 44.7%であった． 
WTPの点推計は，モデル 1においては中央値 478円，裾切り平均値は 1,472円であった．
モデル 2においては，中央値 480円，裾切り平均値は 1,501円であった． 
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表 3-3-5 WTP要因分析の結果 
 
 
3.3.5 考察 
 
本研究では，エリートスポーツサクセスに対する価値評価に関連する社会心理学的要因が
明らかとなった．先行研究における空白を埋めるべく，エリートスポーツが孕むリスクの認知に
ついての概念を包含する実証モデルについて検討した．態度―行動モデル（Fishbein & 
Ajzen, 1975）および関連する概念を用い，オリンピックにおける金メダル獲得ランキング夏季
大会 5位・冬季大会 10位を達成するための国際競技力向上施策の拡充によって創出可能な
便益の価値に影響を与える要因を検証した．構築された対数線形ロジットモデルにより，4 割
を超えるサンプルにおける回答パターンが正しく予測された． 
説明変数 係数 t値 係数 t値
定数項 2.293 2.502 2.645 2.949 *
提示額の対数値 -1.004 -17.453 *** -0.988 -17.516 ***
社会心理学的要因 社会的ベネフィットindex 1.828 5.686 ***
私的ベネフィットindex 1.267 4.548 ***
リスクindex -1.011 -4.460 *** -1.034 -4.559 ***
信頼index 0.384 1.601 0.434 1.848
知識index 0.276 1.360 0.319 1.566
アスリート・ロールモデルindex 0.820 2.783 ** 0.871 2.921 **
人口統計学的要因 性別男性 0.185 0.896 0.197 0.964
年齢 0.018 2.843 ** 0.018 2.883 **
職業フルタイム 0.043 0.207 0.026 0.127
教育歴4年制大学以上 0.176 0.938 0.141 0.760
世帯年収（自然対数値） 0.346 2.496 * 0.309 2.239 *
統計 標本サイズ
対数尤度
AIC
正しく予測された観測値数
割合のR2 (%)
WTP WTP中央値（円）
95%信頼区間
WTP平均値（円）a
Note:
       a 最高提示額10,000円で裾切りを行った平均値
         * p < 0.05, ** p  < 0.01, *** p  < 0.001.
(408.5, 565.1)
1,501.6
42.9
478.9
(407.5, 563.0)
1472.5
613
-769.908
1563.815
274
44.7
480.5
モデル1 モデル2
613
-763.419
1550.839
263
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興味深い結果の 1 つとして，態度―行動モデルに基づいた社会心理学的要因がエリートス
ポーツ政策の価値評価を説明する重要な概念であると明らかになったことがあげられる．具体
的には，自国アスリートの国際舞台における活躍からもたらされる社会的・私的ベネフィットの
認識が高く，エリートスポーツのネガティブな側面（「リスク」）に関する認識が低いことが，WTP
とポジティブに関連していた．「社会的ベネフィット」に関して，本研究では多様な社会的ベネ
フィットが 1 つの概念としてインデックス化されたが，自国アスリートの活躍が国家の国際的な
評判のために重要である，社会的ベネフィットを認識しているものほど，エリートスポーツに対
する価値評価が高い（Wicker, Hallmann et al., 2012）というエビデンスを補強する結果が得ら
れた．同様に有意に正に影響していることが検証された「私的ベネフィット」については，先行
研究の多くが立証してきた誇り，幸せ，および生活の質といった公共財が有する個人に対する
無形効果の重要性を支持する結果である（Atkinson et al., 2008; Castellanos et al., 2011; 
Johnson et al., 2011; Johnson & Whitehead, 2000; Wicket, Hallmann et al., 2012）．「リスク」に
関して，本研究は，エリートスポーツ政策に対する価値評価がエリートスポーツの負の側面の
認識と有意にネガティブな関係性であることを実証した初めての研究である．これは，エリート
スポーツが孕むリスクに対する世間の非難や失望感が，エリートスポーツサクセスの価値を低
減する推進力になる可能性を強調する結果である．過去の研究では，例えばドーピング行動
がスポーツのイメージや価値を毀損し，国民の支持的な態度にも負の影響を与えることが述べ
られている（Kayser et al. 2007; Petróczi 2007; Uvacsek et al., 2011）．本研究の結果から，他の
リスク項目も相似の結果を招くことが考えられる． 
加えて，日本人アスリートを社会のロールモデルであると判断しているものほど，高額の
WTP を表明することがわかった．この結果は，アスリートを公正性という点でロールモデルであ
ると認識することが，エリートスポーツサクセスの価値評価と有意に正の関係を持つことを明ら
かにしたドイツにおける研究結果（Wicker, Hallmann et al., 2012）と一致するものである．した
がって，エリートアスリートがより多くの国民にとって模範的な存在であると評価されることは，エ
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リートスポーツ政策，あるいは予算を拡充する際に，国民の理解を確保するために不可欠な要
素であるといえる． 
他方，エリートスポーツ政策アクターに対する信頼やエリートスポーツ政策に関する知識は
WTP と直接的な関係がないと分析された．関連するアクターに対する社会的な信頼は，ある
対象物に対する公共の受容性に関連する要因であると考えられていた．例えば，農業経済学
におけるエビデンスは，政策に対しての責任主体である政府を信頼している人ほど，当該政
策の推進に対して高いWTPを表明することが実証されている（Kimenju & Groote, 2008）．し
かしながら，本研究の結果からは有意な関係性が認められなかった．これについて考えられる
理由として，抵抗回答の扱いがあげられる．抵抗回答とは，例えばシナリオや支払方法等の理
由により，結果的に2度に渡る提示額に対して支払拒否回答をしたものを意味し，評価対象財
への考えと，仮想政策への考えが必ずしも一致するとは限らないために，サンプルから取り除
く必要がある．初期提示額，2度目の提示額の両方に対して，目的税の支払拒否をしたものに
対しては，その理由を問う項目が自由回答で設置されていた．「適切に使用されるか信用でき
ない」や「税金という支払手段に納得いかない」という意を含む回答は抵抗回答として分類され
た．過去の研究を見てみても，関連するアクターが信用できないことが支払拒否の主たる理由
であると報告されている（Whitehead & Cherry, 2007; Yoo et al., 2001）．ここからも，エリートス
ポーツ政策アクターに対する十分な信頼がないことを理由に支払拒否回答を示したものが，
抵抗回答を削除する過程で取り除かれたため，WTP との関連性が棄却される結果となったと
考察できる．また，「知識」と WTP との関係性が有意でなかったため，スポーツ全般やエリート
スポーツに関係する消費資本がエリートスポーツサクセスの価値を規定するという先行研究と
は異なる結果となった（Wicker, Hallmann et al., 2012; Wicker, Prinz et al., 2012）．この主たる
理由として考えられるのは，国際競技力向上施策や関連施設に対する国民の認知レベルが
著しく低く，床効果に至っていることである．関連して，Wicker, Hallmann et al.（2012）のデータ
も，前回のオリンピックにおけるメダリストの名前を思い出せるかという代理変数で測定したオリ
ンピックに関する国民の消費資本は極めて限定的であることを明らかにしている． 
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人口統計学的要因も関連していることが認められ，世帯年収の高いものの方が，低いものよ
りも高い WTP を表明した．この結果はスポーツマネジメント領域における多くの先行研究と一
致しており（Atkinson et al., 2008; Castellanos et al., 2011; Humphreys et al., 2011; Walton et al., 
2008; Wicker, Hallmann et al., 2012; Wicker, Prinz et al., 2012），経済理論と整合する結果で
ある． 
 
3.3.6 研究の限界と今後の課題 
 
本研究は，エリートスポーツ政策に対する国民の価値評価と関連する社会心理学的要因を
明らかにし，得られた要因は今後のエリートスポーツ予算の拡充を社会的な合意を得ながら進
めて行くために重要な示唆を与えてくれるものであると考えられる．ただし，本研究の限界点と
して，研究 1 と 2 同様に，インターネット調査におけるデータの信頼性について考慮する必要
がある．次に，本研究は 2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催される日本に
おいて行われた横断研究であり，調査時である 2013 年 2 月は支持率の上昇に向けた招致キ
ャンペーンが本格化しだした時期であったという点が挙げられる．結果の一般性や因果関係
をさらに高めるためには縦断的研究や共分散構造分析への発展が望まれる．最後に，本研究
において用いられたベネフィットやリスクを測定する項目は，実証的エビデンスではなく，先行
研究における記述に基づいている点である．つまり，それらのベネフィットやリスクが実際に引
き起こされているのかは判然としない．例えば，測定項目の一つであったエリートスポーツサク
セスが大衆のスポーツ参加を向上するというエビデンスは，断片的にしか示されていない（De 
Bosshcer et al., 2013）．今後は，エリートスポーツサクセスがもたらすベネフィット認知や潜在的
なリスク認知について受益者の側からの検討による尺度作成が求められる． 
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4.1.1 目的 
 
第 3章では，経済学的なアプローチを用いることで，国民にとってのエリートスポーツ政策の
価値について，先行研究が残した課題に対応するかたちで検討してきた．近年，メダル獲得
がもたらすアウトカムに研究の焦点を当てる必要性が国際的な議論となり，実証的研究が蓄積
され始めている（例えばWicker, Hallmann et al., 2012）．第 3章を含めるこれらの研究は，政
府のエリートスポーツ分野に対する国費投資が，単に一部のアスリートのためでなく公益に資
するものであるという公文書における典型的な議論に得てして不在する理論的根拠の積み重
ねに一定の貢献を果たしてきたと言える．しかしながら，エリートスポーツ政策に対する国民の
受容態度を如何にして向上させることができるのかというリサーチクエスチョンの解には至らな
い．「グローバル・スポーツ軍拡競争」（Oakley & Green, 2001）とも形容される昨今のエリートス
ポーツにおいて，国民（納税者）の理解や受容という視点が重要であることは第 1章にて議論
したとおりである．Houlihan and Zheng（2013）は，国際競技力向上に対する国民の好意的な
態度が，エリートスポーツシステムにおける不可欠な資源の 1つであると述べている． 
以上のような背景から，本研究ではエリートスポーツ政策に対する国民の受容態度に影響
を与える社会心理学的要因及びその形成メカニズムを明らかにすることを目的とする． 
 
4.1.2 理論的枠組みと仮説の設定 
 
第 2章にて検討したように，一般的に態度形成にはトップダウンとボトムアップによる 2つの
アプローチ方法が存在する（Scholderer & Frewer, 2003）．トップダウンアプローチにおいては，
ある対象物に対する態度（受容／拒否）はより上位概念にあるものに対する態度や価値意識
が保持されるという考え方である（Katz, 1960）．例えば，エリートスポーツ政策に対する態度は，
スポーツ全般に対する態度に従うと解釈することができる．一方で，ボトムアップによる態度の
形成は，態度は個人の信念や知覚に基づくという見解である．ある政策に対して生じる態度は
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∑ 𝐵𝑖𝑎𝑖
𝑁
𝑖=1  （Biは対象がある属性 iを有しているという信念，aiは Biの評価）と表すことができ
る（Fishbein, 1963）．つまり，エリートスポーツ政策に対する態度は，「エリートスポーツ政策がも
たらすものについての様々な信念」と「その良し悪しに対する評価」の積和によって決定される
と読み取ることができる．ある側面は良いものとされ，また別の側面は悪いものと判断されると
考えると，リスク認知が小さく，ベネフィット認知が高いと受容傾向が高まると仮定することがで
きる． 
これら 2つのアプローチは，一方が正しく他方が正しくないというわけではないが，今般の研
究ではより具体的なインプリケーションへと繋がることが期待できるボトムアップアプローチ，す
なわちベネフィットとリスクによるアプローチを採用する．エリートスポーツに関するベネフィット
やリスクに関しては先行研究において様々論じられている．本研究ではエリートスポーツ政策
に対する国民の受容態度（「受容態度」）に影響を与える社会心理要因として，（1）エリートスポ
ーツサクセスがもたらす私的ベネフィットの認知（「私的ベネフィット」），（2）エリートスポーツサ
クセスがもたらす社会的ベネフィットの認知（「社会的ベネフィット」），（3）エリートスポーツが孕
むリスクの認知（「リスク」），（4）エリートスポーツ政策アクターに対する信頼（「信頼」），および
（5）アスリートのロールモデルとしての認識（「アスリート・ロールモデル」）という概念を設定した．
以下にこれらの概念における理論的根拠を 10の仮説とともに示す． 
 
私的・社会的ベネフィット認知とリスク認知 
 
エリートスポーツ分野への国費投資は，エリートスポーツサクセスが広く社会にベネフィットを
もたらすことで正当化されている（Forrest & Simmons, 2003; Goodwin & Grix, 2011; Grix & 
Carmichael, 2012; Mitchell et al., 2012; Pringle, 2001）．このベネフィットは例えば，アスリートの
活躍を通じて感じるアイデンティフィケーションや社会的一体感，あるいは国際的な威信や経
済的発展など個人的にも社会的にも享受されるものである（Stewart et al., 2004）．先行研究で
は私的ベネフィットと社会的ベネフィットに大別して議論がなされてきている．研究を例示する
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と，自国アスリートの活躍が国家の国際的な評判（Wicker, Hallmann et al., 2012）や名声
（Humphreys et al., 2011）といった社会的ベネフィット創出のために重要であると考えているも
のほど，エリートスポーツに対する価値評価が高いことが実証されている．同様に，選手の活
躍によってもたらされる誇りや幸せの気持ちなどの私的ベネフィットも規定要因であることが明
らかになっている（Wicker, Hallmann et al., 2012）．以上の議論より以下の仮説が措定される． 
 
H1：エリートスポーツサクセスがもたらす私的ベネフィットの認知は，エリートスポーツ政策
の推進に対する国民の受容態度に正の影響を及ぼす． 
H2：エリートスポーツサクセスがもたらす社会的ベネフィットの認知は，エリートスポーツ政
策の推進に対する国民の受容態度に正の影響を及ぼす． 
 
一方，エリートスポーツ政策に関連するリスクの認知は，政策の受容態度にネガティブに作
用することが予測できる．過去数十年にわたって，エリートスポーツは暴力や禁止薬物使用な
どの「非倫理的行為」の問題に直面してきた（Volkwein, 1995）．こうしたエリートスポーツが有
する負の側面は，その発展に寄与したいという納税者の気持ちの阻害要因となることが考えら
れる．実例をあげると，Green and Collins（2008）は，2001年ノルディックスキー世界選手権に
おけるフィンランドの組織的なドーピング事件に対する世間の激しい批判によって，エリートス
ポーツ政策を拡充する政治的な見返りが少なくなり，その後の大衆スポーツ優先政策へのシ
フトが進んだと主張している．関連して，このようなエリートスポーツの副産物は重要な社会問
題であり（Park et al., 2012），国民はエリートスポーツに関連したリスクの認知が高い場合，また
は認知されたリスクがベネフィットを上回る場合に，エリートスポーツ志向の政策を受容しない
傾向を示すことが推測される．したがって，以下の仮説が導出される． 
 
H3：エリートスポーツが孕むリスクの認知は，エリートスポーツ政策の推進に対する国民の
受容態度に負の影響を及ぼす． 
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エリートスポーツ政策アクターとアスリート・ロールモデル 
 
エリートスポーツ政策がもたらすベネフィットやリスクについての認知に影響し，ひいては政
策の受容を決める要因となる概念の 1つとして，エリートスポーツの推進に責任を持つ機関に
対する社会的信頼が考えられる．今日のリスク・マネジメントや科学技術政策において，関連
組織に対する信頼は重要な問題として位置づけられている（例えば Siegrist et al., 2007）．信
頼はある科学技術や政策がもたらすベネフットやリスクについての認知に影響を及ぼし，その
結果，それら科学技術や政策の受容が決定されることが明らかにされている（Siegrist, 2000）．
それは，信頼には自分の意見を代弁する機能と，事態を把握する上での複雑性や不確実性
を低減し，判断形成の一助となる機能が存在するためである（中谷内, 2012）．前者はある政
策について十分な知識や見解を有しているが政策立案に実際に関与することが困難な場合
に，後者は普段身近ではない問題に対する判断形成をする際に重要となる．エリートスポーツ
においては後者が重要であると思われる．例えば，アスリートの強化や育成を国策として進め
ることを考える場合に，国際競技力向上施策について十分な知識を持ち，ベネフィットやリスク
についての客観的な情報を基に態度形成をすることは容易ではない．そのため，専門機関に
対する信頼に依拠することで，複雑性を低減させてリスクやベネフィットについての評価を定め，
エリートスポーツ政策の推進についての判断を形成すると見られる．ゆえに，エリートスポーツ
政策に対する受容態度は，ベネフィットとリスク認知のバランスだけでなく，関連組織をいかに
信頼しているのかということも重要である．したがって，以下の仮説を設定した． 
 
H4：エリートスポーツ政策アクターに対する信頼は，エリートスポーツサクセスがもたらす
私的ベネフィットの認知に正の影響を及ぼす． 
H5：エリートスポーツ政策アクターに対する信頼は，エリートスポーツサクセスがもたらす
社会的ベネフィットの認知に正の影響を及ぼす． 
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H6：エリートスポーツ政策アクターに対する信頼は，エリートスポーツが孕むリスクの認知
に負の影響を及ぼす． 
 
翻って，アスリートのロールモデルとしての影響は，専門家によってエリートスポーツにおけ
る重要なアウトカムであると考えられており（例えば De Bosscher et al., 2013），ベネフィットやリ
スク認知に影響を与える更に重要な要因であることが示唆される．一般的に考えても，エリート
スポーツの幅広い私的・社会的ベネフィットは，アスリートのパフォーマンス，あるいは行動や
振る舞いによってもたらされるため，アスリートを社会における模範的な存在であると考える気
持ちは，ベネフィットの認知に対してポジティブに，リスクの認知に対してネガティブな影響を
与えることが推測できる．加えて，Wicker, Hallmann et al.（2012）は，アスリートを公正性という
視点でロールモデルであるとみなしている国民の方が，エリートスポーツに対する価値評価が
高いことを明らかにしている．上述の議論を根拠とすると，エリートスポーツ政策に対する国民
の受容性の程度は，アスリートを社会のロールモデルであるとみなす気持ちから直接的および
（ベネフィットとリスクの認知を媒介して）間接的な影響を受けることが考えられる．以上の考察
を踏まえて，次の仮説を提示する． 
 
H7：アスリートに対するロールモデルとしての認知は，エリートスポーツサクセスがもたらす
私的ベネフィットの認知に正の影響を及ぼす． 
H8：アスリートに対するロールモデルとしての認知は，エリートスポーツサクセスがもたらす
社会的ベネフィットの認知に正の影響を及ぼす． 
H9：アスリートに対するロールモデルとしての認知は，エリートスポーツが孕むリスクの認
知に負の影響を及ぼす． 
H10：アスリートに対するロールモデルとしての認知は，エリートスポーツ政策の推進に対
する国民の受容態度に正の影響を及ぼす． 
 
第 4章 
89 
 
本研究における一連の仮説を概説すると，トップレベルのスポーツの育成・強化を国策とし
て取り組むことに対する国民の受容態度は二層の因果構造であり，私的・社会的ベネフィット
とリスクが受容態度を規定し，それらの概念は政策アクターへの信頼とアスリートのロールモデ
ルとしての認識による影響を受けているという仮説モデルである．また，アスリートの社会にお
けるロールモデルであると認識することは受容態度に直接的な効果があることも加えられた
（図 4-1）． 
 
 
図 4-1 エリートスポーツ政策の受容態度の形成メカニズムに関する仮説モデル 
 
4.1.3 方法 
調査対象者および手続き 
 
調査は社会人モニター1,050人に対し，2013年 2月にインターネット調査を実施した．対象
者は，性別（男性/女性），および年齢階層（20歳代/30歳代/40歳代/50歳代/60歳代以上）が
平成 22年国勢調査における人口分布と均一になるように 10層に層化し，無作為に抽出され
た．ただし，インターネット調査では，高齢者層の回答を十分に得ることが困難であると考え，
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「60歳代以上」のカテゴリーは 60歳代の構成比で割付けされている．自己選択バイアス
（Heckman, 1979）を最小限にするために，「エリートスポーツ政策に対する社会受容の調査」
でなく「生活に関するアンケート」という一般的な調査タイトルを設定し，回答者がスポーツに関
心があるものに偏らないように努めた．なお，本研究は，早稲田大学における人を対象とする
研究に関する倫理委員会の承認（番号：2012-051）を得て実施された． 
本研究の分析対象者は，全ての項目に回答をした 921名（有効回答率：87.7%）である．分
析に先だって，得られたサンプルの母集団（日本人全体）に対する代表性を検討するために，
χ2検定および t検定による比較検討を行った．表 4-1は，サンプルの人口統計学的特徴およ
び両検定の結果を示している．層化無作為で抽出されているものの，本研究の解析対象者は，
同年代の日本人全体と比較して，有意に若く，高学歴者，既婚者，およびフルタイムの就業者
が有意に多い．これらの多くは，インターネットという調査環境に起因するバイアスであり，結果
の一般化する際には留意が必要である． 
 
表 4-1 サンプルの記述統計 
 
 
 
 
デモグラフィクス 項目 N
解析対象者
(%)
日本人全体(%)
(20歳以上)
χ
2 検定
性別 男性 471 51.1 48.0 3.638n.s.
女性 450 48.9 52.0
教育歴 4年制大学以上 419 45.5 19.5 396.439***
その他 502 54.5 80.5
婚姻歴 既婚 612 66.4 62.4 6.437*
独身 309 33.6 37.6
職業 フルタイム 421 45.7 41.9 5.495*
その他 500 54.3 58.1
年齢 平均年齢 46.3a 52.1b -12.495c***
Note:
     * p < 0.05, *** p < 0.001.
       a サンプルの平均値、b 母集団の平均値、c t値 .
    参照データ: 平成22年度国勢調査.
第 4章 
91 
 
測定項目 
 
 本研究は，エリートスポーツ政策に対する受容態度とそれに関連する社会心理概念との因
果関係を分析するものである．具体的には，（1）「私的ベネフィット」，（2）「社会的ベネフィット」，
（3）「リスク」，（4）「信頼」，（5）「アスリート・ロールモデル」，および（6）「受容態度」の 6つの概
念を取り扱う．著者の知る限り，これまでのエリートスポーツ政策に関する研究の中で，これら
の概念を尺度化したものは存在しないため，先に述べた先行研究をもとに一連の社会心理項
目が検討された． 
 まず先行研究に基づき 6概念における 31項目が収集された．その後，スポーツ政策の専
門家 1名による内容的妥当性の検討，スポーツ政策を学ぶ大学院生 10名によるパイロットス
タディが行われた．この段階で，修正版27項目に改善がなされた．次に，スポーツ科学を専門
とする大学院生 18名によるワーディングの調整が行われた．これらの指摘を受けて，再度修
正改定し最終版として作成した．詳細な測定項目は表 4-2に示したとおりである． 
「私的ベネフィット」の測定項目はエリートスポーツサクセスがもたらすアウトカムに関する実
証的研究（Dóczi, 2012; Hallmann et al., 2013; Kavetsos & Szymanski, 2010; Wicker, 
Hallmann et al., 2012）およびアウトカムについて言及した記述的研究（Allison & Monnington, 
2002; Forrest & Simmons, 2003）をもとに誇り，幸せ，ナショナル・アイデンティティー，社会的
一体感と設定された．「社会的ベネフィット」は，なぜ政府が国際競技力の向上に関心を示す
理由やその必要性について言及したGrix and Carmichael（2012），Houlihan and Green（2008），
およびスポーツ振興に関する懇談会（2007）を参考に，以下の 5項目により概念化された．具
体的には，経済効果，国際的な威信，国際的認識の高まり，国のイメージ向上，スポーツ実施
率の向上であった．「リスク」は，エリートスポーツにおけるネガティブな側面を検証した Park et 
al.（2012）やVolkwein（1995）をもとに，アスリートの教育問題，過度な勝利至上主義，身体的・
性的虐待，非倫理的行為に関して測定した．「トリクルダウン効果」（De Bosscher et al., 2013; 
Hogan & Norton, 2000）と表現されるエリートスポーツサクセスの大衆スポーツに対するポジテ
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ィブな影響は「社会的ベネフィット」として項目化されているものの，多くの先行研究がエリート
スポーツとグラスルーツスポーツのコンフリクトについて議論をしていることから（Green, 2004a, 
2004b, 2006; Green & Houlihan, 2004; Houlihan & Zheng, 2013），ネガティブな影響（エリート
スポーツの推進が大衆スポーツの発展を制限する）を有する可能性があると判断し，「リスク」を
構成する 1項目として採用し，全 5項目となった．これらの測定項目は 7段階のリッカートスケ
ール（1：全くそう思わない，7：とてもそう思う）で設問された． 
「信頼」の測定項目は，日本における主たるエリートスポーツ政策アクター（Yamamoto, 2008）
に対する信頼として概念化され，質問の形式に関しては Visschers et al.（2011）が参考にされ
た．具体的には，文部科学省，日本スポーツ振興センター，日本オリンピック委員会，および
中央競技団体に対して 7段階のリッカートスケール（1：全く信用していない，7：とても信用して
いる）でその社会的な信頼の評価を求めた．なお，回答者が各組織について評価をするため
の十分な情報を有していないことが想定されたため，「わからない」のオプションが加えられた．
中央競技団体の設問においては，「総体的に考えてお答えください」と付記した． 
「アスリート・ロールモデル」は Rich（1997）によって開発された 5項目から成るロールモデル
尺度を改良した Dix et al.（2010）のアスリート・ロールモデル尺度を参考にした．調査のコンテ
キストに合わせるために，主語を「私の好きなアスリート」から「日本人アスリート」に修正し，7段
階のリッカートスケール（1：全くそう思わない，7：とてもそう思う）で問うた．なお，「総体的に考
えてお答えください」という注記が付け加えられている． 
最後に，「受容態度」の測定項目は Tokushige et al.（2007a; 2007b）をもとに，（1）個人，（2）
社会，（3）将来世代にとっての受容感，および（4）推奨度の 4項目で作成された． 
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表 4-2 測定項目 
 
 
 
 
測定項目 平均値 S.D.
標準化
因子負荷量
t値
私的ベネフィットa
日本人アスリートが国際競技大会で活躍することで、わたしは
PB1 自国に対する誇りを感じる 5.45 1.20 0.85 31.38***
PB2 幸せな気持ちになる 5.37 1.19 0.85 31.91***
PB3 日本人であることを意識する 5.30 1.24 0.90 34.72***
PB4 日本人としての一体感を感じる 5.27 1.27 0.91 35.11***
社会的ベネフィットa
日本人アスリートが国際競技大会で活躍することで、
SB1 国内の経済が活性化する 5.12 1.22 0.75 26.02***
SB2 対外的に国の威信が示される 4.99 1.21 0.81 29.15***
SB3 日本が諸外国から認知される 5.40 1.13 0.86 32.16***
SB4 日本の対外的なイメージが向上する 5.35 1.12 0.86 31.89***
SB5 国民のスポーツ実施率が向上する 5.39 1.13 0.80 28.48***
リスクa
トップレベルのスポーツの育成・強化の推進は、
R1 地域スポーツ（大衆スポーツ／生涯スポーツ）の推進を阻害する 3.33 1.29 0.59 18.72***
R2 過度な業績主義や勝利至上主義をあおる 3.99 1.38 0.80 27.99***
R3 暴力やパワーハラスメントを引き起こす 3.80 1.41 0.86 31.33***
R4 アスリートの学業停滞を引き起こす 4.06 1.37 0.77 26.61***
R5 非倫理的行為（ドーピング、八百長など）を引き起こす 3.76 1.36 0.77 26.46***
信頼b
以下の日本の国際競技力向上に関わる組織をどの程度信用していますか
T1 文部科学省 3.67 1.27 0.79 28.24***
T2 独立行政法人日本スポーツ振興センター（JSC） 3.73 1.19 0.94 37.38***
T3 公益財団法人日本オリンピック委員会（JOC） 3.78 1.28 0.90 35.09***
T4 中央競技団体（○○協会、○○連盟など） 3.65 1.20 0.87 33.10***
アスリート・ロールモデルa
日本人アスリートは、
ARM1 私が追い求めようとする良い手本を提供している 4.22 1.16 0.86 32.43***
ARM2 範を示している 4.35 1.10 0.88 33.79***
ARM3 他人が見習うべき良い例を示している 4.47 1.13 0.87 32.88***
ARM4 私が模倣したい働く姿勢や態度を示している 4.21 1.16 0.89 33.92***
ARM5 私にとって模範的な役割を果たしている 4.11 1.18 0.90 34.65***
受容態度
トップレベルのスポーツの育成・強化を国策として取り組むことは、
PA1 c あなた自身にとってどの程度受け入れることができますか？ 5.06 1.14 0.87 32.81***
PA2
c 日本社会にとってどの程度受け入れることができますか？ 5.12 1.07 0.95 38.48***
PA3 c 将来世代にとってどの程度受け入れることができますか？ 5.16 1.08 0.94 37.37***
PA4 d 日本社会はトップレベルのスポーツの育成・強化に積極的に取り組むべきである 5.19 1.04 0.78 27.92***
Note: 
         a 1：全くそう思わない～7：とてもそう思う
         b 1：全く信用していない～7：とても信用している
         c 1：全く受け入れることができない～7：積極的に受け入れることができる
         d 1：強く反対～7：強く賛成
         *** p<0.001.
概念
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共通方法分散バイアス 
 
本研究では，独立変数と従属変数を単一の回答者からワンショットで収集しているため，共
通手法分散バイアス（CMVバイアス: common method variance bias）によって変数間の関係に
意図せざる歪みが発生する可能性がある．そのためハーマンの単一因子検定を行い，CMV
バイアスの確認を行った（Podsakoff and Organ, 1986）16．Podsakoff et al.（2003）に習い，6つ
の構成概念における全ての測定項目（k = 27）を用いて，主因子法による探索的因子分析（条
件：固有値 1以上の因子抽出，回転なし）を行った．まず，因子分析を適用することの妥当性
を検討するために，Kaiser-Meyer-Olkinの標本妥当性の測度（KMO）およびBartlettの球面性
検定を行った．KMOは 0.93 と非常に高く（Kaiser, 1974）17，Bartlettの球面性検定18の結果，p 
< 0.001（χ2 = 21387.11, d.f. = 351）で帰無仮説を棄却することができ，因子分析を適用すること
が妥当であることが示された．次に，探索的因子分析を行なった結果，全体の分散の 75.05%
を説明することができる 5つの因子が抽出され，第 1因子の因子寄与率は 39.44%であった．
因子が複数に分割され，第 1因子の因子寄与率がそれ程高くないため，CMVバイアスの問
題は深刻ではないことが示された． 
 
調査尺度の検討 
 
図 4-1に示した仮説モデルに対して，共分散構造分析（SEM: structural equation modelling）
を用いてモデルの適合度を検証した．SEMは，社会科学において抽象的な概念から構成さ
れている仮説，あるいは理論を実証的に検証できる有力な手法である．本研究では，
                           
16 CMVバイアスが深刻な問題である場合，全変数を用いた探索的因子分析において 1因子構造であるとの結果，あるいは第 1
因子の寄与率が極めて高い結果が示される． 
17 Kaiser-Meyer-Olkinの標本妥当性の測度（KMO）は，観測された相関係数と偏相関係数の比である．全ての変数間の偏相関
係数の 2乗和が相関係数の 2乗和に比べて小さいときに KMOは 1に近づく．Kaiser（1974）によれば，0.5以下は不適切
（unacceptable），0.5～0.6はひどい（miserable），0.6～0.7で可もなく不可もない（mediocre），0.7～0.8はまあまあ（middling），0.8
～0.9は称賛に値し（meritorious），0.9以上は素晴らしい（marvelous）とされる． 
18 Bartlettの球面性の検定は，相関係数行列が単位行列であるとの帰無仮説のもと，変数間の相関を検定するテストである． 
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Anderson and Gerbing（1988）の 2ステップ・アプローチに従い，仮説モデルの検証に先立ち確
認的因子分析（CFA: confirmatory factor analysis）を用いて構成概念の測定尺度の信頼性，
収束的妥当性，および弁別的妥当性を検討した． 分析には，SPSS 21.0とAmos 21.0を用い
た． 
適合度指標については Kline（2005）の推奨に従い，（1）NNFI，（2）CFI，（3）RMSEAおよ
び（4）SRMRの 4つのインデックスを用いた．なお χ2値はサンプルサイズの影響を受けやすい
ため，適合度指標から除外している．CFAの結果，NNFI = 0.95 と CFI = 0.96は基準値（0.90）
を上回る結果であった．さらに，RMSEA = 0.06および SRMR = 0.04は許容範囲内（≤ 0.08）で
あった（Hu & Bentler, 1999）．全ての適合度指標が許容値を満たしたことから，モデルのデー
タに対する適合度が良好であることが示された． 
次に信頼性の検討をするために，信頼性係数として Cronbachの α係数を表 4-3に算出し
た．各因子の α係数は Nunnally（1967）が提示した 0.7以上という基準を満たし，内的一貫性
が確認できた． 
続いて尺度モデルの概念的妥当性を検討した．構成概念と観測変数の関係の強さは因子
負荷量によって検討され，全ての値が 0.50以上であり，p < 0.001で有意であったため，各観
測変数が対応する構成概念を正確に測定していることが示唆された（Anderson & Gerbing, 
1988; Hair et al., 2005）（表 4-3）．さらに，各因子の AVEを求めた結果，全てにおいて基準値
とされる 0.50を上回り，収束的妥当性が示された．因子同士の相違性を表す弁別的妥当性は，
因子間の相関係数が 0.85以下であること（Kline, 2005）および AVEが因子間の相関係数の
平方よりも大きい値を示す（Fornell & Larcker, 1981）ことを条件に検討された．表 4-3 と表 4-4
が示すとおり，上記の条件が満たされたため，本研究の調査尺度は弁別的妥当性を備えてい
ると判断できる． 
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表 4-3 各概念の因子間相関と信頼性，および測定項目の因子負荷量 
 
 
表 4-4 各概念の相関係数の二乗および平均分散抽出 
 
 
 
 
1 2 3 4 5 6
1. 私的ベネフィット 5.35 1.50 1.00
2. 社会的ベネフィット 5.25 1.35 0.81 1.00
3. リスク 3.79 1.86 -0.10 -0.09 1.00
4. 信頼 3.71 1.53 0.34 0.35 -0.09 1.00
5. アスリート・ロールモデル 4.27 1.31 0.57 0.53 -0.16 0.40 1.00
6. 受容態度 5.13 1.17 0.56 0.59 -0.27 0.33 0.53 1.00
概念 項目数 Cronbach α
1. 私的ベネフィット 4 0.93
2. 社会的ベネフィット 5 0.91
3. リスク 5 0.87
4. 信頼 4 0.93
5. アスリート・ロールモデル 5 0.94
6. 受容態度 4 0.93
Note:
    
*** 
p  < 0.001.
    n  = 921; NNFI = 0.95; CFI = 0.96; RMSEA = 0.06; SRMR = 0.04.
概念 平均値 S.D.
相関行列
Item-Total相関 標準化係数 t 値
0.75-0.84 0.85-0.91 31.38-35.11
***
0.60-0.79 0.75-0.86 26.02-32.16***
0.38-0.67 0.59-0.86 18.72-31.32
***
0.69-0.85 0.79-0.94 28.24-37.38***
0.73-0.86 0.87-0.90 32.43-34.65***
0.72-0.90 0.78-0.95 27.92-38.48
***
1 2 3 4 5 6
1. 私的ベネフィット 0.77a
2. 社会的ベネフィット 0.66 0.67a
3. リスク 0.01 0.01 0.59a
4. 信頼 0.11 0.12 0.01 0.77a
5. アスリート・ロールモデル 0.33 0.28 0.03 0.16 0.77a
6. 受容態度 0.32 0.35 0.07 0.11 0.28 0.78a
Note:
    a 平均分散抽出.
概念
相関係数の二乗の行列
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4.1.4 仮説の検証結果 
 
 仮説モデルの検証には，最尤推定法による SEMを用いた．初期モデル（図 4-1）においては，
SRMR = 0.14 と許容値（≤ 0.10）（Kline, 2005）を上回る結果となった．この原因を，「信頼」と
「アスリート・ロールモデル」との間に見られる中程度の相関による影響（r = 0.40, p < 0.001）で
あると考え，この相互作用を加味するために共分散のパスを引きモデルを修正した．修正モデ
ルには有意な改善が確認され（Δχ2(1) = 143.16, p < 0.001），良好な適合度を示すに至った
（NNFI = 0.94, CFI = 0.94, RMSEA = 0.07, SRMR = 0.095）．SEMの結果は表 4-5に要約され
ている． 
H1 と H2は「私的ベネフィット」および「社会的ベネフィット」から「受容態度」に対する正のパ
スを想定していた．他方，H3は「リスク」から「受容態度」へのパスが負の値を示すことを仮定し
ていた．エリートスポーツ政策に対する受容態度への直接効果を想定したこれら 3つのパスは
有意な値を示し（βH1 = 0.18, t = 4.98; βH2 = 0.32, t = 8.81; βH3 = -0.19, t = -6.18），H1，H2，H3
は支持される結果となった．つまり，エリートスポーツサクセスがもたらす私的・社会的ベネフィ
ットを高く認識している人ほど，エリートスポーツ政策の推進にポジティブな態度を持つというこ
とである．逆に，エリートスポーツが孕む様々なリスクを高く認知している人ほど，ネガティブな
態度が形成されやすいことが明らかになった． 
H4からH9では「私的ベネフィット」，「社会的ベネフィット」，「リスク」を媒介することでエリート
スポーツ政策に対する受容態度に影響を与える先行要因が検証された．表4-5の標準偏回帰
係数が示すとおり，「信頼」から「私的ベネフィット」（βH4 = 0.12, t = 3.83）と「社会的ベネフィット」
（βH5 = 0.16, t = 4.59）へのパスは統計的に有意な値を示した．以上の結果から H4 と H5は支
持された．しかしながら，「信頼」から「リスク」に対するパスに関するデータ（βH6 = -0.03, t = 
-0.71）により，H6は棄却される結果となった．この結果，エリートスポーツ政策に関連する組
織・機関に対する国民の社会的信頼が高ければ，自国の選手が活躍することでもたらされる
私的・社会的なベネフィットに対する社会的認識の高まりに繋がるということがわかった． 
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「アスリート・ロールモデル」は「私的ベネフィット」（βH7 = 0.54, t = 15.22），「社会的ベネフィッ
ト」（βH8 = 0.49, t = 13.09），および「リスク」（βH9 = -0.15, t = -3.73）に対して有意な影響を与えて
いた．したがって H7からH9は支持された．つまり，自国アスリートを社会的なロールモデルで
あるという社会的認識の高まりが，エリートスポーツのベネフィットの認識だけでなく，リスク認知
にも影響を与えるという結果である．以上の結果から，「信頼」と「リスク」の関係を除き，エリート
スポーツ政策アクターに対する信頼とアスリートのロールモデルとしての認識が，エリートスポ
ーツサクセスのもたらすベネフィットとエリートスポーツに関連するリスクの先行要因であること
が明らかとなった． 
最後に，「アスリート・ロールモデル」は「受容態度」に有意な正の影響を与えており（βH10 = 
0.24, t = 5.94），H10は支持された．この結果が意味するのは，アスリートのロールモデルとして
の国民の認識の向上が，エリートスポーツ政策の推進に対するポジティブな態度形成に直接
的に影響するということである． 
 
表 4-5 仮説検証の結果 
 
 H1: 私的ベネフィット → 受容態度 0.18 0.03   4.98*** 支持
 H2: 社会的ベネフィット → 受容態度 0.32 0.04  8.81*** 支持
 H3: リスク → 受容態度 -0.19 0.04 -6.18*** 支持
 H4: 信頼 →私的ベネフィット 0.12 0.03   3.83*** 支持
 H5: 信頼 → 社会的ベネフィット 0.16 0.03   4.59*** 支持
 H6: 信頼 → リスク -0.03 0.03    -0.71n.s.** 棄却
 H7: アスリートロールモデル → 私的ベネフィット 0.54 0.04 15.22*** 支持
 H8: アスリートロールモデル → 社会的ベネフィット 0.49 0.03 13.09*** 支持
 H9: アスリートロールモデル → リスク -0.15 0.03  -3.73*** 支持
 H10: アスリートロールモデル → 受容態度 0.24 0.04   5.94*** 支持
 重相関係数の二乗 (R2SMC):
   私的ベネフィット 0.36
   社会的ベネフィット 0.32
   リスク 0.03
   受容態度 0.43
Note:
    
*** 
p  < 0.001, 
n.s. 
not significant.
    n  = 921; NNFI = 0.94; CFI = 0.94; RMSEA = 0.07; SRMR = 0.09.
     仮説 標準偏回帰係数 S.E. t値 結果
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続いて，媒介効果の検証をするために，Sobel（1982），Aroian（1947），および Goodman
（1960）の媒介分析を行なった．これらの検定によって，独立変数（「信頼」と「アスリート・ロール
モデル」）が媒介変数（「私的ベネフィット」，「社会的ベネフィット」，「リスク」）を介して，従属変
数（「受容態度」）に与える間接的な効果を分析することができる．表 4-6は，3つの検定の結果
および各因子の「受容態度」への間接効果，直接効果，総合効果の大きさを表している．SEM
において棄却をされた「リスク」を介した「信頼」と「受容態度」の媒介効果を除いた全ての効果
が p < 0.001で統計的に有意な結果を示した．これらの結果より，「信頼」と「アスリート・ロール
モデル」の「受容態度」に対する有意な間接効果が明らかとなった． 
検証結果を総合して，本モデルはエリートスポーツ政策に対する国民の受容態度の分散の
約半分を説明することができた．直接効果を持つ 4つの概念の中で，最も強い影響を示した
のは「社会的ベネフィット」であった．他方，間接効果を包含した総合効果を考慮すると，「アス
リート・ロールモデル」が最も大きな影響を与えているということが明らかとなった（表 4-6）． 
 
表 4-6 媒介分析の結果および直接・間接・総合効果 
 
Sobel Aroian Goodman
信頼 → H4 0.12 0.03 3.33*** 3.30*** 3.36***
→ 受容態度 H1 0.18 0.03
信頼 → H5 0.16 0.03 4.44*** 4.41*** 4.46***
→ 受容態度 H2 0.32 0.04
信頼 → H6 -0.03 0.03 0.98n.s. 0.96n.s. 1.00n.s.
→ 受容態度 H3 -0.19 0.04
アスリート・ロールモデル → H7 0.54 0.04 5.48*** 5.47*** 5.50***
→ 受容態度 H1 0.18 0.03
アスリート・ロールモデル → H8 0.49 0.03 7.18*** 7.17*** 7.19***
→ 受容態度 H2 0.32 0.04
アスリート・ロールモデル → H9 -0.15 0.03 3.44*** 3.41*** 3.48***
→ 受容態度 H3 -0.19 0.04
私的ベネフィット
社会的ベネフィット
リスク
信頼
アスリート・ロールモデル
Note:
         *** p<0.001, n.s. not significant.
私的ベネフィット
概念a 仮説 係数 S.E.
媒介効果の検定
0.24 0.28 0.52
-0.19 — -0.19
— 0.08 0.08
0.32 — 0.32
0.18
総合効果
社会的ベネフィット
リスク
私的ベネフィット
0.18 —
社会的ベネフィット
リスク
直接効果 間接効果
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4.1.5 考察 
 
本研究の目的は，トップレベルのスポーツの育成・強化を国策として取り組むことに対する
国民の受容態度を規定する社会心理要因を検討することにより，その形成メカニズムを明らか
にすることであった．ボトムアップアプローチによる態度形成理論を基軸にしつつ，「アスリー
ト・ロールモデル」という概念を組み込むことで，エリートスポーツ政策におけるコンテキストに
適合した受容態度の検証を試みた．方法論的視点においては，本研究はエリートスポーツ政
策の受容態度と関連する社会心理要因を測定する信頼性および妥当性が十分に認められた
調査項目の作成に寄与した．理論的観点からは，エリートスポーツ政策に対する受容態度に
影響を与える 5つの概念の特定に貢献した．これらの要因が受容態度に与える影響が 10の
仮説により検討された． 
エリートスポーツサクセスがもたらす私的・社会的ベネフィットを高く認知している人ほど，政
策の受容傾向が強いことが明らかになった．これは，自国アスリートが国際競技大会で活躍す
ることが国の評判（Wicker, Hallmann et al., 2012）や名声（Humphreys et al., 2011）にといった
社会的なベネフィットにとって重要であると考えている人ほど，エリートスポーツサクセスの価値
を高く評価している結果を支持している．また，私的ベネフィットの認知についても，選手の活
躍が自己の幸せにとって重要であるという気持ちが，国民がエリートスポーツサクセスの価値を
高く評価することに繋がるというWicker, Hallman et al.（2012）の研究結果と親和性が高い． 
また，リスクが受容態度にネガティブな影響を与えることも示された．これは，ドーピング行動
がスポーツのイメージや価値の失墜に繋がり，一般市民のアスリートに対する支持的な態度に
も影響を与えると言及したKayser et al.（2007），Petróczi （2007），およびUvacesk et al.（2011）
などの論議を支持する．Park et al.（2012）は，韓国におけるエリートスポーツ偏重の政策が，ア
スリートの教育問題や身体的・性的虐待などの社会的リスクを引き起こし，今後のスポーツの
発展を妨げる結果をもたらす可能性を論じている．同様に，他のリスク項目もエリートスポーツ
政策に対する国民の態度に負の影響を与えていると結論づけることができる．ただし，「リスク」
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が「受容態度」に有意にネガティブな影響を与える（β = -0.19）一方で，最もインパクトが強いの
は「社会的ベネフィット」であった（β = 0.32）．つまり，国民はエリートスポーツ志向の政策推進
により引き起こされる可能性のあるリスクを認知していたとしても，基本的にはメダル獲得に伴う
社会的ベネフィットをベースに受容態度を決定しているということである．Green（2006）は「オリ
ンピックにおける一握りのメダルという野心的な目標のために多くの公的資金を費やすことに
ついての議論は（エリートスポーツサクセスが人々のスポーツ参加を誘発するというストーリーラ
インに）抑圧されている」（p. 233）と論じており，人々が社会的ベネフィットの認知によって受容
傾向を示すという本研究の結果と部分的に合致する． 
エリートスポーツにおける政策アクターへの社会的な信頼が高いほど，エリートスポーツ政
策のベネフィット認知が高まることが明らかとなった．これは，公共受容性に関する多くの先行
研究を支持する結果である（例えばBronfman et al., 2012; Siegrist et al., 2007）．一般的に，多
くの人はエリートスポーツ政策やそれがもたらすベネフィットについての明確な知識を有してい
ない．そのため，受容態度を判断する際は，そのマネジメントについて責任を有する組織・機
関への社会的な信頼に依拠せざるを得ない．この結果は，関連組織が社会的信頼を失うこと
によって，エリートスポーツ政策がもたらすベネフィットに対する人々の認知レベルを下げると
いうことを意味する．つまり，事業・施策の中身に関わらず，関連組織に対する信頼によって，
政策が社会的に受容されない可能性があるということが示唆される． 
一方で，興味深いことにエリートスポーツ政策アクターに対する信頼はリスク認知とは無関
係であり，仮説は棄却された．このことにはいくつかの理由が考えられる．まず，2020オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会の招致活動が，エリートスポーツの関連組織に対する社会的信頼と
信頼」とリスク認知の関係性に何らかの影響をもたらした可能性がある．次に，信頼には一定
のリスクを伴っているにも関わらず相手に任せておこうという心理状態（意図）と制度を動かす
人やその構造・機能に対する経験やエビデンスに基づく信念（能力）に分解することができる
（Earle & Siegrist, 2006; Siegrist et al., 2003）．今般の調査は，これらの多義的な概念が混在し
た可能性がある． 
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最後に，アスリートに対するロールモデルとしての認識は，エリートスポーツサクセスの私的・
社会的ベネフィットの認知やリスクの認知に影響を与えるばかりでなく，エリートスポーツ政策
の推進に対する受容態度にも直接的な影響があることが実証された．「アスリート・ロールモデ
ル」がエリートスポーツに対する人々の態度を規定していることは，Wicker, Hallmann et al.
（2012）の結果を支持するものである．これら結果から，「エリートスポーツ政策の関連組織がい
かにして社会的な信頼を高めることができるのか？」，「人々はどのような社会心理メカニズム
でアスリートをロールモデルとみなすようになるのか？」といったリサーチクエスチョンに対応す
るエビデンスの蓄積が求められる．これら「信頼」や「アスリート・ロールモデル」を規定する要因
を検証するにあたっては，技術政策分野において研究が集積されている主要価値類似性モ
デル（Earle & Cvetkovich, 1995，Siegrist et al., 2000）やその発展型である TCC（trust, 
confidence and cooperation）モデル（Earle & Siegrist, 2006; Earle, Siegrist, & Gutscher, 2010）
などの社会心理モデルの援用が期待される．近年の行政学においてはアカウンタビリティーが
組織の信頼に影響を与えるといった見解が散見される（例えばFard & Rostany, 2007）．この考
えを用いると，カナダやオーストラリアの競技団体におけるアカウンタビリティーへの注力
（Havaris & Danylchuk, 2007; Hoye, 2003）や，わが国におけるスポーツ界の透明性，公平・公
正性の向上対策は，組織の信頼の高めることによる間接的な国民の受容性向上策と解釈する
ことも可能である． 
 
4.1.6 研究の限界と今後の課題 
 
ただし，本研究にはいくつかの研究の限界がある．第1に，「信頼」と「アスリート・ロールモデ
ル」が「リスク」における分散の 3%しか説明できなかった点である．今後は，例えばトップダウン
アローチを併用するなど他の先行要因の影響をも検討する必要がある．次に，本研究におい
て用いられたベネフィットやリスクを測定する項目は，実証的エビデンスではなく，先行研究に
おける記述に基づいている点である．つまり，それらのベネフィットやリスクが実際に引き起こさ
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れているのかは判然としない．例えば，測定項目の一つであったエリートスポーツサクセスが
大衆のスポーツ参加を向上するというエビデンスは，断片的にしか示されていない（De 
Bosshcer et al., 2013）．さらに，インターネット調査によるバイアスの問題である．本研究では，
2010 年の国勢調査における人口分布と比率が均一になるように対象者を抽出しているものの，
社会調査モニターからの抽出という課題を含んでいる．そのため，本研究で得られた知見を一
般化する際には，以上の点を慎重に考慮する必要がある．最後に，本研究は2020年東京オリ
ンピック・パラリンピック競技大会が開催される日本において行われたものであり，調査時であ
る 2013年 2月は支持率の上昇に向けた招致キャンペーンが本格化しだした時期であったとい
う点である．結果の一般性をさらに高めるためには国際比較研究への発展が望まれる．本研
究における仮説は，一般理論や実証的な先行研究に基づいて構成されているため，他国の
調査をした場合でも結果に大きな相違はないと考えられるが，文化やスポーツにおける優先
政策（エリートスポーツやスポーツ・フォー・オール）の違いによってパス係数の大きさは多種多
様となることが考えられる． 
結びに，エリートスポーツの発展のために国費投資をすることに対し，国民の受容・拒否態
度に拘わらず，政策の経路依存性の問題が存在することに触れなければならない．なぜなら，
ひとたびエリートスポーツ（または生涯スポーツ）偏重の政策が実施されると，整備される政策
や制度の存在が後の政策・制度の在り方を大きく規定するため，政策転換は容易には起こら
ないためである（Green & Collins, 2008）． 
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第 1節 本論文で得られた知見のまとめと意義 
5.1.1 第 3章（研究 1，2，3）から得られた知見と意義 
 
研究 1では，エリートスポーツ政策の価値評価を検討するために，トップアスリートが国際競
技大会で活躍することで国民にもたらされる公共財としての価値の推計方法の提示および結
果が示された．具体的には，「スポーツ基本計画の目標（オリンピックにおける金メダル獲得ラ
ンキング夏季大会 5位・冬季大会 10位）を達成するための国際競技力向上施策の拡充により
創出可能な便益の価値」の値をWTP という経済的尺度で推計した．インターネット調査による
クロス・セクション・データによると，WTPの中央値は 421円と算出され，母集団のWTPの集計
値は約 439億円であった． 
研究 2では，エリートスポーツ政策によって創出される価値の貨幣評価を縦断的に行った．
その結果，オリンピック開催の前後でWTPが上昇し，半年後に微減するという傾向が確認され
たものの，統計的に有意な水準ではなく，本研究において用いた CVMの設計により算出され
た価値評価は時間的信頼性のある値であることがわかった．インターネット調査によるパネル・
データによると，母集団のWTP集計値は 478～525億円であった． 
研究 1 と 2により，自国アスリートの国際舞台における活躍によってもたらされる便益は，控
えめに推計しても，公共部門が費やす国際競技力向上関係のコストを上回る可能性が示唆さ
れた．国費投資に対するリターンについてアウトプット（e.g. メダル数）でなく，アウトカムとして
の効果を専門的なアプローチを援用して実証的に検証し，過去の研究が持たなかった時間的
な信頼性について検証がなされた点は意義ある成果と考えられる．ただし，本研究の結果から
エリートスポーツにおける自国アスリートの活躍を享受していない層の存在も確認され，必ずし
も公共財としての機能があるとは言い切れないことも確認された． 
研究 3では，エリートスポーツ政策に対する価値評価に影響を与える要因が，Fishbein and 
Ajzen（1975）の態度―行動モデルを用いて検証された．その結果，高年齢で，世帯年収が高
く，自国アスリートが活躍することが日本社会や自身とって多くのベネフィットがあると認識して
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おり，エリートスポーツ偏重の政策推進によって発生するリスクの認知レベルが低く，日本人ア
スリートを社会におけるロールモデルであると感じているものほど，表明するWTPが高い，つ
まりエリートスポーツ政策の価値を高く評価していることが明らかになった．また，この価値評価
には，日本の国際競技力の向上に責務を有する関連組織の社会的信頼や，国際競技力向
上に関係する施策に関する国民の知識レベルは影響を与えないことがわかった．これらの結
果は，態度と行動に関する基礎理論に裏付けられていることや，解釈の可能な範囲であること
から，結果の理論的な妥当性を示すものであった． 
総括すると，この一連の研究課題の遂行により，エリートスポーツ政策の価値および公的援
助の是非を判断する需要サイド（受益者）に関する基礎データを得ることができたといえる． 
 
5.1.2 第 4章（研究 4）から得られた知見と意義 
 
研究 4は，エリートスポーツ政策に対する国民の受容態度の形成メカニズムの検証を試み
た初めての研究である．2020年オリンピック・パラリンピックの招致成功を受けて，エリートスポ
ーツ分野への公的予算拡充の公算が大きいわが国において社会全体の理解を得た持続可
能なエリートスポーツシステムの構築は極めて重要な課題であったといえる．本研究で得られ
たクロス・セクション・データによると，エリートスポーツ政策に対する受容態度モデルは 2層の
因果構造から構築されていることが示された．受容態度はエリートスポーツサクセスがもたらす
私的・社会的ベネフィットとエリートスポーツが孕むリスクの認知のバランスに規定される．そし
て，それらのベネフィットやリスクの判断は，エリートスポーツ政策アクターに対する信頼とアスリ
ートのロールモデルとしての認識に依存することが証明された．得られた結果は，社会心理学
における態度形成理論や先行研究のエビデンスに矛盾しない． 
本研究により，エリートスポーツ政策に対する社会全体の理解や受容意識の形成メカニズム
を解明するための実用的なモデルが構築されたと概括できる． 
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第 2節 政策的インプリケーション 
5.2.1 エリートスポーツ予算に関するインプリケーション 
 
「グローバル・スポーツ軍拡競争」と形容されるように，わが国もエリートスポーツに対して本
格的な国定の戦略的アプローチが採られようとしている．専門家や政党の政策部会の中で，
国際競技力の向上を図るために，文化庁予算と同等の 1,000億円をスポーツの育成に投資す
ることが当面の目標とされている（スポーツ立国調査会, 2008; スポーツ振興に関する懇談会, 
2007）．関連して，日本オリンピック委員会は，2020年東京オリンピック競技大会までの 6年間
で 1,000億円を超える強化支援費の要望を国に提出している（JOC 強化費 1000億円など要
望, 2014年 6月 20日）．文部科学省は 2015年度の概算要求において，対前年度比 2倍以
上の 540億円のスポーツ予算を要求しており，強化費の大幅な増額も盛り込まれている（文部
科学省, 2014）．このように競技力向上予算に対する供給サイドのニーズは一層増している． 
本論文の結果は，エリートスポーツにより国民が享受できる公共財としての価値に関する基
礎データを提供するものであり，政府が国際競技力向上関係の施策や計画を策定する際，あ
るいは社会的な受容性を意識しながら競技力向上予算の取り決めの意思決定をする際に有
用であると思われる．第 3章において実施した一連の需要サイド（受益者）の分析によると，日
本人国民はエリートスポーツ政策に対して総計約 450億円程度の価値を評価していることが
分かった．しかしながら，この結果のみを客観的な根拠として国際競技力向上関係予算の当
該規模への増額を判断することはできない．なぜならば，民間企業や中央競技団体，さらには
地方自治体の一部資金も競技力向上に幾分か貢献しているものと考えることが必要であり，そ
れらの差引を考慮しなくてはならないためである．加えて，採用された CVM というメソッドは本
論でも述べたとおり，仮想的なシナリオに依拠して回答者の経済的測度を推計する方法であ
る．また，エリートスポーツ政策に対する国費投資は，例えばインフラの整備などとは性質が異
なり，成果の不確実性が高く，「ギャンブル的」な特性（Mitchell et al., 2012, p.17）があるため，
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費用対効果分析に代表される競技力向上の供給サイドの分析などと複合的に検討し，妥当と
考えられる水準を判断することが重要である． 
 
5.2.2 エリートスポーツ政策に対する国民の受容性向上ためのインプリケーション 
 
国民がスポーツにおける国際競技力向上に対して好意的な態度を持っているということは，
エリートスポーツシステムに欠けてはならない要素である（Houlihan & Zheng, 2013）．野村総
合研究所が 2012 年に実施したエリートスポーツと他分野での日本の国際的な活躍に対する
国民の「うれしさ」の比較研究によると，日本代表チームや選手が国際大会で優勝やメダルを
獲得ことは，例えばノーベル賞の受賞や文化人が国際的に高い評価を受けることよりも喜びが
大きいということが発表されている（濱谷, 2012）．この報告や第 2章第 1節にて示した，「国際
大会において日本選手が活躍するための公的援助の必要性」の統計（e.g. 文部科学省, 
2013）から，日本人国民がエリートスポーツを国策として遂行することに対して一定の受容性が
あり，現行の国際競技力向上を間接的に支えている 1つの要因であることがわかる．この公共
の受容性に関しては，（1）メダル獲得の不確実性，（2）政治的リスク，および（3）効率的・効果
的な政策実施という観点で 2020年，あるいはそれ以降も維持・向上に力を注ぐ必要がある． 
第 4章において得られた実証的知見より，社会全体の理解を得た持続可能なエリートスポ
ーツシステムの構築に向けた実践的示唆は明白である．本研究において，選手の活躍が社
会にもたらすベネフィットに対する認知が高いことがエリートスポーツ政策に対する受容的な態
度に最も重要な直接効果があることがわかった．したがって，政策の推進・拡充がいかに多く
のベネフィットを日本にもたらすことができるのかについて継続的かつ積極的に研究，そして
周知していくことが求められる． 
一方で，関連団体やアスリート自身が社会の信頼を損なうような行為が公になった場合，政
策に対する受容性が間接的に低下することを忘れてはならい．近年は，関連団体による助成
金の不正受給，暴力行為・パワハラ問題，セクハラ問題，アスリートの問題行動など不祥事が
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後を絶たない．エリートスポーツはその予算規模に対して，社会の注目度が高いため些細な
行動であっても世論形成に影響しかねない．そのため，より一層のスポーツ関連団体・組織の
ガバナンス強化やアスリート教育を，予算の拡充と両輪で行っていくことが推奨される．海外の
事例においては，フィンランドにおける1990年代のスポーツ・フォア・オールからエリートスポー
ツへの政策転換は，アスリートによる集団的なドーピングやスポーツ界における暴力がトリガー
となり，エリートスポーツ分野への国費投資に対する社会的な正当性を示すことが困難になっ
たことが誘因の 1つであったとの報告もある（Vuori et al., 2004）．これは本モデルで解釈すると
以下のようになる．ドーピング事件や暴力に関する報道を受け，国民のアスリートのロールモデ
ルとしての認識，あるいは関連組織の社会的な信用が失われ，エリートスポーツサクセスのベ
ネフィット認知の低下を経由し，国民の受容態度の低下に繋り，最終的に政策転換という政治
的な決定に至った．なお，本研究では影響力が棄却されたが，エリートスポーツのリスクの認
知を媒介した可能性も十分に考えられる． 
最後に，社会の模範的な存在として活躍するアスリートの養成は，政策の受容態度に総合
的に最も大きな影響を与えることが実証されたため，現行のエリートスポーツシステムに求めら
れる極めて重要な要素であると考えられる．関連して，元国際オリンピック委員会会長のジャッ
ク・ロゲ氏はシンガポール･ユースオリンピック 2010の開会式において，以下のスピーチを述べ
ている． 
 
（ユースオリンピックでは，）優勝することと，チャンピョンになることの違いを学ぶことになる
だろう．優勝するということは，単にゴールのテープを 1番先に切るということだ．チャンピョ
ンになるためには，自分の身体的な才能と同じように人間性に対しても尊敬されるような
行動をとらなくてはならない．ドーピングやアンフェアに有利に立つその他の方法を用い
ることなく，フェアプレイの精神で相手とルールを尊重し競技をしなければならない．自身
の行動を極めて頂点に立ち，同世代のロールモデルになれる時，あなたたちは競技ラン
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キングに関係なく真のチャンピョンになれるであろう．（Singapore 2010 Opening Ceremony 
Speech by IOC President, Jacques Rogge） 
 
本研究結果と併せると，「真のチャンピョン」の持続的な養成は，国民の受容性を効果的に
高める最も重要な政策的インプリケーションであると考えられる．ここからも，アスリートのジュニ
ア期からエリートレベルまでの中・長期に渡る競技生活全般に対する支援（アスリート・ライフ・
サポート）をメダリストの育成という観点にとどめることなく，アスリートが発掘・育成・強化というプ
ロセスの中で培った経験を存分に活かし，社会を支えるロールモデルとして成長していくという
視点を包含したプログラムの構築が重要であると思われる．
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補論 1 価値評価と受容態度の関連性 
6.1.1 目的 
 
本論文は，エリートスポーツ政策に対する国民の受容性を明らかにするという大目的に対し
て，第 3章における経済学的なアプローチでは価値評価を定量化した支払意志額（WTP）を，
第 4章における社会心理学的なアプローチでは受容態度を従属変数として定め，その程度や
関連要因，あるいは形成メカニズムを明らかにしてきた．しかし，これら変数間の関係性につい
ては判然としないため，統計的な分析をしておく必要がある．そこで，補論 1として「価値評価」
と「受容態度」の関連を検討することを目的とした19． 
 
6.1.2 方法 
調査対象者および手続き 
 
研究 3（第 3章第 3節）と同様である． 
 
測定項目 
（1）エリートスポーツ政策に対する価値評価 
 
研究 1～3 と同様に，エリートスポーツ政策に対するWTP として設定された．具体的には，
スポーツ基本計画に明記している政策目標（エリートスポーツサクセス）を達成するためのトッ
プアスリートの強化・育成事業に充当する年次の追加目的税の提示額に対して回答者が受諾
する確率である．この変数は 0から 1の値をとる． 
 
 
                           
19 見田（1966）は，態度と価値に関する文献を整理し，態度と価値意識は同義語に近いとしている． 
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（2）エリートスポーツ政策に対する受容態度 
 
 「受容態度」の測定項目は，研究 4（第 4章）において用いたものと同じである．Tokushige et 
al.（2007a; 2007b）をもとに，（1）個人，（2）社会，（3）将来世代にとっての受容感，および（4）推
奨度の4項目で構成されており，7段階のリッカートスケールで問われた．なお，エリートスポー
ツ政策に対する価値評価が0から1のレンジをとる変数であるため，各測定項目に対する回答
は，-1（非常にネガティブ）から 1（非常にポジティブ）に変換された．各項目の平均値である因
子得点は 0.39であり，Cronbach αは 0.94であった（表 6-1-1）． 
 
表 6-1-1 受容態度の測定項目および記述統計 
 
 
関連性の分析 
 
ある個人が仮想的な提示額 Bに対して支払意志を示す確率は，対数線形ロジットモデルを
適用し，独立変数である「受容態度」とともに表現すると， 
 
𝜋𝑦(𝐵) = 1/{1 + 𝑒𝑥𝑝 − (𝛼 + 𝛽𝑏𝑖𝑑𝑙𝑛𝐵 + 𝛽𝑃𝐴)}     (18)  
 
平均値 標準偏差 Cronbach α
トップレベルのスポーツの育成・強化を国策として取り組むことは、
PA1 a あなた自信にとってどの程度受け入れることができますか？ 0.36 0.39
PA2 a 日本社会にとってどの程度受け入れることができますか？ 0.39 0.36
PA3 a 将来世代にとってどの程度受け入れることができますか？ 0.40 0.36
PA4 b 日本社会はトップレベルのスポーツの育成・強化に積極的に取り組むべきである 0.41 0.35
受容態度インデックス 0.39 0.36
Note:
         a 1：全く受け入れることができない～7：積極的に受け入れることができる
         b 1：強く反対～7：強く賛成
　　  得点は-1から1に変換されている
0.94
測定項目
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となる．ただし，αは定数項，βbidは lnBのパラメータ，βは各回答者の受容態度 PAのパラメー
タである．なお，研究 3（第 3 章第 3 節）において有意な関連性が確認された年齢および世帯
年収を調整変数として投入した．各パラメータは最尤法によって推定され，尤度関数は（9）式
のとおりである20． 
 
6.1.3 結果 
 
対数線形ロジットモデルの結果を表 6-1-2に示す．「受容態度」はWTP と有意に正の関連
性があることが明らかとなった（p < .001）． 
 
表 6-1-2 対数線形ロジットモデルの出力結果 
 
 
6.1.4 考察 
 
本研究はエリートスポーツ政策に対する価値評価と受容態度の関連性を分析することで，
本論を補完するものである．対数線形ロジットモデルによれば，両変数は有意な正の関係にあ
り，近接した概念である可能性が示された．ただし，因果関係までは明らかにならない． 
                           
20 推計には，Econometric Software社の計量経済計算パッケージ NLOGIT5（with LIMDEP 10）を用いた．推定プログラムは寺
脇（2000; 2002）を参考に作成した． 
変数a,b 係数 ｔ値
定数項 2.979 3.559***
受容態度 3.500 11.634***
提示額の対数値 -1.048 -18.222***
標本サイズ 613
対数尤度 -746.665
AIC 1503.329
Note:
       a 従属変数：WTP設問に「確実に払う」と回答する確率
       b 調整変数：年齢、世帯年収
       *** p  < 0.001.
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まず，エリートスポーツサクセスのアウトカムとしての価値を高く評価するからこそ，そのサク
セスを創出するエリートスポーツ政策に対して受容的な態度が形成されるという因果関係が考
えられる．これは価値に対する意識が態度に影響を与えるという考え方である．CVMは価値
評価を効用の増分をもとに測定するので，効用を 1つのアウトカム，あるいは私的ベネフィット
であると考えた場合，この因果の方向は妥当であると考えられる．一方で，CVMにおける価値
評価はWTPという代理変数をもとに測定される．これは態度―行動モデル（Fishbein & Ajzen, 
1975）における行動意図に該当する（Barro et al., 1996; ミッチェル・カーソン, 2001）．つまり今
般の方法論をベースに考えると，エリートスポーツ政策に対する態度が受容傾向にあると，エリ
ートスポーツ政策の拡充のための年次の目的税に対する受諾率が高まるという因果であると
いえる． 
以上をまとめると，本論文において国民のエリートスポーツ政策に対する「受容性」を表す概
念として設定された「価値評価」および「受容態度」は統計的にも有意な関連性が確認された．
つまり，この概念を同質のものと考えることは可能である．これは研究 3において「価値評価」と
の関連要因として明らかになった「社会的ベネフィット」，「私的ベネフィット」，「リスク」，および
「アスリート・ロールモデル」が，研究 4においても「受容態度」に直接効果を与える概念である
ことが明らかとなっていることからも，理由づけることができる．しかしながら，因果の関係性を
有している可能性も否定できない．価値評価を表す効用を 1つの社会心理ベネフィットである
と捉えた場合，「価値評価（＝効用）→受容態度」の関係性が成り立つ．他方，本論文で用い
られた方法論から考察すると，「受容態度→価値評価（＝WTP という行動意図）」という因果の
方向性が妥当であると考えられる．
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補論 2 エリートスポーツサクセスの私的ベネフィットの認知尺度の開発 
6.2.1 目的 
 
本論で用いた，エリートスポーツサクセスの社会的ベネフィットの認知や，私的ベネフィット
の認知を表す尺度は，いずれも先行研究における記述や一部の実証をもとに作成されたもの
であった．そのため，それらのベネフィットを実際に国民が想起しているのか定かではないとい
う限界点を含んでいた．したがって本研究の目的は，受益者の側からの検討によって，エリー
トスポーツサクセスの私的ベネフィットの認知尺度（P-BEI: Personal Benefit perception of Elite 
sport success Inventory）の因子構造を明らかにし，研究 3および 4において用いられた「私的
ベネフィット」や「受容態度」との関連性による併存的妥当性や予測的妥当性を検証することで，
本論を補足することとした． 
 
6.2.2 項目の収集 
 
P-BEIを作成するために，社会調査モニター850名に対して予備調査を実施した．対象者
および手続きは，研究 2（第 3章第 2節）における T2の調査（2012年ロンドンオリンピック直後
の 8月に実施したインターネット調査）と同様である． 
自国のアスリートが活躍することでもたらされるベネフィットについての項目収集をすることを
目的に，「あなたは，オリンピックなどの国際競技大会において日本の代表選手やチームがメ
ダルを獲得することが，あなた自身，あるいは日本にどのような便益や効果をもたらしていると
思いますか．出来るだけ詳しく記入してください．」という問いを設け，500字を上限とした自由
記述で回答を求めた．適切でない回答や「特になし」などの回答を除き，また 1人で複数のベ
ネフィットを回答したものをカウントし，述べ 791のベネフィット項目が得られた． 
分析には IBM SPSS Text Analytics for Survey 4 を用いた．まず，得られた自由記述の中よ
り無駄である記述を削除し，回答を簡素化した．次に，キーワード抽出，および言語学的手法
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によって自動的に作成されたカテゴリーを著者が手作業で直すことで 125のカテゴリーを作成
した．なお，この時点では「私的」ベネフィットのみに絞り込みがされているわけではない．これ
らエリートスポーツサクセスのベネフィット 125カテゴリーは，スポーツ政策の専門家 1名によっ
て項目の表面的な妥当性，内容的妥当性，わかりやすさ，包括性が確認された．同時に，大
学院生 11名による，項目のわかりやすさ，関連性，類似性についての評価がなされた．これら
のフィードバックをもとに大学院生 1名とともに，エリートスポーツサクセスの私的ベネフィットの
認知を「自国のアスリートが国際競技大会において活躍することによって生じる，個々人の思
考・感情・行動のポジティブな変化」と定義することで，修正された 38項目を抽出した．これら
の項目に対して，大学院生 18名のパネルによってワーディングの修正作業が行われた．修正
を組み込み，最終的にエリートスポーツサクセスによる私的ベネフィットの認知に関する 38項
目を得た（表 6-2-1）． 
 
表 6-2-1 得られたエリートスポーツサクセスによる私的ベネフィット認知に関する 38項目 
 
 
1 家族との絆が深まる 20 希望を感じる
2 わくわくした気持ちになる 21 嫌なことを忘れることができる
3 日本人の素晴らしさを感じる 22 やる気が向上する
4 被災地のことを考えるようになる 23 スポーツをしたいと思う
5 日本の良さを確認する 24 ストレスが発散できる
6 日本という国を意識するようになる 25 スポーツへの関心が強くなる
7 元気になる 26 優越感を感じることができる
8 自分のことのような喜びを覚える 27 絆や一体感を感じる
9 嬉しい気持ちになる 28 日常生活で満足感を得られる
10 気持ちが明るくなる 29 日本人としての自信を得る
11 日本人であることを感じる 30 勇気づけられる
12 日本人アスリートを心から応援したいと思う 31 気分がよくなる
13 気持ちが高揚する 32 世界で活躍することの素晴らしさを意識する
14 家族や友人との明るい話題とする 33 前向きな気持ちになる
15 日常生活での活力を得る 34 感動を覚える
16 精神的な満足感を得る 35 スポーツを観戦したいと思う
17 困難に立ち向かう気力が湧く 36 諦めない気持ちを覚える
18 自分も頑張ろうと思う 37 日本人としての誇りを感じる
19 生活に張りが出る 38 努力することの重要さを感じる
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6.2.3 調査の対象者と手続き 
 
研究 3（第 3章第 3節）における調査と同様であり，有効回答は 1,050であった．回答方式
は 7件法（とてもそう思う（7点），そう思う（6点），ややそう思う（5点），どちらともいえない（4点），
あまりそう思わない（3点），そう思わない（2点），全くそう思わない（1点））とした． 
 
6.2.4 結果と考察 
 
1,050サンプルからランダムに抽出した 524サンプルを用い，探索的因子分析を行った．分
析に先立ち，平均値±1SDを基準として天井効果と床効果を検討したところ，該当する項目は
見られなかった．38項目について探索的因子分析（最尤法，Promax回転）を行い，固有値の
推移（26.66，1.94，1.00）および解釈可能性より判断して3因子を抽出した（分散説明率77.90）．
１つの因子に 0.35以上の負荷量を持つこと，他の因子に対する負荷量が 0.30以下であること
を基準として項目を選択した結果，第 1因子には主に日常生活へのポジティブな影響に関す
る 15項目が高い負荷を示した．第 2因子には主に満悦感や気持ちの高揚を表す 8項目が高
い負荷を示した．第 3因子には主に日本や日本人であることに対する意識を表す 6項目が高
い負荷を示した．以上より判断し，本尺度の第 1因子を「Quality of Life（QOL）」，第 2因子を
「ナショナル・アイデンティティー（NI）」，第 3因子を「Feel good factor（FGF）」と名付けた． 
簡便な尺度作成を目指して，因子ごとに負荷量の高い 5項目を選択し，P-BEIを作成した．
表 6-2-2は，3因子 15項目で探索的因子分析（最尤法，Promax回転）をした結果の因子パタ
ーン行列および因子間相関を示している．初期の分析の概念通りの 3因子が抽出され，因子
間の関係は，r = 0.69から 0.79 とやや強い相関が見られた． 
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表 6-2-2 P-BEIの因子分析結果 
 
 
次に，3因子構造（15項目）にモデル適合性を検討するため，探索的因子分析では使用し
ていない 526サンプルを用いて確認的因子分析（最尤法）を行った．その結果 3因子構造モ
デルの適合度指標は，CFI = 0.95，NNFI = 0.94，IFI = 0.95，RMSEA = 0.096，SRMR = 0.41
となり，十分な適合度が示された（図 6-2-1）． 
収束的妥当性を支持する指標として平均分散抽出（AVE: average variance extracted）を用
いて検証したところ，全ての下位因子において基準値（AVE ≥ 0.50）を上回った（QOL：0.75，
NI：0.78，FGF：0.84）（Fornell & Larchar, 1981）．また，各因子間の相関係数の平方よりもAVE
が高値を示したため，弁別的妥当性も支持される結果となった（Fornell & Larchar, 1981）． 
各下位因子について Cronbachの α係数を算出した結果，QOLが 0.94，NIが 0.95，FGF
が 0.96 と高い値を示した．したがって各下位因子における項目の内的一貫性が得られた． 
  
QOL NI FGF 平均値 SD Cronbach α
Quality of life
日常生活で満足感を得られる 0.90 0.10 -0.07 4.14 1.36
優越感を感じることができる 0.86 0.03 -0.07 3.96 1.43
ストレスが発散できる 0.85 -0.12 0.16 4.26 1.39
嫌なことを忘れることができる 0.84 -0.03 0.04 4.19 1.38
生活に張りが出る 0.72 0.12 0.08 4.25 1.39
ナショナル・アイデンティティ
日本という国を意識するようになる -0.09 0.94 0.04 5.12 1.25
日本の良さを確認する 0.09 0.83 0.00 4.85 1.26
日本人であることを実感する 0.04 0.81 0.09 4.97 1.33
日本人としての誇りを感じる 0.16 0.77 0.02 4.91 1.39
日本人の素晴らしさを感じる -0.05 0.71 0.26 5.16 1.26
Feel good factor
嬉しい気持ちになる -0.04 0.04 0.95 5.31 1.26
気持ちが明るくなる 0.03 0.02 0.91 5.29 1.30
わくわくした気持ちになる 0.03 0.08 0.80 5.27 1.22
元気になる 0.04 0.21 0.72 5.19 1.27
気持ちが高揚する 0.17 0.11 0.71 5.02 1.31
因子相関 QOL 0.69 0.71
NI 0.79
Note:
       a QOL: Quality of life; NI: ナショナル・アイデンティフィケーション; FGF: Feel good factor
因子a
0.94
0.96
0.97
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図 6-2-1 P-BEIの確認的因子分析結果 
 
併存的妥当性を検討するために，P-BEIの合計点および下位尺度と研究 3と 4において用
いられた「私的ベネフィット」尺度の合計点との間で相関分析を行った．当然ながら，正の相関
関係がみられることが予想される．ただし，「私的ベネフィット」を測定する項目内には，本尺度
の QOLに該当する項目がなかったため，QOL との相関は他の下位因子に比べ低いことが予
想される．相関分析の結果，合計得点および全ての下位尺度得点において有意な関連性が
確認された．相関係数は，「私的ベネフィット」の測定項目に存在しなかった QOL（r = 0.63）が，
包含されていた NI，FGF（それぞれ r = 0.82，r = 0.76）よりも低い値を示しているため，P-BEI
は十分に妥当な尺度であるといえる． 
 
Quality of life
日常生活で満足感が得られる
優越感を感じることができる
ストレスが発散できる
嫌なことを忘れることができる
生活に張りが出る
ナショナル
アイデンティティー
日本という国を意識するようになる
日本の良さを確認する
日本人であることを実感する
日本人としての誇りを感じる
日本人の素晴らしさを感じる
feel good 
factor
嬉しい気持ちになる
気持ちが明るくなる
わくわくした気持ちになる
元気になる
気持ちが高揚する
.90
.82
.87
.85
.88
.88
.88
.91
.88
.86
.94
.95
.89
.88
.91
.77
.88
.71
n = 526; CFI = 0.95; NNFI = 0.94; IFI = 0.95; RMSEA = 0.096; SRMR = 0.41
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表 6-2-3 エリートスポーツサクセスの PPB尺度と「私的ベネフィット」の相関係数 
 
 
P-BEIの予測的妥当性を検討するために，研究 3および 4において使用した「受容態度」と
の関係性について分析した．研究 4 の結果を鑑みると，P-BEI および下位因子の得点が高い
ものほどエリートスポーツ政策に対する受容性が高いことが想定できる.そこで，P-BEI，および
下位因子の合計得点を度数分布，平均値，および中央値から判断し 2 群に分類し（P-BEI 低
群（15～71），P-BEI 高群（72～105），QOL 低群（5～20），QOL 高群（21～35），NI 低群（5～
25），NI高群（26～35），FGF低群（5～27），FGF高群（28～35）），従属変数を「受容態度」とし
て独立サンプルの t 検定を行なった．その結果，（1）P-BEI低群と P-BEI高群の間（t (524) = 
-15.71, p < 0.001），（2）QOL低群とQOL高群の間（t (524) = -10.74, p < 0.001），（3）NI低群と
NI高群の間（t (524) = -14.85, p < 0.001），（4）FGF低群と FGF低群の間（t (524) = -15.45, p < 
0.001）で有意な差が見られた．想定どおり高群の方が「受容態度」のスコアが高かった．この
結果は，P-BEIの予測的妥当性を示すものであると考えられる． 
 
 
図 6-2-2 P-BEI と「受容態度」の関係 
Quality of life 0.63 ***
ナショナル・アイデンティティー 0.82 ***
Feel good factor 0.76 ***
合計得点 0.81 ***
Note:
       *** p  < 0.001.
私的ベネフィット
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(2.69) 
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本研究の目的は，（1）エリートスポーツサクセスの個人に対するベネフィットの認知を先行研
究からではなく，受益者サイドから検討し，測定するための因子モデル（P-BEI）を開発し，その
信頼性と妥当性を検証すること，および（2）P-BEIと既存尺度（研究 3，4における「私的ベネフ
ィット」）との関連性，およびエリートスポーツ政策に対する受容態度との関連性を検証すること
であった． 
以上に示した一連の結果は，P-BEI の妥当性と信頼性を強く支持するものであった．さらに，
本研究におけるデータによって検証した因子構造は，幅広い世代における 850名の回答者か
ら収集したデータに基づいており，母集団，つまり国民への一般化の水準を高めるものである
と評価できる． 
研究 3および 4において用いられた「私的ベネフィット」のインデックスは，（1）自国に対する
誇りを感じる，（2）幸せな気持ちになる，（3）日本人であることを意識する，（4）日本人としての
一体感を感じる，の 4 項目で構成されていた．本研究の結果と比較すると，（1），（3），（4）は
「ナショナル・アイデンティティー」，（2）は「Feel good factor」に該当する．つまり，先行研究のレ
ビューによって作成された尺度からは得られなかった下位因子「Quality of life」という概念が
抽出されたことを意味する．この点は，本研究が果たした補論としての重要な示唆である． 
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